
博士学位論文 

 

 

 

 

人間開発概念再考による貧困分析の再構築  

  ――国連開発計画の人間開発の概念とアマルテ

ィア・センのケイパビリティ・アプローチの“乖離”

に関する研究―― 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鹿児島国際大学大学院 

経済学研究科 地域経済政策専攻 

 

 

永吉 敬太 

 

2014年 3月 



 ① 

論題（タイトル） 人間開発概念再考による貧困分析の再構築  

  ――国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリティ・アプローチと

の“乖離”に関する研究―― 

  

主題（テーマ） 国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリティ・ア

プローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”を解消する方法

はいかなるものか 

本論文の構成 
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研究の背景  

近年の世界経済における途上国の存在感が大きくなりつつある傾向は、グローバリゼーションが進

展した 1990年代初頭頃からのことである。この頃から途上国問題における貧困の解決が最重課題と

なった。他方、この様な状況の中でアマルティア・センはケイパビリティ・アプローチを主張して、

従来の開発経済学や開発政策に異論を唱えた。現在の開発政策の根幹となっている国連開発計画が提

唱する“人間開発”は、センのこのアプローチを踏襲したものだとされているが、センの理論的な構

想と、実務を目的とした国連開発計画との間には、発展途上国の貧困に対する分析に“乖離”がある

と指摘されてきた。研究史を回顧すると、この両者の貧困に関わる分析の“乖離”の問題は、未だに

解決されないままであることが確認できる。 

 

問題提起 

本論文では、国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリティ・アプローチ

との間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”を解消する方法はいかなるものかという問題を提起す

る。 

 

研究の手法 

本研究の提起した主題（テーマ）を 2 つの副問に分割して、第 1 副問の研究には“理論的研究”

を、第 2副問には“実証研究”の手法を採用する。 

第 1副問：理論的研究 

国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリティ・アプローチとの 

間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”は、いかにして解消することができるか。  

第 2副問：実証研究 

両者の“乖離”問題を修正した本研究が提唱する人間開発の概念は、果たして貧困分析に 

対して、現実にどの程度有効か 

 

本研究の意義  

①学界への貢献：先行研究の不十分な部分を補うこと。  

②開発援助政策への貢献：開発援助政策の形成に対して参考として役立つこと。 



 ② 

先行研究の問題点  

第 1章では、先行研究の問題点を取り扱っている。ここでは、“人間開発”の概念に関する研究

史を回顧して、次のような問題点を発見した。国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・

センのケイパビリティ・アプローチとの間に貧困に関わる分析の乖離が生じている。この両者の

“乖離”の存在は指摘されて来たが、いまだどう決着をつけるか“乖離の解消”はおこなわれて

いない。本研究は、研究史におけるこの空白を埋めることによって、独創性を発揮することを意

図している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1副問 国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリティ・アプロー 

チとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”は、いかにして解消することができるか 

 

 第 1副問への解答 

国連開発計画は、単に所得のみに注目した貧困の測定だけでなく、人びとの教育機会や健康状

態など各種貧困要素の欠如状態を測定の対象としている点においては、センの貧困分析における

“貧困の測定”を踏襲しているといえる。しかし、センのケイパビリティ・アプローチが重要視

する“貧困の構造分析”に関してはきわめて不十分である。国連開発計画の人間開発の概念とア

マルティア・センのケイパビリティ・アプローチとの間の“乖離”を解消するには、国連開発計

画が“貧困の構造分析”をアマルティア・センのケイパビリティ・アプローチに真に回帰してお

こない、人間開発の概念における“貧困の構造分析”を強化することで、“乖離”は解消するこ

とができる。 

この解答をさらに補足すれば、次のとおりとなる。従来の国連開発計画の貧困分析は、貧困状

態を表現する諸指標（例えば“食糧貧困ライン以下の人口の割合”や“中等教育の就学率”など）

の、改善・非改善の度合いを診断するに止まり、貧困の構造を分析する能力を十分には持たない

ものであった。 

これに対し、本研究が提唱する両者の間の貧困分析関わる“乖離”問題を修正した人間開発の

概念では、欠如状態がいかなる連鎖的な構造を有しているか、そしてどのような脅威があるのか

を浮き彫りにして、貧困の構造を明らかにすることが可能となった。すなわち、本研究が提唱す

る両者の間の貧困に関わる分析の“乖離”問題を修正した人間開発の概念は、それまでの貧困状

態を表現する教育機会や健康状態などの諸指標の、改善・非改善の度合いの診断を引き継ぐだけ

でなくて、加えて“貧困の構造分析”が可能にとなったのである。これにより、センと国連の間

の“乖離”を解消することができた。アマルティア・センの精神に立脚し直した本研究が提唱す

る“乖離”問題を修正した人間開発の概念は、これまでの両者の貧困に関わる分析についての“乖

離”を解消し、国連の概念を生まれかわらせることになる。 
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第 2副問 両者の“乖離”問題を修正した本研究が提唱する人間開発の概念は、果たして貧困 

分析に対して、現実にどの程度有効か 

 

第 2副問への解答 

一事例として後発開発途上国に分類されているカンボジアを分析した限りにおいては、有効で

あることが確認できた。 

この解答をさらに補足すると、これまでの、カンボジアに関する国連開発計画の分析は、国レ

ベルにおける教育機会や健康状態などの各種貧困要素の、改善・非改善の度合いの診断に止まっ

ていた。 

これに対し、国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリティ・アプロ

ーチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”問題を修正した本研究が提唱する人間開発の

概念すなわち、アマルティア・センのケイパビリティ・アプローチに立脚し直した国連開発計画

の人間開発の概念は、カンボジアの“貧困の構造分析”をおこなうことができた。またこれによ

り、カンボジアにおける貧困問題の核心を指摘することができ、貧困の構造を分析することに有

効であった。 

主題（テーマ）に対する解答 

 

 国連開発計画の人間開発の概念は、アマルティア・センのケイパビリティ・アプローチを継承し

ていながら、“貧困の測定”を踏襲する点においては十分であったが、“貧困の構造分析”に関して

は不十分であった。ゆえに、“貧困の構造分析”をアマルティア・センのケイパビリティ・アプロー

チに立脚しておこない、国連開発計画の人間開発の概念の“貧困の構造分析”を強化することで、

“乖離”は解消することができる。 

 なお、これまでの人間開発の概念は、分析対象国の貧困状態を表現する教育機会や健康状態など

の諸要素の指標の、改善・非改善の度合いを診断する程度の貧困分析であったのに対し、“乖離”

問題を修正した本研究が提唱する人間開発の概念は、“貧困の構造分析”もおこなうことができ、

さらに貧困問題の核心まで指摘することができた。 
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 I 

概  要 

 

1 問題の所在 

 世界経済の動向において、途上国の貧困問題が見過ごすことのできなくなってきた今日、

この問題に取り組むために、国連開発計画は“人間開発”を提唱した。この概念がこれま

での経済開発や社会開発と比較して革新的であるとされる所以は、世界銀行や国際通貨基

金などによる経済開発と社会開発の不十分な部分に着目し、“貧困層が開発の過程に参加す

る”という点を重視したことである。 

 元来、この人間開発の概念は、アマルティア・センのケイパビリティ・アプローチに触

発されることによって生み出された概念である。センのケイパビリティ・アプローチとは、

それまでの開発経済学・開発政策において一般的であったところの、所得水準のみ
．．

に着目

した貧困観を批判して唱えられたアプローチである。センは、貧困を判断するにあたって、

所得水準に着目するのを批判するのではなく、所得水準だけ
．．

を唯一の基準にすることを批

判するのである。 

センのこのケイパビリティ・アプローチとは、所得水準を含む人々の様々な複数の選択

可能性に着目したアプローチである。例えば、“十分な栄養を摂取できる、できない（栄養

摂取が可能である選択肢がある、ない）”とか、“避けることができる病を回避することが

できる、できない（病の回避可能な選択肢がある、ない）”などである。 

それゆえ、ケイパビリティ・アプローチが重視するのは、単に所得水準だけではなくて、

さらにいっそう包括的な“貧困問題”であった。 

センのケイパビリティ・アプローチは、貧困について所得水準のほか、教育機会や健康

状態などの多様な側面に光を当てることを通じて、従来の開発経済学の所得水準のみ
．．

への

偏重を根本的に是正したのである。 

 ここで、“人間開発”の概念に関する研究史を回顧してみると次のような問題点が指摘さ

れる。先行研究によると、国連開発計画による人間開発の概念が重視したのは“開発問題”

であり、人間開発の理論的背景となっているセンのケイパビリティ・アプローチは、元来、

“貧困問題”を重視する立場である。すなわち、“開発問題”を重視する国連は“貧困問題”

を重視するセンから認識が“乖離”しているというゆゆしい問題が浮かび上がっているの

である。さらにこの両者の認識の“乖離”問題を詳しく分析すると“乖離”の根源は、貧

困の分析に関して国連開発計画の人間開発の概念が、センのケイパビリティ・アプローチ
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から“乖離”しているというものであった。 

 

2 主題（テーマ）の設定 

 既存研究では、国連開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビリティ・アプローチと

の間の貧困分析についての“乖離”について、解消すべきものであるという指摘がなされ

ているに留まっており、さらに一歩踏み込んで、この乖離は、どうすれば解消することが

できるかという最重要課題は、未だに解明されずに放置されているのが実情である。 

 ここに、国連開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビリティ・アプローチとの間の

貧困分析についての“乖離”をいかにして解消することができるか、という問題が鮮明に

浮かび上がってきた。 

そこで本研究では、国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリ

ティ・アプローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”を解消する方法はいかな

るものかという問題を主題（テーマ）として設定した。 

 

3 研究の手法 

 本研究の手法は次のとおりである。 

 国連開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビリティ・アプローチとの間に横たわる

貧困分析に関わる分析の“乖離”は国連開発計画の人間開発の概念がセンの理論を実践に

不十分なままに適用していることろから生じている。その点で、人間開発の概念の再構築

の方法は、本来のセンのケイパビリティ・アプローチにいったん回帰し、人間開発の概念

にセンの精神を貫徹させることによるものでなければならない。この方法による、本研究

における研究の手法は具体的に言えば、さきに提起した本研究の主題（テーマ）を 2 つの

サブテーマ（副問）の分割によってなされる。主題を分割した 2 つのサブテーマは次のよ

うなものである。 

第 1 副問：国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリティ・ア

プローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”は、いかにして解消

することができるか。 

第 2 副問：国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリティ・ア

プローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”問題を修正した本研

究が提唱する人間開発の概念すなわち、センのケイパビリティ・アプローチ
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に立脚し直した国連開発計画の人間開発の概念は、果たして貧困分析に対し

て、現実にどの程度有効か。 

 第 1 副問は、理論的研究である。国連開発計画の人間開発の概念をセンのケイパビリテ

ィ・アプローチで再構築する方法によって、理論的に“乖離”の解消をおこなう。 

 第 2 副問は、実証研究である。理論的に“乖離”問題を解消した人間開発の概念が、カ

ンボジアの事例研究を通して、果たして有効であるか否か、どの程度有効であるかの検証

をし、その有効性を実証する。 

 

4 研究の結果 

(1)  第 1 副問への解答 

第 1 副問への解答は、第 2 章と第 3 章の分析によって得られた。具体的な解答は次のよ

うなものである。 

国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリティ・アプローチと

の間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”を解消するには、国連開発計画が“貧困の構

造分析”をセンのケイパビリティ・アプローチに真に回帰しておこない、人間開発の概念

における“貧困の構造分析”を強化することで、“乖離”は解消することができる。 

なぜならば、従来の国連開発計画の貧困分析は、所得水準のほか、教育機会や健康状態

などの各種貧困要素の欠如状態を示す指標を計測しモニタリングすることに止まり、貧困

の構造を分析するには不十分であった。 

これに対し、国連開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビリティ・アプローチとの

間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”問題を修正した本研究が提唱する人間開発の概

念では、それまでの貧困を構成する所得水準のほか、教育機会や健康状態などの諸要素の

欠如状態を示す指標を計測しモニタリングすることは引き継ぎながらも、所得水準のほか、

教育機会や健康状態などの各種貧困要素の欠如や不足が HIV/エイズの治療や飢餓の発生な

どの他の要素に影響を与える連関を重視する。さらにそれらの諸要素に作用するグローバ

ルな金融・経済危機や伝染病などのような“脅威”があるのかをも明らかにする。 

このように、貧困を構成する所得水準のほか、教育機会や健康状態などと、HIV/エイズ

の治療や飢餓の発生などの諸要素間の相互作用と、この諸要素に悪影響をもたらすグロー

バルな金融・経済危機や伝染病などのような“脅威”の連鎖構造からなる貧困の全体構造

の分析をおこなえるようになったことで、本研究が提唱する“乖離”問題を修正した人間
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開発の概念すなわち、センのケイパビリティ・アプローチに立脚し直した国連開発計画の

人間開発の概念は、国連開発計画の人間開発の概念の不備を補ったのである。 

 

(2)  第 2 副問への解答 

第 2 副問への解答は、第 4 章の分析によって得られた。具体的な解答は次のようなもの

である。 

一事例としてカンボジアという後発開発途上国を分析した限りにおいては、相当程度に

有効である。 

国連開発計画のカンボジアについての分析は、国レベルにおける所得水準のほか、教育

機会や健康状態などの各種貧困要素を示す統計データのモニタリングであり、改善の遅れ

ている貧困を構成する要素の各々についてその遅延を指摘しているにすぎない。すなわち、

所得水準のほか、教育機会や健康状態などの各種貧困要素の “欠如や不足”を指摘するこ

とに止まっている。 

これに対し、国連開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビリティ・アプローチとの

間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”問題を修正した本研究が提唱する人間開発の概

念は、所得水準のほか、教育機会や健康状態などの要素の“欠如や不足”が、HIV/エイズ

の治療や飢餓の発生などの他の要素にどのように影響を与え、さらにそこにはグローバル

な金融・経済危機や伝染病、天災や疾病などのような“脅威”があるのかを明らかにする

ことで、カンボジアの貧困の全体像を浮き彫りにすることができた。これにより、カンボ

ジアにおける貧困問題の核心を指摘することができたので、カンボジアの貧困の構造を分

析することに相当程度の有効性があることが実証できたのである。 

 

(3) 本研究のテーマへの解答 

アマルティア・センのケイパビリティ・アプローチの視点によって国連開発計画の人間

開発の概念を再構築することで、国連開発計画の人間開発の概念では希釈化されていた貧

困の構造分析が明確化され、国連開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビリティ・ア

プローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”を解消することができる、という

ものである。これにより、これまで貧困における欠如の推計などの表面的かつ現象的な貧

困分析を行い、貧困の構造を分析することに有効でなかった国連開発計画の人間開発の概

念は、“乖離”問題が修正された新たな人間開発の概念すなわち、貧困の構造分析が可能と



 V 

なった人間開発の概念となり、貧困の構造全体を総合的に分析するという複眼的な貧困分

析を可能とするより有効な概念になったのである。 

さらに、カンボジアを事例にして検証を行ったところ、これまでの国連開発計画は、例

えば、食糧貧困ライン以下の人口の割合が高いことや、中等教育の就学率が低いことなど

の、毎年度の継続的な観測値の注視をもって貧困分析とし、それ以上の貧困の構造分析は

不十分なものであった。これに対し、本研究が提唱するところの国連開発計画の人間開発

の概念とセンのケイパビリティ・アプローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”

問題を修正した人間開発の概念では、次にあげるような分析結果を得ることができた。す

なわち、カンボジアの貧困問題において、カンボジアミレニアム開発目標で計測されてい

る国家貧困ライン以下で生活する人口の割合を減少させることの改善がかなり遅いことが

最重要課題であると、本研究は言及することができたのである。さらにこの原因は、もと

より長期の戦乱などにより就業機会が不足しているにもかかわらず、1990 年代後半からの

経済成長の恩恵がプノンペンなどの都市部に集中したためであり、その結果、地方農村部

が国の成長の過程から取り残され、プノンペンなどの都市部と地方農村部の所得格差が拡

大したのである。これにより、カンボジアにおける貧困問題の貧困の構造の核心を指摘す

ることができ、本研究が提唱するところの“乖離”問題を修正した人間開発の概念による

“貧困の構造分析”が、可能であることを実証した。 
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序  論 

 

 序論では、まず第 1 節で本研究の問題提起として、研究対象の選定理由と目的を述べ、

次に主題（テーマ）を提起し、最後に研究の意義を略述する。第 2 節では、研究の手順と

論文の構成を紹介する。 

 

第 1 節 問題提起 

第 1 項 国連開発計画の人間開発の概念を研究対象として選定する理由と目的 

開発経済学は第二次世界大戦が終結してから、途上国の貧困問題を解決することを目的と

した経済学の一領域として生成された。その後、開発経済学が途上国の貧困問題の解決を主

要な研究課題として取り扱いながらも 60 有余年たった現代において、いまだにこの問題は

解決されていない。 

途上国における貧困問題を考える開発経済学は下村恭民（2007）によると、「かつては、

開発は基本的に『経済開発』を指すものだった。しかしながら、その後、『社会開発』や『人

間開発』などの概念が導入され、開発が多様な視点から認識されるようになった。これは、

貧困に関してもさまざまな視点が出てきていることを意味する」とある（注 1）。 

このような情勢の中、1990 年から開発経済学と世界のあらゆる開発政策においてその議

論の主軸となっているのは、アマルティア・センのケイパビリティ・アプローチを踏襲し、

国連開発計画によって提唱された人間開発の概念である。よって本研究では最小限に狭小化

した“問題の場”として、人間開発の概念を研究対象に選定する。 

また、セン(1982)は、「貧困に関わることはたいてい一目瞭然である。ひどく貧しいこと

を見分け、そうなった経緯を理解するのに、綿密な基準や巧妙につくられた指標、徹底的な

分析などは必要ない。・・（中略）・・貧困と悲惨に関しては分かりきったことが実に多いの

だ。」という。しかしながら、「貧困にかかわるすべてがそれほど単純なわけではない。まず、

極貧状態をのぞけば、誰が貧しいかを決め、どのように貧しいかを診断することさえ容易で

はないであろう。生物学的必要が満たされない状態、相対的に恵まれない状態など、さまざ

まなアプローチを用いることができる」と、貧困を“見分ける”ことの容易さと、“診断”

することの難解さについて述べている。そして貧困を“診断”するアプローチについて、「ど

のアプローチにも解決すべき技術的な問題が残されている」ともいう（注 2）。本研究は、

現在の多種多様な開発援助政策においてその中心となっている国連開発計画の人間開発の
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概念における“解決すべき技術的な問題”を浮き彫りにし解決することを、目的とする。 

 

第 2 項 問題提起 

 国連開発計画の人間開発についての先行研究を回顧すると、“開発論における位置づけ”

や国連開発計画の“人間開発指数”などに関するものが主な研究対象として取り上げられて

いる。けれども、国連開発計画の人間開発という“概念”の不完全さを重要視し論ずること

に関する研究はきわめて少数である。さらに、国連開発計画の人間開発の概念の課題の克服

についてその改善を試みる研究はみつけることができなかった。 

 具体的にいうと、先行研究が指摘している国連開発計画の人間開発の概念の課題（不完全

な箇所）とは、国連開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビリティ・アプローチとの間

に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”であった。この点について先行研究には、両者の間

に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”について、“乖離”は解消すべきものであるとの指

摘はあるものの、この“乖離”は、どうすれば解消することができるかという最も重要な問

題は、未だに解明されずに放置されているのが実情である。より詳細な先行研究の回顧につ

いては第 1 章で行う。 

 そこで、本論文では、国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリ

ティ・アプローチの間に横たわる“乖離”を解消する方法はいかなるものかという独自の問

題を提起する。 

 研究の手順としては、提起した問題を次の 2 つの副問に分けて、第 1 副問では理論的研

究を、第 2 副問では実証研究をそれぞれ行う。 

 

（第 1 副問）国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリティ・ア

プローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”は、いかにして解消す

ることができるか（理論的研究） 

（第 2 副問）国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリティ・ア

プローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”問題を修正した本研究

が提唱する人間開発の概念は、果たして貧困分析に対して、現実にどの程度有

効か（実証研究） 
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  第 3 項 研究の意義 

  本研究は、現在の世界における多種多様な開発政策においてその中枢的な役割を果た

している人間開発の概念に関する研究史上の不十分な部分を補充する。 

人間開発の概念に関する研究は、現在の学界において人間開発と補完関係にある“人間の

安全保障”や人間開発の概念の一部分である“ミレニアム開発目標”が重点的にされている

のが現状であり、人間開発の概念についての理論的な研究は、最重要であるものの近年にお

いてはあまりされなくなってきた。 

 本研究の課題である、国連開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビリティ・アプロー

チとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”は、学界において 1990 年代後半に提起さ

れた重要な指摘であったが、現代にいたるまでその解消はされていない。 

 本研究はこの課題を解明することによって、学界の発展にいく分かの貢献をしたい。また、

本研究が、人間開発の概念に関する研究史の不十分な側面を補う基礎理論を提供することに

よって、今後の開発援助政策を形成する際の参考資料となれば、望外の喜びである（注 3）。 

 

第 2 節 研究の手順と論文の構成  

本研究は、序論（問題提起）、本論（論証）、結論（解答）という形で展開している。本節

では、まず研究の手順について説明し、次に論文を構成する各章の内容を略説する。 

 

第 1 項 研究の手順  

（1）「問題の場」の狭小化 

 本研究の“問題の場”は“貧困・開発”の諸問題である。さらにこれを狭小化すると、こ

の問題の場には、“経済開発”、“社会開発”、“人間開発”などの複数の問題の場が存在する。 

 

（2）1 つの問題の場の選択と研究史の回顧  

複数の問題の場の中で本研究が採用する狭小化された“問題の場”は“人間開発”である。

次に、選択したこの“人間開発”に関して先行研究を整理する。 

 

  （3）狭小化された問題の場の研究史の中に問題点（空白・誤謬・不十分）を発見 

 人間開発についての先行研究を回顧すると、開発論における位置づけや、人間開発指数な

どに関するものが主な研究対象として取り上げられている。けれども、人間開発の“概念”
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の不完全さを重要視する研究はきわめて少数である。さらに、人間開発の概念の不完全な箇

所の改善を試みる研究はみつけることができなかった。 

 

（4）問題点の疑問形による表現＝主題（テーマ）の確立 → 論題の確立 

国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリティ・アプローチとの

間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”を解消する方法はいかなるものかという主題（テ

ーマ）を確立し、このテーマをもとにして論題（タイトル）を決める。 

 

（5）1 つの主題（主問）を 2 つの副問に分割する 

第 1 副問：国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリティ・ア

プローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”は、いかにして解消す

ることができるか（理論的研究） 

第 2 副問：国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリティ・ア

プローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”問題を修正した本研究

が提唱する人間開発の概念は、果たして貧困分析に対して、現実にどの程度有

効か（実証研究） 

 

（6）副問の各個撃破（問・証明・答） 

 まず理論研究をおこない理論的に本研究の課題を解決する。次に理論的に解決されたもの

が果たして有効であるか否か、どの程度有効であるかの検証について実証研究を通しておこ

なう。 

 

（7）「各副問の解答」を総合して、「主問すなわち主題（テーマ）に対する解答」にす

る。 

これらの研究の手順をまとめると、図 1 のようになる。 

図 1 研究の手順 

 

 

 

 

（1） 「問題の場」の狭小化      

（2） 狭小化した「問題の場」の選択と研究史の回顧 
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          出典：筆者作成 

 

第 2 項 本論文の構成 

 本論文は「序論」と「本論」と「結論」から成り立ち、「本論」は四章から構成されてい

る。 

序論では、まず「問題提起」をし、「研究の意義」、「研究の手順」と「論文の構成」を述

べている。第1章では、研究の背景と研究史の回顧をおこなう。第2章では、国連開発計画

の人間開発の概念とセンのケイパビリティ・アプローチとの間に横たわる貧困に関わる分析

の“乖離”の解消が可能であるかを探ることにした。第3章では、国連開発計画の人間開発

の概念とセンのケイパビリティ・アプローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”

の解消に関する理論的分析をおこなう。第4章では国連開発計画の人間開発の概念とセンの

ケイパビリティ・アプローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”問題を修正した

本研究が提唱する人間開発の概念すなわち、“貧困の構造分析”が可能となった人間開発の

（3） 問題点（空白・誤謬・不十分）の発見  

（4） 問題提起（問題点の疑問形での表現）＝  

主題（テーマ）の確立 → 論題（タイトル）の確立  

（5） 1 つの主題を 2 つの副問へ分割   

（6） 2 つの副問の各個撃破（問い・証明・答え）  

理論研究 

実証研究 

（7） 解答：2 つの副問の解答を総合して主題（主問 ＝ 主題）  

の解答にする 
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概念の有効性に関する分析をおこなう。結論では、本論で得た分析結果を踏まえて、序論で

述べた問題に対する解答を与えることにする。 

 本論文の「序論」、「本論の各章」、「結論」の各要点を述べると次のとおりである。 

 

序論  「問題提起」、「研究の意義」、「研究の手順」と「論文の構成」 

      序論では、本研究の主題（テーマ）を紹介し、本研究の基本的な構成である主

題（テーマ）を分割した副問の紹介をおこなう。 

第 1 章 研究の背景と研究史の回顧 

     この章では、“開発経済学のパラダイム転換”、“人間開発にいたるまでの貧困

認識の変遷”、“人間開発の概念に関する先行研究”などを整理する。そして、先

行研究における不十分な箇所を発見し、その問題点を説明する。 

第 2 章 国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリティ・アプ

ローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”の解消の可能性について

の分析 

      この章では、国連開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビリティ・アプロ

ーチの比較から、両者の間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”が解消可能で

あるか否かについて分析をする。 

第 3 章 国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリティ・アプ

ローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”の解消に関する理論的分

析 

     この章では、理論的に国連開発計画人間開発の概念とセンのケイパビリティ・

アプローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”を解消すべく、ケイパ

ビリティ・アプローチの視点から、人間開発の概念を再構築する。 

第 4 章 国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリティ・アプ

ローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”問題を修正した本研究が

提唱する人間開発の概念の有効性に関する分析 

この章では、国連開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビリティ・アプロ

ーチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”問題が修正された新たな人間

開発の概念すなわち、“貧困の構造分析”が可能となった人間開発の概念の有効

性を実証するために、カンボジアの事例をとりあげて分析する。 
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結論  解答 

    2 つの副問の解答を総合して、主問すなわち主題（テーマ）に対する解答にする。 
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注 

注1 下村恭民「第 1 章 『南』の人々の努力と国際社会の支援」、西垣明・下村恭民・辻

一人『開発援助の経済学(第 3 版)』有斐閣、2007、5 ページ。 

注2 Amartya K. Sen, Poverty and Famines: An Essay on Entitlement and Deprivation 

（New York: Oxford University Press, 1982）, ⅶ.（アマルティア・セン[著] 、黒

崎卓・山崎幸治[訳] 『貧困と飢饉』岩波書店、2000、ⅸページ。） 

    また、「貧困の定義」や「開発・発展・貧困」について、西澤（1993）は「貧困を

厳密に定義したり、計測したりすることは必ずしも容易なことではない」という。西

澤信善「社会開発論の再検討」、『国際協力論集』神戸大学、1993、第 1 巻第 2 号、

100 ページ。 

下村（2007）は「『開発・発展とは何か』では、『貧困とは何か』と同じように非

常に複雑で難しいテーマである。」といっている。下村恭民『開発援助の経済学』有

斐閣、2007、4 ページ。 

注3 現在、世界のあらゆる開発政策において人間開発の概念は主軸となっている。その大

切な人間開発の概念に論理的な不十分さがあれば、開発援助にかかわるあらゆる方面

にとっての不利益は免れないであろう。本研究が、人間開発の概念に関する研究史の

未解答の課題に解答をあたえることによって、今後の開発援助政策の見直しをする際

に、本研究が役立つことを期待したい。 
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第 1 章 研究の背景と研究史の回顧 

 

第 1 節 開発経済学のパラダイムの変遷 

開発経済学において貧困を解決するための開発の主題には、ある一定の体系的な認識の枠

組みをみることができる。そして、それらは“経済開発”、“社会開発”、“人間開発”と大別

することができる。 

開発経済学の萌芽期では、“経済開発”が支配的な概念であった。しかしながら、世界の

情勢や途上国を取り巻く環境の変化にともない、1960 年代からは“社会開発”が、そして

1990 年代からは“人間開発”などの概念が導入され、開発や貧困に対する観点に関してさ

まざまな角度から理解されるようになった。本節では、“経済開発”、“社会開発”、“人間開

発”のそれぞれについて概観してみる。 

 

第 1 項 経済開発 

 1950 年代頃の経済開発の概念は経済成長を推し進めることを目的としており、経済成長

を推進することで他の施策を打ち出さずとも、社会的サービスなどは経済成長に伴って改善

されるであろうと考えられていた。そして、「一人当たり所得や購買力、あるいは生産、消

費などの水準が高ければ（低ければ）、経済開発・発展の水準が高い（低い）」とされてきた

のである（注 1）。経済開発は、「開発の視点から貧困問題へのアプローチ」を考える開発概

念であり、この概念の中枢には、「トリックル・ダウン(trickle-down)」仮説があった（注 2）。

この仮説によると「経済成長を加速し、全体の所得そのものを大きくすれば、やがてその恩

恵は貧しい人々にも波及するであろう」とされていた（注 3）。 

したがって、経済開発は、「開発の視点から貧困問題へのアプローチ」（注 4）であり、正

しいマクロ経済運営の任務をやり遂げることによって貧困問題は解決されると考えられる

ものであり、このアプローチにおける核心部分はしばしば、実質的には成長の経済学へと収

斂されてきた（注 5）。 

 

第 2 項 社会開発  

1960 年代頃から、経済開発の理想であったトリックル・ダウン仮説が現実に反映されな

かったことをきっかけに、経済開発の概念による経済成長推進の偏重傾向に対する批判から、

“社会開発”の概念が登場した。 
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西川潤（1997）によると、社会開発の概念は未だ形成過程にあり明確な定義づけがなさ

れてはいないとしながらも、その開発の概念の形成に不可欠な諸要素は明らかになっている

とし次の 5 点を挙げている。すなわち、①開発のあらゆる分野に人間を優先させること、

②あらゆる差別をなくすための人権の強化、グローバルな視点で異文化を理解するための開

発教育、環境教育を推進させること、③地域社会の発展、および開発の計画、実行、評価に

住民を参加させること、④民間部門と公共部門の協力関係を形成すること、⑤開発に関する

評価の指標を GNP 指標から社会指標へと転換すること、である（注 6）。 

他方、佐藤誠（2001）は社会開発について次のように述べている。社会開発とは「生産

の基礎的環境を整える経済開発に対して、生産の担い手たる人間に焦点を当て労働力の生命

的・社会的再生産のための環境を整えること」と「仮定」している。ここでの「再生産」と

は、労働力の再生産を意味しており、「まず何よりも労働の担い手である人間そのものを親

から子、子から孫へと生命的・生物学的に反復してつくり続けること」としている（注 7）。

また労働環境の充実として、「人間がその時代に求められる労働を遂行できるよう必要な休

息、健康管理、教育、訓練などを家庭や社会で保障し労働力を安定的かつ継続的に供給する

ことでもある」（注 8）としている。 

 西川（1997）と佐藤（2001）の両者の共通点は、社会開発は人間に焦点をあて社会部門

（教育分野、保健・医療分野など）による開発の促進の重要性を述べている点である。 

 しかしながら、社会開発という概念は、教育、保健、社会福祉、社会保障、環境などの各

分野を包含するあまりにも広すぎる概念であり、それらを社会開発として統括する論拠を十

分に示し得なかったため、社会開発の概念は開発学において定着した概念とはならなかった

のである（注 9）。 

 

第 3 項 人間開発 

1990 年から、人間中心の開発をめざすとする“人間開発”の概念が現れた。これは、国

連開発計画(UNDP : United Nations Development Program)が 1990年に刊行したHuman 

Development Report 1990（1994 年以降邦訳でも出版されており、邦文題名は『人間開発

報告書』）から脚光を浴びだした概念であり、これによって、人間のあらゆる選択肢の幅（選

択可能性）を拡大することを目的とした“人間開発”の新たな視点が導入されたのである。 

 上記レポートによる人間開発の定義を以下に考察すると、人間開発とは「人々の選択の幅

を拡大させる過程」である。そして、人々の選択は無限であり時間とともに変化するもので
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あるとしている（注 10）。 

しかし、人々の無限である選択肢の中では、発展のすべてのレベルにおいて基本的な欠か

すことのできない（本質的な）ものを 3 つほど挙げることができる。具体的には、人々が

長く健全な生活を送ること、知識を得ること、適正な生活水準を保つことに必要な資源にア

クセスすることである（注 11）。 

さらに、人々の選択を拡大させる過程において追加される重要な選択の要素は、政治的・

経済および社会的自由から創造的で生産的なこと、個人の自尊および保証された人権を享有

していることの機会などである（注 12）。 

また、人間開発には２つの側面がある。ケイパビリティ（潜在能力）の形成（健康、知識、

技術の増進）と、その習得したケイパビリティ（潜在能力）を「余暇、生産目的または、文

化的、社会的そして政治的に活動する事に」使う事である（注 13）。もし人間開発の２つの

側面がバランスをとらなければ、停頓してしまうのである。つまり、人々のケイパビリティ

の形成（潜在能力の形成）とその形成されたケイパビリティ（潜在能力）を活用する場がな

ければ、両者は行き詰まってしまうのである。 

これまでの開発経済学では一般的に所得を重要視してきた経緯がある。しかしながら、人

間開発の概念では、所得は明らかに重要なものとはいえ、人びとが持っているただ 1 つの

選択肢でしかなく、人びとの選択肢（選択の幅）のすべてを表しているものではない。した

がって開発は、単に所得と富の拡大を目指すものを越えるものであり、その焦点は人でなけ

ればならないのである（注 14）。 

 所得以外の選択肢として例えば、「十分な栄養、手近にある安全な水、よりよい医療サー

ビス、子どもに対する充実した学校教育、安価な輸送機関、適切な住居、安定した雇用、食

糧の安全保障、生産的で報酬が得られる満足できる仕事」などがあげられる（注 15）。 

 マブーブル・ハク（1997）は、この人間開発の概念の有効性に関して「人間開発のパラ

ダイムは、今日存在する開発モデルの中でもっとも全体的なものであるといっても間違いな

いであろう。それは、経済成長、社会投資、人々のエンパワーメント、基本的なニーズの充

足と社会的安全網の提供、政治的、文化的自由、その他人間の生活に関わるあらゆる側面を

含む開発に関するすべての課題を包括する。それはまた、狭義のテクノクラシーでもなく、

過度に哲学的でもない。それは、生活そのものの実際的な反映である」と述べている（注

16）。つまり、現在における開発のパラダイムにおいて人間開発は、経済開発や社会開発を

も包括する人間を中心に置いた幅広い概念である。またこの概念は、開発の主導権を握る一
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部の機関のみが是認する認識ではなく、哲学的でもない。人間開発の概念とは、貧しい人び

との生活を直に分析するものであるのだ。 

このように 1990 年代から人間中心の開発の重要性が、国連開発計画の人間開発によって

指摘され、人間のケイパビリティの形成とその活用の重要性が述べられている。 

 次に、これまでの開発概念を支えたそれぞれの主要理論の“貧困認識”を概観してみる。 

 

第 2 節 国連開発計画の人間開発にいたるまでの貧困認識の変遷 

 貧しい人びとの生活の質を向上させるための開発において、貧困に対する認識は最も重要

な出発点であろう。本節では、人間開発にいたるまでの経済開発、社会開発の開発概念を支

えた主要理論である、構造主義、新古典派、および改良主義による途上国の貧困問題へのア

プローチと貧困認識について概説することによって、貧困問題へのアプローチと認識を把握

する。 

 

第 1 項 構造主義の途上国の貧困問題へのアプローチと貧困認識 

 構造主義の貧困問題へのアプローチは、途上国が貧困からの脱却するためには 1 国の貿

易構造の転換、すなわち、輸入代替工業化による開発が必要であると指摘し、そのために政

府の役割の重要性を唱えている。絵所秀紀（2000）によると、1950 年から 1960 年代に主

流であった構造主義による貧困認識とは「途上国が貧困状態から抜け出すことができない理

由は、第一次産品輸出に依存した経済構造のためであり、また資本不足をはじめとするさま

ざまな供給サイドの隘路が存在するためである。その結果、途上国は『低水準均衡』から容

易に抜け出すことができない」とするものであった（注 17）。 

 そこで、経済を発展させ貧困問題を解決するために「途上国に不利になるような国際的な

貿易・金融制度の改革」および、「輸入代替工業化戦略」の推進が不可欠であるとし、政府

の果たす役割は大きくあるべきであるとした（注 18）。 

 構造主義が問題にしたのは、豊かな国と貧しい国との間の経済格差問題であり、ラグナ

―・ヌルクセによる貧困の悪循環（低水準均衡）や、ラウル・プレビッシュとハンス・シン

ガーによるプレビッシュ＝シンガー命題（注 19）などといった、マクロレベルでの貧困認

識であった。 
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第 2 項 新古典派の途上国の貧困問題へのアプローチと貧困認識 

 新古典派アプローチは、市場機能による需給調整メカニズムを重要視することで、途上国

でも先進国同様に市場は機能すると主張し、構造主義の市場の失敗の対する政府介入に異議

を唱え徹底的に批判した。 

1960 年代後半から台頭してきた新古典派の貧困認識について絵所（2000）は、「途上国

が貧しいのは、人的資本(教育および栄養）への投資が少ないためであり、また政府による

過度の介入あるいは保護主義的な輸入代替工業化戦略の下で市場が歪められてしまったた

めである」という。新古典派アプローチの代表的なものは、人的資本の重要性に着目したセ

オドア・シュルツ（Theodore William Schultz, [1961]）の議論と、輸出促進政策を強調し

たベラ・バラッサ（Bela A. Balassa［1970a,1970b,1971,1978,1981］）および、アン・ク

ルーガー（Anne O. Krueger［1980］）の議論を挙げることができる（注 20）。 

そして、新古典派による貧困問題解決のための方策とは、「（1）人的資本への投資を促進

し、（2）政府の介入を極力おさえることによって人為的に作られた市場の歪みを正し(『市

場自由化』論)、（3）比較優位にそった輸出志向工業化戦略を採用すること」が必要である

としている（注 21）。 

このように新古典派による途上国の貧困問題への解決へのアプローチは、政府の保護下に

よる輸入代替工業化でなく、人的資本の活用など市場経済中心の貧困の脱却を強調している。 

 新古典派アプローチが問題にしたのは、セオドア・シュルツの人的資本の重要性に着目し

た議論にみられるようなミクロレベルでの貧困アプローチと、他方バラッサやクルーガーの

議論にみられるようなマクロレベルの議論なども平行した貧困認識であった（注 22）。 

 

第 3 項 改良主義の途上国の貧困問題へのアプローチと貧困認識 

 他方、新古典派の展開とならんで 1960 年代後半から隆盛した改良主義は、市場中心の発

展は先進国と途上国との格差を生み出すとし、その是正、改良には教育や雇用促進政策とし

て政府の役割が重要であるとした。絵所（1998）によると改良主義は、途上国が貧困状態

から抜け出せない（貧しい）のは、構造主義が構想した「トリックル・ダウン仮説」の妥当

性が証明されなかったからであるとしている。その理由として、「高度成長を経験した 60

年代に、先進国と途上国の経済格差は増大し、途上国の国内でも富める者と貧しい者との経

済格差が拡大したためである」としている（注 23）。 

そこで、改良主義は経済成長の恩恵を享受することができなかった途上国の貧困層を直接
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ターゲットにし、貧困問題解決を目指したベーシック・ヒューマン・ニーズ（Basic Human 

Needs: BHN）・アプローチを提唱したのであった。このアプローチは、人間として最低限

に必要な衣・食・住や教育等が満たされていない途上国の貧困層に対してこれらを援助で充

足し、経済成長へとつなげることによって貧困解消を目指すというものであった。 

 改良主義が問題にしたのは絶対的貧困の視点から、途上国においてはなぜ貧しい人々がな

くらないのかという、国際労働機関（ILO）や世界銀行によるベーシック・ヒューマン・ニ

ーズアプローチにみられるようなミクロレベルでの貧困認識であった。 

 

第 4 項 構造調整プログラム（1980 年代の新古典派アプローチ）の貧困問題へのアプ

ローチと貧困認識 

 1980 年代は「開発の失われた 10 年」とよばれ、途上国に対する効果的な政策が不毛な

時期であったが、新古典派による市場を重視する傾向が強まった。この時期の途上国は、そ

れまでの放漫財政などによる経済運営のつけがまわり、マクロ経済の均衡が急激に悪化した

（注 24）。 

 特に、この時期の途上国の経済状況の悪化の原因を、下村（2007）は、世界銀行の診断

を用いて、「多くの途上国に過度の政府介入や規制が見られ、その結果、資源配分が歪めら

れて経済が非効率化した」と述べている（注 25）。 

 国際収支の悪化による外貨不足にあえぐ途上国がこの危機から脱するためには、緊急の資

金支援策が急務であった。本来、国際収支に対する支援は国際通貨基金（International 

Monetary Fund : IMF）が担っており、その支援は短期的なものであった。しかしながら、

途上国が陥っている危機は国際通貨基金の管轄では対処しきれない状況にあったので、途上

国の経済開発を長期的に支援するための機関である世界銀行が出向くことになったのであ

る。そこで世界銀行は、資金支援をおこなう見返りに途上国の経済運営を改善させるための

改革プログラムを導入させ、経済体質を改善させようとする構造調整プログラムを構想した。

構造調整プログラムとは、貧困に陥っている途上国が経済発展するために、市場自由化、諸

緩和策そして民営化の 3 つの要素を重要視するものであった。それらは国際通貨基金の安

定化政策と世界銀行の構造調整政策が一体化したものであり、ワシントンコンセンサスと呼

ばれるものである。ワシントンコンセンサスの具体的な政策は、次の 5 つの項目にもとめ

られるものであった。すなわち、 

①財政赤字の削減、公共支出の再編成、税制改革などによる財政改革、②金利体系および、
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政府系金融機関の役割の見直しなどによる金融制度の改革、③単一為替レートの設定、輸入

障壁の撤廃などによる貿易自由化、④外国直接投資の流入を阻止する障壁の撤廃、新規参入

および競争制限的な規制の撤廃などによる国内の産業活動の規制緩和、⑤国営企業の改革・

民営化である（注 26）。 

第 5 項 1980 年代以降の貧困問題へのアプローチと貧困認識 

1980 年代後半になると、新古典派アプローチに対する疑問や批判が噴出し始め、様々な

論点が案出された。「新しい開発の政治経済学」、「新制度派アプローチ」、「新成長モデ

ル・アプローチ」は、新古典派アプローチの『途上国でも市場は機能する』という信仰に反

論するものであり、また「政府の役割」を再評価するものであった（注 27）。他方、「ケ

イパビリティ・アプローチ」は、センにより貧困を単に経済的な困窮状態ととらえていた伝

統的な視点を進化させ、人びとの生活や人生におけるあらゆる機会の選択可能性を重要視す

るべきであると提唱されたものである。それらは、あらゆる機会の選択が可能である場合も

しくは可能でない場合を想定しており、例えば、早すぎる死を免れることができる（または

免れることができない）、予防できる病気や不慮の事故による死亡を回避できる（または回

避できない）、適切な栄養状態を保つことができる（または保つことができない）、読み書き

ができる（またはできない）といったようなものである（注 28）。 

 センはこの選択肢の 1 つ 1 つをファンクショニング（functioning：機能）と呼び、ファ

ンクショニングの集合をケイパビリティ（capability：潜在能力）と呼んだ（注 29）。そし

てセンは、貧困問題において所得のみを重視するべきではないとし、真に重要視すべきは、

人々のケイパビリティの欠如（人々のあらゆる選択肢の欠如）であるとした。センのケイパ

ビリティ・アプローチは貧困問題におけるこのような理論的な変遷を経て形成され、この考

えを踏襲した国連開発計画による人間開発の概念は、現在の開発論における主流となってい

る。また、筆者の考えもセンの思想に強く依拠するものである。 

 

第3節 国連開発計画の人間開発の概念についての異論 ――誤解と狭義の解釈―― 

 マブーブル・ハク（Mahbubul Haq）によると、国連開発計画の人間開発の概念には次の

ような異論すなわち、誤解と狭義の解釈が生じていると注意している。 

それらのうち誤解としては次のようなものがある。①「人間開発が成長に否定的であり、

社会開発にしか認めないというもの」、②「人間開発の戦略には社会的な内容しかなく、し

っかりとした経済的な分析が欠落しているとするもの」、③「人間開発を人的資源の開発と
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混同する意見」、④「人間開発戦略は人間の福祉の側面のみに関わるとする意見」である（注

30）。これらは、国連開発計画の人間開発の概念が経済成長に対して消極的であるとした

偏見である。 

また狭義の解釈として、「基本的な人間のニーズのみに関わり、経済成長、生産と消費、

貯蓄と投資、貿易と科学技術、あるいはマクロ経済のその他の枠組みにほとんど言及してい

ないとする主張」である（注31）。これは人間開発の概念が、基本的な人間のニーズ（Basic 

Human Needs）の充足のみに関わっているとした偏見である。 

 マブーブル・ハク（1997）はこれらの異論すなわち誤解や狭義の解釈に対し、「これら

の分析家は、人間開発の基本的な概念を目的と手段、生産性と公平さ、経済開発と社会開発、

物質的な財産と人間の福祉を包括する全体論的な開発のパラダイムとして正当に評価して

いない。このような立場をとる人々の批判は、よくても人間開発のパラダイムの誤った理解

に基づいたものであり、最悪の場合には、知性の欠如の産物である」と強く非難している（注

32）。 

 人間開発の概念については、これまでに数多くの研究実績が残されてきている。しかしな

がら、その中には人間開発の概念の真意を誤解したまま、あるいは狭義に解釈したままに研

究されたものがある。本研究のテーマはこれまでの先行研究を回顧ないしは整理して導出さ

れるべきものであるが、本研究において人間開発の概念の真意を捉えないまま研究されたも

のを踏襲することは煩瑣をまねくことになるので、本研究ではそういった先行研究の回顧は

省くことにする。 

 

第4節 研究史の回顧     

 本研究のテーマを設定するにあたり、国連開発計画の人間開発において特に国連開発計画

の人間開発の“概念”についての研究を重要視し、先行研究の回顧をおこなった。国連開発

計画の人間開発の概念についての理論的な研究は、国連開発計画の人間開発に密接する国連

開発計画の人間の安全保障（1994以降）や、国連開発計画のミレニアム開発目標（2003以

降）が重点的にされるようになり、2000年以降からは国連開発計画の人間開発の概念につ

いての“本質的な”理論研究は重要でありながらもあまりなされなくなっているという現状

がある（注33）。 

国連開発計画の人間開発の概念についての先行研究は、センのケイパビリティ・アプロー

チとの比較などを用いて、次のような研究がなされている。 
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佐藤元彦（1997）は、国連開発計画の人間開発の概念の「特徴」について、開発におけ

る国連開発計画の人間開発の概念の「特徴」は、「『人々の、人々のための』側面について

は、これまでの議論を大きく前進させる成果を生み出した」とし、これまでの経済開発や社

会開発よりもより、人間の側面を重視している点を「特徴」として評価している。他方“問

題点”について国連開発計画の人間開発の概念は、「『人々による』の部分に密接に関わる

主体形成と社会的枠組みの問題への取り組みは、なお十分ではない」としている。この“問

題点”とは、国連開発計画が、貧困層の人々を開発の過程に参加させるためには「国家権力

の分権化」をおこない、地方や民衆組織や NGO（Nongovernmental Organaization : 非政

府組織）などへ権限を移譲することが重要性であると述べているものの、人々（貧困層）が

開発の過程に参加するための諸活動においては中央政府を中心とした協力関係を重視すべ

きであるとしており、主体形成と社会的枠組みがあいまいになっているというものである

（注 34）。 

また西川潤（1998)は、「セン理論が今日の国際開発政策の展開に持つ意義」について、

「開発理念の転回、開発主体の多様化」に影響を与えたと述べ、開発の主たる目的が経済成

長路線から人間の選択肢の幅を拡大することへと移行し、開発主体においてもこれまで開発

の推進を担ってきた政府や営利企業とならんで、市民社会という新しい主体の重要性が認識

されたのであるとしている。他方、「セン理論が今日の国際開発政策の展開に持つ限界」に

ついて、「政策環境の問題(公共政策と非営利活動とのリンクの問題)も明示的ではない」と

し、民衆参加や市民社会の開発アクターとしての役割についての議論が十分ではないとして

いる（注35）。 

山本勝也（2000）によると、国連開発計画の人間開発の概念の「有効性」について「人

間開発とは、開発を単に経済的側面から考えるだけではなく、貧困の撲滅のために、その社

会的側面・地球的側面をも考慮する。そして、人々にエンパワーメントを与え、その社会を

規定する様々な制度を変革することによって、広く政治的・経済的な意味において人々が社

会システムに参加することを可能にするものである」と述べ、貧しい人びとに直接焦点をあ

て、彼ら（彼女ら）の能力を開花させ社会システムに参加させることの有効性を評価してい

る。また、国連開発計画の人間開発の概念の「残された課題」について、「少なくとも指数

化し、相互に比較することが有効ではない。いかに人間開発を現実分析に移すかということ

が、重要である」とし、人間開発に関する様々な指数の国家間の比較のみに人間開発の概念

が使われるべきではないと述べている（注36）。 



- 18 - 

 

太田和宏（2003）は次のようにいう。「人間開発戦略がグローバリゼーションが進行す

る中でどのような位置にあるのか」について、人間開発は一方でグローバル化を批判的に認

識し、他方でグローバル化そのものは否定しないという曖昧な考え方に立っており、「人間

開発の理念とその実践の方向には『ずれ』が見出される」とし、人間開発戦略は、グローバ

リゼーションは貧しい人びとの人間開発を脅かす脅威となるものの、発展のためにはグロー

バリゼーションを利用するべきであると、グローバリゼーションの効能の位置づけが明確で

ないと述べている。また太田（2003）は次のようにも述べている。「人間開発戦略の課題

はどこにあるのか」について、人間開発戦略の課題は「人間の存在と人間開発に関わる戦略

を、具体的社会構造や社会関係などに即して論じていくことだ」とし、現在の人間開発戦略

は、貧困層の実情に合った議論がなされていないという（注 37）。 

 これらを整理してみると、国連開発計画の人間開発概念の開発パラダイムへの貢献である、

“特徴・意義・有効性”については、それまでの開発理念では最重要視されていなかった“人

間”の側面に重点をおき貧困層の人々が直接、社会システムに参加し発展の礎を築くことを

重視した点を評価している。 

他方、先行研究によると人間開発の概念には“問題点”、“限界”、“課題”が残されて

いると指摘されている。これらの先行研究によって指摘している人間開発の概念における未

解決の残された論点である“問題点”、“限界”、“課題”を検討してみると、この3つの

論点の中、最も重要な論点は“貧困分析”に関わる論点である山本（2000）の指摘した、

人間開発の現実分析への移行という“課題”である。なぜ“貧困分析”に関わる論点を本研

究が重視するかというと、センが言うように、「貧困の記述的な分析は、政策選択に先行し

て行われる必要がある」からだ（注38）。それゆえ、他の論点である国連開発計画の人間

開発による開発政策への適用について述べられている、佐藤（1997）により指摘された人

間開発の“問題点”、西川（1998)により指摘された人間開発の“限界”、太田（2003）に

より指摘された人間開発の“課題”よりも、山本（2000）の指摘する論点である人間開発

の現実分析への移行という“課題”が先に解決されなければならないのである。 

ではなぜ、山本 (2000)が国連開発計画の人間開発の概念における“課題”として指摘し

ている「いかに人間開発を現実分析に移すか」（注39）というような論点が言及されるの

だろうか。 

この点はおそらく太田 (2003)が述べているように、国連開発計画は人間開発の概念をも

とに施策をおこなっており、人権問題や政治体制の問題などの貧困に関するさまざまな問題
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点や矛盾点を指摘しその改善を目指すべきだとしながらも、貧困問題に対する原因の分析に

は立ち入ってないからであろう（注40）。 

このことから国連開発計画の人間開発を、貧困の原因分析に移す必要性があることがわか

る。ではなぜ、人間開発を貧困の原因分析をしないことは問題なのだろうか。前述の“特徴･

意義･有効性”であったような、それまでの開発理念を大きく転回させた人間開発の概念の

登場は、各種貧困要素の欠如が発生する仕組みの解明ができなければ貧困問題は解決しない

と考えられるようになってきたという背景がある（注41）。その人間開発の概念の理論的･

思想的背景となった最も重要な分析手法は、センのケイパビリティ・アプローチであり、こ

のアプローチの優れている点は、「貧困がうまれる仕組みを解きほぐせるようにしたこと」

である（注42）。つまり、人間開発の概念が貧困の原因分析をしないことがなぜ問題であ

るかというと、この教育機会や健康状態などの各種貧困要素の欠如や不足が発生し貧困が生

じる仕組みすなわち“貧困の構造”を解くことができなければ貧困問題は解決しないからで

ある（注43）。 

また、センが指摘するように、「貧困の記述的な分析」である“貧困の構造分析”は、貧

困撲滅の為の計画ないし戦略や、政策の選択などよりも先行して行わなければならない（注

44）。これにもかかわらず国連開発計画は、「人間を中心に据えた貧困撲滅戦略は、貧困

者の有形・無形の資産形成から出発するべきである」としている（注45）。こういった国

連開発計画の言動に対してセンは（2006年に）、国連開発計画の人間開発の概念は「発展

と拡大に主眼をおいており、きわめて上昇傾向の強いものである」と述べている（注46）。

これにより、国連開発計画は人間開発の概念における貧困問題の構造分析が不十分なままに

貧困削減戦略や政策をおこなっていることがうかがえる。 

また、センの貧困の構造分析を重要視する構想と現在の開発問題を重視する開発アプロー

チについてサキコ・フクダ・パー(2005)は、「センの構想は開発アプローチの中核原理を提

供するものであり、その柔軟な枠組みは、厳格でオーソドックスな一連の政策的処方箋を押

し付けるものではなく、むしろ貧しい人々、貧困国が直面しているさまざまな課題を政策決

定者が分析することを可能にするものである」と述べている（注47）。 

 この一文には、国連開発計画の人間開発の概念が重要視している開発政策とセンの貧困の

構造分析を重要視するケイパビリティ・アプローチとの関連についてとても重要なメッセー

ジが隠されている。この引用文を、これまでの先行研究の回顧と照らし合わせて解釈すれば

次のようになる。つまり、センが考案した貧困の構造分析を重要視するケイパビリティ・ア
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プローチは、国連開発計画の人間開発の概念の中核原理を提供するものであり、貧困の多様

性とその構造の分析を重要視するケイパビリティ・アプローチの枠組みとは、これまでの正

統とされてきた貧困削減政策の処方箋の受け入れを強要させるものではなく、むしろ貧困層

や貧困国の現実に起こっている貧困問題の構造を、政策決定者が分析することを可能にする

ものである、となるであろう。 

 すなわち、人間開発の概念はその中核原理をケイパビリティ・アプローチとしており、セ

ンの考えは、ケイパビリティ（潜在能力）の欠如が発生し貧困が生じる仕組みである “貧

困の構造”を分析しなければ貧困問題は解決しないとする構想であった。しかしながら国連

開発計画の人間開発の概念は、「貧困問題の原点に立ち返って貧困緩和・解消に向けての従

来のアプローチのあり方を問い直す契機」を含んでいたにも関わらず（注 48）、実際の国

連開発計画は、“貧困の構造分析”には立ち入らないまま、“貧困削減戦略ないし政策”を

重視してしまっているのである。 

これにより国連開発計画の人間開発の概念は、開発問題である“貧困削減戦略ないし政策”

を重要視しており、貧困問題である“貧困の構造分析”を優先するセンのケイパビリティ・

アプローチとの間に認識の“齟齬”が生じているのである。ゆえに国連開発計画の人間開発

の概念は、「センの影響下にあるとはいえ、その内実はセンの示唆するところとは大きくず

れている」のである（注49）。次に、“大きなずれ”によりどのような議論がなされてい

るのかを考察する。 

 

第5節 国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリティ・ア

プローチの間に横たわる大きなずれ 

国連開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビリティ・アプローチの間の認識に関する

大きなずれに対する国連開発計画の人間開発の概念への批判の多くは、国連開発計画の人間

開発指数への疑義をはさむことによって国連開発計画の人間開発の概念を痛烈に批判する

ものである。国連開発計画の人間開発指数（Human Development Index : HDI)とは、平均

寿命、教育達成度、1人当たりGDP、による合成指標であり、従来の開発経済学や貧困削減

政策が貧困の計測として国民総生産または所得や経済成長に偏重した指数を用いたのに対

し、国連開発計画が新たに作成した貧困を計測するための指標となっている。 

国連開発計画の人間開発指数に対する批判の論点をみてみると、スリニヴァサン

（T.N.Srinivasan[1994]）は、国連開発計画の人間開発指数の概念上の基礎は、セン（1992）
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のケイパビリティ・アプローチの中からは見いだせないと述べている（注50）。またラヴ

ィリオン（Martin Ravallion[1997]）は、国連開発計画が1990年から毎年刊行している人

間開発報告書の人間開発の概念は、センの理論的な概念であるケイパビリティ（潜在能力）

によって触発されているようにみえる。しかしながら国連開発計画の人間開発指数などは、

狭い定義に限定されている点で、センのケイパビリティ（潜在能力）の議論とは大きくかけ

はなれていると、述べている（注51）。 

これらの指摘に対し、前出のサキコ・フクダ・パーは、「人間開発アプローチの意図は、

HDIの狭い定義に限定されることなく、より広いものである。人間開発の概念は、その測

定よりも複雑で幅広い」ものであるとし、国連開発計画の人間開発指数により国連開発計画

の人間開発の概念を狭く解釈されることに対して、「人間開発の概念は、測定への還元とい

う罠にはまっている」と測定の問題に陥っていると述べている（注52）。 

しかしながら、国連開発計画の人間開発とは幅広い概念(注 53)であり、測定を前提とし

ている国連開発計画の人間開発指数によって狭義（注 54）に解釈されるべきではないと説

明がなされたとしても、国連開発計画の人間開発の概念において“貧困の構造分析”が不十

分であるという事実は解消されない。つまり、“貧困の構造分析”を重要視するセンのケイ

パビリティ・アプローチを中核原理とした国連開発計画の人間開発の概念は、国連開発計画

の人間開発指数（HDI）によって“貧困の度合いを計測”しているにとどまっており、“貧

困の構造分析”については不十分であるのだ。すなわち、前節（20 ページ）で述べた国連

開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビリティ・アプローチとの間の認識の“齟齬”や

“大きなずれ”とは、両者の貧困に関わる分析の“乖離”なのである。 

この点において絵所（2004）は、「作成されたHDIが一人歩きすると、その意味すると

ころはセンの言う『潜在能力』とは大きく異なったものとならざるをえない」（注55）と

述べている。つまり、人間開発における“貧困の構造分析”が十分でないからこのような議

論がなされてしまうのである。 

 では、このように人間開発の概念における先行研究が指摘した、“貧困削減戦略ないし政

策”を重要視する国連開発計画の人間開発の概念と“貧困の構造分析”を重要視するセンの

ケイパビリティ・アプローチとの間に横たわる“乖離”は、解消するべき問題であろうか。 

 現在の国連をはじめとする、国際通貨基金や世界銀行などの国際機関や国連加盟国による

開発援助政策は、国連開発計画の人間開発を中軸に展開されている。この先行研究が指摘し

た国連開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビリティ・アプローチとの間に横たわる貧
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困に関わる分析の“乖離”に対し、さきの絵所(2004)は「UNDPの人間開発アプローチは、

センの影響下にあるとはいえ、その内実はセンの示唆することころとは大きくずれている。

センの発想をよりよく生かした開発研究をどう創っていくかが、われわれに与えられた課題

の一つである」（注56）と述べている。つまり、この国連開発計画の人間開発の概念とセ

ンのケイパビリティ・アプローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”は解消すべ

き課題であり、この課題を解消するためにセンの考えに立ち戻り国連開発計画の人間開発の

概念を再構築しなければならない。 

 1990年以前の開発論における貧困分析とは、GDPや経済成長率を重視する偏った傾向で

あり、例えるならば“木を見て森を見ず”であった。それが、1990年以降に国連開発計画

の人間開発の概念が誕生してから、GDPや経済成長率以外の要素も貧困を分析するための

“対象”となった。その点においては、国連開発計画の人間開発指数は一定の成果をあげた

といえよう。しかしながら、その“対象”はただ単に、“計測”されるにとどまっている。

貧困を分析する視点は、国連開発計画の人間開発の概念の出現によってその対象は多様化さ

れたが、その多様化は現在のところ計測の多様化に収束されている。つまり開発論における

貧困を分析する対象は、例えるならば“木を見て森を見ず”から“群盲、象を評す”になっ

ただけで、肝心の“森（象）”の“構造”を“評す”ことには至っていないと考えられる。 

 先行研究の問題点は、国連開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビリティ・アプロー

チの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”は解消すべき“課題”であると指摘している

が、対象となる理論の多様性と包括性にふりまわされ、いかにして“乖離”を解消すべきか

について、包括的な取り組みがおこなわれていないと同時に生産的な議論もなされていない。 

先行研究では、貧困に対する分析で国連開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビリテ

ィ・アプローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”について、解消すべきもので

あるという指摘がなされている。すなわち、国連開発計画の人間開発の概念による貧困分析

では、人間開発指数による“計測”に留まっているのに対し、センのケイパビリティ・アプ

ローチによる貧困分析では、“貧困の構造分析”を重視している点で貧困に関わる分析に“乖

離”がある。しかしながら、さらに一歩踏み込んで、この“乖離”は、いかにして解消する

ことができるかという中核問題は、先行研究では未だに解明されずに放置されているのが実

情である。 
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第6節 研究の本意（テーマ設定） 

本研究はさきの 5 節で述べた先行研究の問題点を解消することによって、独創性を発揮

することを意図している。本研究は、国連開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビリテ

ィ・アプローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”を解消し、国連開発計画の人

間開発の概念の不十分部分を補うことによって国連開発計画の人間開発の概念を本来ある

べき姿へと是正することを本意とする。 

本研究が浮き彫りにした問題点は 1990 年代後半に既存研究によって指摘され、この問題

を解決することの重要性もまた示されていた。しかしながら、現在に至ってもいまだにこの

問題は解決されておらず放置されたままの、開発経済学および国際開発援助における重要な

課題である。以上より本研究は、国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケ

イパビリティ・アプローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”を解消する方法は

いかなるものかを、テーマとして設定することにする。 
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注41 斉藤文彦『国際開発論』日本評論社、2005、11 ページ。 
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第2章 アマルティア・センのケイパビリティ・アプローチと国連

開発計画の人間開発概念の実践に関する概説 

 

第 1 節 アマルティア・センのケイパビリティ・アプローチの本質 

伝統的な開発経済学は発展途上国の貧困の原因を生産や所得水準の低さで捉えていた。こ

れに対しセンは、伝統的な開発経済学における最も主要な欠陥は「生産、所得、財の供給へ

の改善のみが追及されてきたこと」であり、この欠陥を是正するには人々の「エンタイトル

メント」（entitlement：権原）とそれに基づく「ケイパビリティ」(潜在能力)を基準に、開

発を評価していくべきであると提案した（注 1）。この「エンタイトルメント」とは、「男女

を問わず、権利と機会の総力を使って社会において自由に選択できる財の集合を自由に使う

権利」を意味し、「このエンタイトルメントに基づいて人は、ある種のケイパビリティたと

えば、こうしたり、ああしたりできるという能力（例えば、十分な栄養を取るということ）

を獲得するが、他のケイパビリティの全てを獲得するわけではない」とセンはいう。つまり、

ある人が自分の所有する財などを利用し食糧を得るというエンタイトルメント（権原）によ

って、十分な栄養をとるというケイパビリティ（潜在能力）は可能となる。しかし、食糧を

得ることにより、十分な栄養をとるというケイパビリティ（潜在能力）が可能となるからと

いって、風雨をしのぐいというような、その他のケイパビリティ（潜在能力）を獲得できる

わけではないのである。またセンは、開発の過程とは単に生産やそれに伴う所得の増加のみ

に限定されるものではなく、「開発の過程を人々のケイパビリティの拡張過程と見ることが

できる」と論じた（注 2）。 

次にセンは、貧困について人のファンクショニング（functioning：機能）と、人の選択

可能なファンクショニング（機能）の集合であるケイパビリティ（潜在能力）に着目する。

ファンクショニング（機能）とは、人間が生活において、さまざまな「何かをすること」（doing）

や「ある状態でいること」（beings）に基づくものであり、人間にとってきわめて重要な価

値のあるものである。いくつかの基本的なファンクショニング（機能）は、栄養状態が適切

であること、よい健康状態であることなどが挙げられる。またより複雑な機能として、自尊

心を持つこと、社会の一員として生きることなどがある。またケイパビリティ（潜在能力）

とは、人間が達成しうる可能な諸々のファンクショニング（機能）の代替的組み合わせを反

映するものであり、人間はそれらの中から 1 つの集合を選択することができる（注 3）。 

センは、貧困を分析するにあたって、貧困は「たんに所得の低さというよりも、基本的な
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潜在能力（ケイパビリティ）が奪われた状態」とし、ケイパビリティ（潜在能力）の欠如と

しての貧困を考えた（注 4）。また、ケイパビリティ（潜在能力）を改善（例えば基礎教育

を受けることや保健衛生の改善）することは、たんに生活の質を直接的に改善するだけでは

なく、これにより人は間接的に生産性を向上させ、より高い所得を得る能力を拡大させるの

であるとする（注 5）。 

 ただ、センはこの貧困に対する基本的なケイパビリティ（潜在能力）について、「十分な

栄養を取り風雨をしのげる能力、予防できる病気や早すぎる死を回避することなど」（注 6）

といった具体例をあげることはあっても、ケイパビリティ（潜在能力）のリストの提示をし

ていない。この点に関して、ヌスバウム（Martha Nussbaum）は、リストを提示すべきで

あるとして、次のようなものを掲げている。①生命、②身体的健康、③身体的保全、④感覚・

想像力・思考、⑤感情、⑥実践理性、⑦連帯、⑧自然と強制、⑨遊び、⑩環境コントロール

（政治的、物質的）。ただし、ヌスバウムは、このリストは完全な正義論を目指すものでは

ないとし、あくまでも個々の要素のリストであると、注意をうながしている（注 7）。 

したがって、センがこれまでの開発経済学の主要な貧困の評価であった生産、所得、経済

成長への偏重を修正し、ケイパビリティ（潜在能力）の欠如としての貧困を考えたというこ

とは、「センの理論の根幹が『貧困の経済学』」（注 8）であるということである。つまり、

センのケイパビリティ・アプローチは貧困問題を重要視する分析手法なのである。また、低

所得のほか、教育機会の欠如や健康状態の悪化などの各種貧困要素の欠如や不足が発生し貧

困が生じる仕組み、すなわち、貧困の構造を分析することを重視するということにある。 

本節では、センのケイパビリティ・アプローチに関する理論的な傾向の概説をおこなった。

次節では、センのケイパビリティ・アプローチと国連開発計画の人間開発の概念との比較を

おこなうために、国連開発計画の人間開発の概念の理論的系譜と国連開発計画の人間開発の

概念の傾向を把握する。 

 

第 2 節 国連開発計画による人間開発の概念 

第1項 人間開発にかかわる理論的展開 

 国連開発計画の人間開発の概念はセンのケイパビリティ・アプローチを踏襲した人間を開

発の中心とする開発概念であるが、それ以前にも開発に関して人間に注目する分析手法や理

論は存在した。それら人間開発の概念に至るまでの理論的系譜として、人的資本理論とベー

シック・ヒューマン・ニーズ（Basic Human Needs：BHN）アプローチが挙げられる。こ
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こでは、これらの理論とセンのケイパビリティ・アプローチに基づく国連開発計画の人間開

発の概念とを比較して、人間開発の重要性について分析する。 

まず人的資本理論は、人間への投資として教育をおこない、教育は将来への生産性を上げ

るための投資として考えていた。つまり人間は経済成長の手段として位置付けられ、労働力

としての人間を開発することによって、いかに生産性を向上させるかを重視していたのであ

る（注 9）。すなわち、人的資本理論は人間を資本として扱い、手段としての人間に注目し

ていたのである（注 10）。次に、ベーシック・ヒューマン・ニーズアプローチ（注 11）と

は、絶対的貧困層に焦点を当て、彼らに、生きるために必要なベーシック・ヒューマン・ニ

ーズ（衣食住・保健・教育・雇用などの財とサービスの必需品）を充足させることによって、

貧困を克服するだけでなく、彼らの生産力の上昇を活用して経済発展を図るという戦略であ

った（注 12）。ベーシック・ヒューマン・ニーズアプローチは、目的としての人間に焦点を

当てているものの、人間を参加者としてみることではなく受益者として扱う傾向がある（注

13）。このように人的資本理論は、人間を資本として扱い手段としての人間に注目している

が、逆にベーシック・ヒューマン・ニーズアプローチは、目的としての人間に焦点を当てて

いるのである（注 14）。 

 西川潤（1997）によると人的資本理論は労働力としての人間を重視し生産性が向上する

ことによって、人間の選択肢の幅が拡大するという意味では、人間開発の概念の一側面を扱

っているといえる。また、ベーシック・ヒューマン・ニーズアプローチは、ベーシック・ヒ

ューマン・ニーズの充足により、人々の生存を確保、および選択肢の幅を拡大する可能性を

保障するという点で、人間開発の土台を形成しているのである（注 15）。 

センによると、人的資本理論とは「生産の可能性を強化するために人間の能動的な力に集

中する傾向」（注 16）があり、人的資本理論における焦点はもっぱら経済成長にあって、人

間の役割を経済活動における物的資本と同じような一資本として扱うことに傾くきらいが

あるというものである。 

他方、ケイパビリティ・アプローチの考え方は、「人々が生きたいと考える理由のある生

き方をし、持っている真の選択を向上させることのできる能力――本質的な自由――に焦点を

当てること」（注 17）であり、ケイパビリティ・アプローチは、人びとが価値ある生き方を

選択するために人間の選択肢の幅を拡大させること、すなわち人間の自由に焦点をあててい

るのである。つまり、「焦点が最終的には人間の自由、価値を認める理由のある生活を送る

自由の拡大に置かれるとすれば、経済成長の役割は開発のプロセスの一側面として統合され



- 32 - 

 

なければならない」のであり「経済開発は人間がもっと生きがいのある、もっと自由な生活

を送るための潜在能力（ケイパビリティ）の拡大である」とセンはいうのである（注 18）。 

またベーシック・ヒューマン・ニーズアプローチは、狭義には①最低水準の衣食住のよう

な基礎的個人消費と、②教育、公衆衛生、水のような基礎的な公共サービスの提供があり、

広義にはこれに加えて、③雇用、参加、自力更生などを含んでいたが（注19）、もっぱら

①の基礎的個人消費と②の公共サービスの提供を重要視し、それらの供給を問題とする色彩

が強まり、③の雇用、参加、自力更生の側面が具現化されなかった。これはベーッシック・

ヒューマン・ニーズアプローチが、政策対象者に財やサービスなどを保障することにとどま

り、被受給者がそれら衣食住や基礎的な公共サービスによって得られた能力（ケイパビリテ

ィ）を、ケイパビリティの活用による自助努力による発展にまでつなげることができなかっ

たためと考えられる。 

人間開発の概念はこれら人的資本理論とベーシック・ヒューマン・ニーズ・アプローチの

長所を継承し、短所をケイパビリティ・アプローチの視点で克服した概念なのである。すな

わち、人間を開発の中心におき貧しい人びとのケイパビリティを拡大させることによって、

貧しい人びとが直接的に社会システムに参加し発展の基礎をつくることを開発目標とする

のである。 

本項では、国連開発計画の理論的な系譜を分析した。次項では、国連開発計画の人間開発

の概念がセンのケイパビリティ・アプローチを実践にいかに活用しているかについて分析す

る。 

 

第2項 国連開発計画の人間開発指数とミレニアム開発目標 

１ 人間開発指数（HDI : Human Development Index） 

 国連開発計画では、人間開発という新しい概念による貧困削減戦略を展開している。その

背景はセンのケイパビリティ・アプローチに立脚し、「人間開発とは、つまるところ、潜在

能力（ケイパビリティ）の実現に関わっている」としている（注 20）。 

国連開発計画が 1990 年以降、毎年公刊している『人間開発報告書』（Human Development 

Report）は、人間開発の状態を把握するために、「人間開発指数（HDI : Human Development 

Index）を作成している。それは人間開発の 3 つの基本的な側面である①長寿で健康的な生

活、②知識、③人間らしい生活水準によって構成されている。長寿で健康的な生活を測る尺

度としては「出生時平均余命」をあげ、知識については「成人識字率（2/3 加重）」と「初・
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各側面の指数＝ （注 22） 

（注 23） 

中・高等教育就学率（1/3 加重）」という教育に関する 2 つの変数をかかげ、そして人間ら

しい生活水準には「購買力平価による 1 人当たり GDP」を基準としている（注 21）。この

3 指数の単純平均からなる複合指数を作成してこの指数の大きさによって各国を順位づけ

た。 

 人間開発指数の具体的な計算方法は次のようなものである。また国の各側面(平均寿命指

数、教育指数、GDP 指数)の指数は次のように計算され、0 から 1 の間の数字で表される。 

 

          測定する国の計測値 ― 集計された国々の中で最も低い数値 

        集計された国々の中で最も高い数値 ― 集計された国々の中で最も低い数値 

 

 そして上記の公式によって計算された平均寿命指数、教育指数、GDP 指数を単純平均し

たものが人間開発指数となる。すなわち、次のようになる。 

 

 平均余命指数 ＋ 教育指数 ＋ GDP 指数 

                                   3 

 

人間開発指数の問題点として、伊藤陽一(2001)は、デサミ（Desami,M[1991]）と、トラ

ボルド=ヌブレル（Trabold-Nubler [1991]）を参考にし、次の問題点を指摘する。 

 指数構成要素とその扱いに関して、①指数を構成する要因として寿命、教育等達成、所得

という 3 つの要素に限定して取り上げた根拠が明確ではないということ、②所得が人間開

発指数の構成において 3 分の 1 のウェイトしか与えられていないという所得への軽視、③

所得を算入する際の、GDP が境界値を越えたときに割り引かれている根拠が不明瞭である、

④ジェンダー差や、1 国内における不平等度が考慮されておらず、1 国レベルの平均計算に

終始してしまっている点、などをあげている。また指数としての妥当性に関して、①人間開

発指数を計算する過程において随所に根拠が不明確な点がある、②人間開発指数を 0 から 1

の間の相対値に転換することにより指数の有効性が大きく損なわれている、などと述べてい

る（注 24）。 

これらの批判に対して国連開発計画はその後、人間貧困指数、ジェンダー開発指数、ジェ

ンダー・エンパワーメント指数（注25）、さらにミレニアム開発目標を追加した（注26）。

その中のミレニアム開発目標について次の2でふれたい。 

人間開発指数＝ 
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2 国連ミレニアム開発目標（Millennium Development Goals : MDGs） 

 1990 年以降、経済開発に重点をおくのではなく人間を中心に据えた開発計画が図られる

ようになった。これにより貧困を削減することを目的とした保健医療・教育などへの投資を

重要視する援助政策が策定されるようになった。2000 年 9 月ニューヨークで開催された国

連ミレニアム・サミットに参加した 147 の国家元首を含む 189 の加盟国は、21 世紀の国際

社会の目標として国連ミレニアム宣言を採択した。このミレニアム宣言で、平和と安全、開

発と貧困、環境、人権とグッド・ガバナンス（良い統治）、アフリカの特別なニーズなどを

課題として掲げ、21 世紀の国連の役割に関する明確な方向性を提示した。そして、国際社

会の支援が最も必要な課題である開発と貧困撲滅は「ミレニアム開発目標」（Millennium 

Development Goals : MDGs）だとして、2015 年という達成期限と具体的な数値目標（8

つの目標、18 のターゲット、48 の指標）を定めて、その実現を公約した（注 27）。このミ

レニアム開発目標と前出の人間開発指数によって、国連開発計画は人間開発の度合いを測定

することになったのである(本章末尾の表 1 を参照)。 

 ミレニアム開発目標は、援助供与国と被援助国の開発における単なる枠組みとして取り入

れられているだけでなく次の4点においてこれまでの開発における目標を一新させた、すな

わち、 

「1. 189の加盟国、147人の国家元首が限られたテーマや分野を超えた包括的な開発目標の

実現を公約したこと。 

2. コフィ・アナン国連事務総長（当時）のリーダーシップのもとに、世界銀行を含む国

連システム全体が結集し、MDGsの達成に取り組もうとしていること。 

  3. 目的達成のための具体的な戦略と取り組みを打ち出したこと。 

  4. 多くの開発途上国と先進国が、MDGsを自国の開発あるいは開発援助政策や枠組みと 

して取り入れていること。」（注28）である。つまり、途上国がこの国連ミレニアム開発

目標の達成を実現するために援助供与国とあらゆる国際機関が協力し具体策を策定するの

である。いうまでもなく、この国連ミレニアム開発目標は国連開発計画の人間開発の基本的

な要素のひとつであって、国連開発計画の人間開発の概念は国連ミレニアム開発目標よりも

広い概念となる（注29）。 

 

第3項 人間の安全保障概念 

1 国連開発計画における人間の安全保障 
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「人間の安全保障」という言葉がはじめて取り上げられたのは、国連開発計画による 1994

年度の『人間開発報告書』であった。この報告書は、新しい安全保障への考え方の必要性を

強調し、まずは「領土偏重の安全保障から、人間を重視した安全保障へ」の移行、そして「軍

備による安全保障から、持続可能な人間開発へ」の転換という、安全保障に関する概念の切

り替えが必要であると述べ、「人間の安全保障」は、「人間中心でなければならない」として

いる（注 30）。そこで国連開発計画はどのような安全保障が求められるべきであるかについ

て、具体的に次に挙げる 7 種類があるとしている。 

①経済の安全保障、②食糧の安全保障、③健康の安全保障、④環境の安全保障、⑤個人の

安全保障、⑥地域社会の安全保障、⑦政治の安全保障となっている（注 31）。 

そこでこれら 7 種類のおのおのがかかわる安全保障問題は次のようなものである。①経

済の安全保障とは、安定した基本収入のための生産活動の確保にかかわる安全保障問題であ

る。②食糧の安全保障とは、人びとの物理的および経済的手段による基本的な食料の入手可

能性にかかわる安全保障問題である。③健康の安全保障とは、開発途上国でのおもな死亡原

因となる伝染病などの病気に対するものであり、環境・医療サービスの重要性を強調するも

のにかかわる安全保障問題である。④環境の安全保障とは、水質汚染、砂漠化、大気汚染、

人口増加による自然災害の拡大への対応にかかわる安全保障問題である。⑤個人の安全保障

とは、国家や他の集団や人々からあらゆる種類の暴力から身を守ることにかかわる安全保障

問題である。⑥地域社会の安全保障とは、伝統的な地域社会の中での圧政、民族間の対立に

よる被害、先住民に対する抑圧などにかかわる安全保障問題である。⑦政治の安全保障とは、

人権保護や民主化にかかわる安全保障問題である（注 32）。 

また、上記のそれぞれの項目について考慮されるべき脅威は次のように分類することがで

きる。 

①経済の安全保障に関する“脅威”とは、基本収入を得るための生産活動（報酬のある仕

事）に対する脅威、公的生活保護・その他の支援の欠如としての脅威である。 

基本収入を得るための生産活動すなわち報酬のある仕事に対する脅威は、雇用増加率の低

水準、若年層の失業、雇用・失業の人種間格差、臨時雇い、不完全雇用、劣悪な労働条件、

零細な個人企業部門、不安定な雇用形態、賃金雇用よりも不安定であることが多い自営業、

融資機会の欠如、女性の賃金が男性よりも低いという性差による賃金格差などである。また、

公的生活保護・その他の支援の欠如としての脅威は、最低生活保障制度の欠如、家族や地域

社会からの支援の欠如、身体障害者に対する経済的保障を確保するための職業訓練や就職斡
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旋の欠如、社会保障の欠如などである（注 33）。 

②食料の安全保障に関する“脅威”とは、食料を得る権利の欠如としての脅威といえよう。

具体的な脅威は次の４つがある。 

食糧の自給能力の欠如、食料の購買力の欠如、公的な食料配給制度の利用の欠如、性差と

いう脅威（家庭内での女性の食事の後回し）などである（注 34）。 

③健康の安全保障に関する“脅威”とは、健康にリスクをもたらす要因としての脅威であ

り具体的には次のようなものがある。 

伝染病、寄生虫、急性呼吸器系感染症、下痢性疾患、栄養失調、劣悪な環境、汚染された

水（安全な水の欠如）、循環器系疾患・癌（先進国）、環境問題、一酸化炭素による汚染、医

療サービスの格差、性差（特に出産）、家族計画の欠如、家庭内での妊娠中・分娩時の基本

的な支援の欠如、女性の出産時における合併症に対する診療所や病院での診療の欠如、ＨＩ

Ｖ／エイズの脅威などである（注 35）。             

④環境の安全保障に関する“脅威”とは、環境にリスクをもたらす要因としての脅威であ

り具体的には次のようなものがある。 

 密度の高い工業化と急激な人口増加による地球環境の酷使、地域的な生態系破壊と地球規

模の生態系破壊の複合による脅威、水質汚染、安全な水へのアクセスの欠如、衛生施設の不

備、森林伐採、過剰な放牧、乏しい保全策、土壌の塩類化現象、灌漑農地の塩害、大気汚染、

汚染物質の排出、原発事故（突発的な脅威）などである（注 36）。 

⑤個人の安全保障に関する“脅威”とは、個人にリスクをもたらす要因としての脅威であ

り、具体的には次のようなものがある。 

肉体的な拷問などによる国家からの脅威、戦争などによる外国からの脅威、民族間の緊張

などによる別の集団からの脅威、犯罪や街頭での暴力などによる個人や集団からほかの集団

や個人への脅威、性的暴力や家庭内暴力などによる女性への脅威、児童虐待などによる弱い

立場にあり保護のない子どもへの脅威、自殺や麻薬の使用などによる自己への脅威、等々で

ある（注 37）。 

⑥地域社会の安全保障に関する“脅威”とは、伝統的社会からの脅威であり具体的には次

のようなものがある。 

 家族や地域社会や組織からの脅威、文化的独自性や人種的・民族的な集団からの脅威、圧

制の継続化の恐れ、契約労働者や奴隷を雇う、女性蔑視、民族対立などである（注 38）。 

⑦政治の安全保障に関する“脅威”とは、基本的人権にリスクをもたらす要因としての脅
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威であり具体的には次のようなものがある。 

 人権侵害という脅威、政治的な弾圧、組織的な拷問、囚人・拘束者への非人道的な処遇や

処刑、失踪、などである（注 39）。 

 これら 7 つの要素は相互に密接な関係にあり、重複する部分もある。そのため、1 つの要

素を脅かすものは複合的に重なりあっており、1 つの要素が他の要素に連鎖的に影響を及ぼ

すのである（注 40）。つまり人間を中心に据える安全保障とは、1 つの脅威だけではなくあ

らゆる脅威について注意深く観察しなければならないのである。 

 国連開発計画のいう人間の安全保障の概念の新しい視点とは、それまでの国家間における

脅威という意味での国家を重視した安全保障という概念から、人間を重視した安全保障へと

転換したところにある。このような考えに基づき、1999 年 3 月に国連において「人間の安

全保障基金」が設置されたのである。 

  

2 人間の安全保障委員会の提言 

人間の安全保障委員会は、さきに述べた 2000 年 9 月のミレニアム・サミットにおいて国

連事務総長の要請に応えて 2001 年 1 月に設立された（任期は 2 年間）ものである。その後、

この委員会の共同議長であった緒方貞子とセンによって 2003 年 5 月 1 日に、最終報告書で

ある『安全保障の今日的課題』を国連事務総長に提出した（注 41）。 

 人間の安全保障委員会は、報告書の中で人間の安全保障を「人間の生にとってかけがえの

ない中枢部分を守り、すべての人の自由と可能性を実現すること」と定義し、「人が生きて

いく上でなくてはならないもの基本的自由を擁護し、広範かつ深刻な脅威や状況から人間を

守ることである」としている（注 42）。 

同報告書によると人間の安全保障とは、「欠乏からの自由」や「恐怖からの自由」と、人

びとが自分自身のために価値ある行動をとる自由といったような、性質の異なる自由を結び

つけるものであるとしている。そして人間の安全保障を実現することとは、「人間が享受す

べき真の自由」を拡大すること、すなわち人びとのケイパビリティ（潜在能力）を拡大する

こと（人々の選択肢の幅を拡大すること）であると述べている。また、そのための具体的戦

略として「保護」と「能力強化」の２つの戦略が必要であるという。そこで人びとを危険か

ら保護するためには、国際社会や国家による規範づくりや手続きの整備と、それらのための

制度が整えられる必要がある。そしてこれらの保護によって人びとが能力を強化できること

で、人々は自らの可能性を開花させあらゆる側面の意思決定に参画できるようになるのであ
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る。つまり「保護」と「能力強化」は相互補完関係にあり互いを強め合うのである。このよ

うにして人びとは保護され、そして能力を強化することによって多くの選択肢を得ることす

なわち、ケイパビリティ（潜在能力）を拡大することができ、さらに「能力」を得た人々は

目前の危険を回避するばかりでなく自らを保護する仕組みそのものにも改善を求めるよう

になるのである（注 43）。 

 つまり人間の安全保障を実行に移し実現していくということとは、経済の破綻および金融

危機、戦争、慢性的な貧困、保健・医療サービスの欠如、自然災害、政治的な弾圧などによ

り安全を脅かされている人びとの自らの力ではどうにも抗えない状況に焦点をあてること

である。そして、公共などの支援によってこれらの脅威から人びとを保護し、また能力を強

化することで今後、同様の脅威にさらされようとしても自助努力によって問題を解決できる

ようにするというものである。 

 人間の安全保障委員会は、『人間の安全保障』をあらゆる分野へ拡大するための手始めと

して、次にあげるようないくつかの基本的な課題への取り組みを示し、これらを手がかりに

次の段階へ進むよう推奨している。 

①暴力を伴う紛争下にある人々を保護する 

②武器の拡散から人々を保護する 

③移動する人々の『人間の安全保障』を確保する 

④紛争後の状況下で『人間の安全保障移行基金』を設立する 

⑤極度の貧困に苦しむ人々が恩恵に与るよう、公正な貿易と市場の発展を支援する 

⑥普遍的な最低生活水準を実現するための努力を行う 

⑦基礎保健医療の完全普及実現にこれまで以上に高い優先度を与える 

⑧特許権に関する効率的かつ衡平な国際システムを構築する 

⑨基礎教育の完全普及によってすべての人々の能力を強化する 

⑩個人が多様なアイデンティティを有し多様な集団に属する自由を尊重すると同時に、 

この地球に生きる人間としてのアイデンティティの必要性を明確にすること（注 44）。 

この報告書の提言の推進と人間の安全保障基金の運用について国連事務総長に助言を行

うために緒方貞子議長の下、2003 年 9 月には人間の安全保障諮問委員会が創設された。さ

らに同諮問委員会の活動と機能は現在、国連事務局 OCHA・人間の安全保障ユニットに移

行されている。人間の安全保障委員会の功績はその後の国連における人間の安全保障の概念

に基づく諸活動の礎となっているのである。 
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3 国連開発計画の人間開発と人間の安全保障との関係 

 国連開発計画の人間開発は「人間が自らの意思に基づいて自分の人生の選択と機会の幅を

拡大させること」である。また、国連開発計画の人間の安全保障は、「人間の生命をむしば

む危険や不安を軽減し、可能な場合には取り除くこと」である。つまり、国連開発計画の人

間の安全保障は、人々の選択の幅を拡大する過程を安全にかつ自由に行使できる権利を持続

的に保障することを意味する。すなわち、国連開発計画の人間の安全保障が、国連開発計画

の人間開発を可能とし保障するという関係なのである（注 45）。 

このように国連開発計画の人間の安全保障概念は、危機管理に関わる国連開発計画の人間

開発の概念の一部であり、国連開発計画の人間開発の概念を補完する立場にあるものである。

ゆえに国連開発計画の人間の安全保障概念を包含する国連開発計画の人間開発の概念はや

はり開発問題を重要視しているのである。 

本節で分析した国連開発計画の人間開発の概念の実践とは次のようなものである。国連開

発計画の人間開発の概念はセンのケイパビリティ・アプローチを活用し、人間開発指数やミ

レニアム開発目標によって、人間開発の度合いを測定している。さらに、貧しい人びとのケ

イパビリティ（潜在能力）を拡大することを目的とする政策に関連して、貧しい人びとを取

りまく危険や災害などの脅威に対するための戦略として人間の安全保障の概念をうみ出し

た。これらからわかる国連開発計画の人間開発の概念の傾向は、センのケイパビリティ・ア

プローチを貧困の多様性をとらえ測定するという点では活用している。そして、人びとのケ

イパビリティ（潜在能力）の拡大のために開発問題である貧困削減戦略ないし政策を重要視

しているという点である。次節ではこの開発問題関わる貧困削減についての、センの認識と

国連開発計画の認識について分析する。 

 

第 3 節 貧困削減についてのアマルティア・センの認識と国連開発計画の認識 

 第1項 アマルティア・センの貧困削減についての認識 

センは貧困削減のための人びとのケイパビリティ（潜在能力）の拡大について、教育や医

療制度などの普及は、生活の質とその向上に直接的貢献をもたらしてくれるとし、たとえ所

得水準が相対的に低くても、教育と医療をすべての人に保障している国では、国民全体の寿

命の長さと生活の質の向上に関して成果をあげることができるのであると、その有効性を示

している（注 46）。 
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 また経済発展をはかろうとする貧しい国において、基礎教育と医療のための財源を膨らま

せる余裕があるのかという疑問に対して、センは「医療や基礎教育、そして人間開発のすべ

てについて言えることだが、それらは高度に労働集約的な性質ゆえに、労働コストが安い経

済発展の初期段階では、費用が比較的かからない。貧しい国では賃金が安く、労働コストは

相対的に低くなるため、多くの人々の労働に依存する基礎教育と医療にかかるコストが、豊

かな国に比べて少なくてすむのである」（注 47）と述べており、経済発展を目指す途上国に

おいて基礎教育の普及と医療の改善は可能であるという。 

 そして、人間の基本的なケイパビリティ（潜在能力）の拡大を主眼とする戦略がもたらす

効果として、次の 3 点をあげている。 

①たとえ人びとのケイパビリティ（潜在能力）の拡大が経済成長や生産性の向上に寄与し

なくても、識字能力の改善、平均寿命の伸長、病気などによる死亡率の低下などによって、

生活の質の向上に直接貢献できる。 

②基礎教育、医療などによって人びとのケイパビリティ（潜在能力）が拡大することは、

経済成長や生産性の向上を促進させて、そして拡大したケイパビリティ（潜在能力）を活

用することによって市場経済の規模の拡大に貢献する。それにより生活の質への向上へと

つながるのである。 

③過度に高い出生率は、特に若い女性たちの生活の質の向上にとってはマイナス要因と見

なされるため、特に女子教育の普及により、出生率だけでなく幼児の死亡率も低下させる

効果もある（注 48）。 

 このように、人びとのケイパビリティ（潜在能力）の拡大がもたらすものは、生活の質の

直接的向上のみにとどまらず、それをはるかに超えて人びとの生産能力にも影響を与えるの

である。その結果として、人びとが共有し合える経済成長にもつながっていくのである。つ

まり、人間の基本的なケイパビリティ（潜在能力）の拡大を主眼とする戦略は、生活の質の

向上のために直接的利益と間接的利益の両方をもたらすのである。また識字率や計算能力を

身につけることは、一般の人びとが経済活動に参加することに役立ち、医療制度や栄養状態

の改善によって、労働生産性が高まりその報酬も増えるのである。さらに、人びとのケイパ

ビリティ（潜在能力）の拡大は経済発展や生活の質の向上に直接的に働きかけるばかりでな

く、社会全体、そして人口問題にもよい影響を与えるのである。 
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 第2項 国連開発計画の貧困削減についての認識 

 国連開発計画の Human Development Report 1996（邦訳『人間開発報告書 1996』）に

よると、「人間開発は目的であり、経済成長は手段である。したがって、成長の目的は人々

の生活を豊かにすることにある」（注 49）とし、「経済成長と人間開発の間には自動的なつ

ながりはないが、政策と断固たる意志の力で両者の絆を育めば、経済成長と人間開発は相互

に強化しあうことができ、経済成長は、人間開発を効果的かつ迅速に向上させる」としてい

る（注 50）。 

 しかし、はたして国連開発計画の人間開発が貧困縮小につながっているのであろうか。こ

こで、経済成長、人間開発、および貧困削減（所得貧困）に注目して検討する。 

国連開発計画は、1990 年以前の過去の 30 年における人間開発の経験を、次の大きく 3

つのカテゴリーに分けることができるとしている。すなわち、(1)持続的人間開発を実現し

た国々、(2)人間開発が中断した国々、(3)人間開発の機会を逃した国々、である（注 51）。

さらに、これらの人間開発が実現した国々、中断した国々、機会を逃した国々の経験を分析

してみると次の 7 点が明らかになる。 

1.所得の公平な分配を伴う成長が、持続的な人間開発を実現する最良の手段である。 

2.経済成長や分配が不十分であっても、政府による社会的支出が適切であれば長期的には

人間開発を実現することができる。 

3.政府によるしかるべき社会的支出によって、比較的短期間に劇的な人間開発を実現する

ことが可能である。 

4.不況や災害時にも人間開発を持続的におこなうためには、目標を持った政府介入が必要

である。 

5.長期的に持続的な人間開発を実現するためには、経済成長は不可欠でありこれがなけれ

ば、人間開発は停滞してしまう。 

6.たとえ経済成長が高かったとしても、不公平な所得分配や不適正な社会的支出ならば、

人間開発は推進しない。 

7.民主的な自由が犠牲にされている場合、教育や保健医療などといった特定の人間開発の

側面において著しい進歩があったとしても、人間開発が全面的に進んだとはみなすことは

できない（注 52）。 

 上記の 7 点から得られる検討課題は、経済成長と国連開発計画のいう人間開発が貧困（所

得貧困）縮小に、どのように絡み合っているかということである。上記の 2 と 5 にあるよ
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うに経済成長は、国連開発計画の人間開発にとって不可欠であるが、経済成長が自動的に人

間開発につながるわけではない。また、国連開発計画のいう人間開発すなわち、人びとのケ

イパビリティ（潜在能力）の拡大を目的とする公共活動は、経済の停滞による所得や雇用の

減少、社会的支出の削減などがあると、人間開発は後退してしまうという脆弱性がる。それ

ゆえに国連開発計画のいう人間開発に関わる公共活動は適切に監視・管理される必要がある。

それによってもたらされる人びとのケイパビリティ（潜在能力）の拡大は、貧困の軽減や経

済成長を支援する。さらに、好循環によって貧しい人びとが貧困から解放されると、人びと

はケイパビリティ（潜在能力）をさらに拡大させ、より経済成長に貢献するようになるので

ある。 

 

第3項 貧困削減についてのセンの認識と国連開発計画の認識との比較 

 本節では、まず第 1 項で、センのいう人間の基本的なケイパビリティ（潜在能力）の拡

大は貧困削減に関して、生活の質の直接的向上だけでなく、間接的に経済発展にもつながる

とその効果について述べた。次に、第 2 項で、国連開発計画による人間開発すなわち、ケ

イパビリティ（潜在能力）の拡大は、貧困削減や経済成長に貢献するとその述べた。したが

って、貧困削減についてのセンの認識と国連開発計画の認識の比較では、両者とも人間のケ

イパビリティ（潜在能力）の拡大が貧困軽減や経済成長・拡大に貢献するという点では差異

はなく一致するのである。 

センはかつて、「困窮状態を識別すること」が「著しい困窮を除去するための公共政策」

より先行しておこなわれるべきであることを理由に、貧困分析を重視する立場をとっていた

ことはすでに述べた。ここでの「困窮状態を識別すること」とは貧困分析のことであり、「著

しい困窮を除去するための公共政策」とは貧困削減政策や開発援助政策などの開発政策のこ

とである（注 53）。 

 すなわち、センと国連開発計画は人々のケイパビリティの拡大を主眼とする貧困削減政策

や開発援助政策などの開発政策の必要性については合致している。 

 

第 4 節 小括  

 本章をまとめると以下のようになる。 

 1．センのケイパビリティ・アプローチの本質は、貧困問題を重要視する分析手法で

ある。 
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 2．国連開発計画は、人間開発指数やミレニアム開発目標指数などにより人間開発の度

合いを測るという目的で貧困の測定はされているものの、貧困分析が貧困の測定止

まりで、貧困の構造分析が不十分であり焦点が開発問題である。 

 3．ケイパビリティ（潜在能力）の拡大が人々の生活の質の改善や向上につながると主張

している点においては、センと国連開発計画の人間開発の概念と差異はない。 

 上記の 3 点より得られる本章の解答は、センの考えは貧困問題の側面に重点を置き貧困

の原因を解明した後の貧しい人びとのケイパビリティ（潜在能力）の拡大を目的とした開発

政策には同意しており、他方、国連開発計画の人間開発の概念はそもそもはじめから、人び

とのケイパビリティ（潜在能力）の拡大を目的とした開発政策をおこなう開発問題の側面を

重要視しているということである。ここで注目すべき点は、センのケイパビリティ・アプロ

ーチと国連開発計画の人間開発の概念は、開発という側面で一致しているのである。 

 長らく開発経済学においては、貧困問題と開発問題は同じコインの表と裏と関係であると

の指摘がなされてきた（注 54）。これをセンの視点で捉えると、貧困問題とは貧困の計測と

貧困の構造分析であり、開発問題とは開発政策である（注 55）。そして、貧困問題である貧

困の計測と貧困の構造分析によって貧困の原因を解明した後に、貧しい人びとのケイパビリ

ティ（潜在能力）の拡大を目的とした開発政策をおこなわなければならないのである。 

 この貧困の計測と貧困の構造分析による貧困の原因の解明、そして貧困層のケイパビリテ

ィ（潜在能力）の拡大を目的とした開発政策をおこなうという一連の流れについて、センの

ケイパビリティ・アプローチの認識と、国連開発計画の人間開発の概念の認識をみてみると、

次のようなことがわかる。 

 つまり、貧困問題である貧困の計測についてセンのケイパビリティ・アプローチが貧困の

多様性をとらえている点については、国連開発計画の人間開発の概念は、人間開発指数やミ

レニアム開発目標などによって“貧困の測定”をおこなっている。さらに、開発問題では、

人間のケイパビリティ（潜在能力）の拡大を目的とする開発政策をおこなうべきであるとい

う認識も両者は一致している。しかしながら、国連開発計画の人間開発の概念はセンのケイ

パビリティ・アプローチが重要視し、開発政策よりも先におこなわなければならない、貧困

の構造分析を希釈してしまっているのである。 

 第 1 章ですでに述べたように、先行研究によると貧困問題と開発問題における国連開発

計画の人間開発の概念とセンのケイパビリティ・アプローチとの間の認識の“齟齬”あるい

は“大きなずれ”とは、国連開発計画の人間開発の概念が開発問題を重要視し、センのケイ
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パビリティ・アプローチは貧困問題を重要視しているという点であった。さらに、この国連

開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビリティ・アプローチとの間の認識の“齟齬”や

“大きなずれ”とは、両者の貧困に関わる分析の“乖離”であった。 

ゆえに、貧困問題と開発問題は同じコインの表と裏であるので、上述したように開発問題

である開発政策で一致しているセンのケイパビリティ・アプローチと国連開発計画の人間開

発の概念は、他方の側面である貧困問題についても一致できるはずである。なお、貧困問題

の一要因である貧困の測定もまた両者は一致しているのである。 

つまり国連開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビリティ・アプローチの貧困に関わ

る分析の“乖離”部分である、国連開発計画の人間開発の概念が希釈している貧困の構造分

析を修正することができるのであれば、国連開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビリ

ティ・アプローチの間に横たわる“乖離”は解消可能となるのである。すなわち、両者の“乖

離”を解消するためには、センのケイパビリティ・アプローチが重要視する貧困の構造分析

を国連開発計画の人間開発の概念において明確化する必要があるのである。 

 次章では、国連開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビリティ・アプローチの貧困に

関わる分析の“乖離”問題を解消するために国連開発計画の人間開発の概念における貧困分

析の明確化を試みる。 
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注1 Amartya K. Sen, Resources, Values and Development (Cambridge, Mass.: 

Harvard University Press, 1997), 496-497. 

注2 さらにセンは、エンタイトルメントとケイパビリティについて次のように説明する。 
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ィ、すなわち、こうしたり、ああしたりできるという能力（例えば、十分な栄養を取

るということ）を獲得するが、他のケイパビリティの全てを獲得するわけではない。」

Amartya K. Sen, Resources, Values and Development (Cambridge, Mass.: 

Harvard University Press, 1997), 496-497. 

注3 Amartya K. Sen and Martha Nussbaum, The quality of life (Oxford: Clarendon 

Press, 1993), 31-32.（竹友安彦 [監修] 、水谷めぐみ［訳］『クオリティー・オブ・

ライフ 豊かさの本質とは』里文出版、2006、60-61 ページ。） 

注4 Amartya K. Sen, Development as Freedom (New York: Alfred A. Knopf, 1999), 87.

（アマルティア・セン[著] 、石塚雅彦［訳］『自由と経済開発』日本経済新聞社、2000、

99 ページ。括弧内引用者。） 

注5 Amartya K. Sen, 1999, 91.（同上訳、102-103 ページ。） 

注6 Amartya K. Sen, 1993, 32. 前掲訳 (注 4) 、61 ページ。 

注7 Martha Nussbaum, Women and human development : the capabilities approach

（Cambridge University Press, 2000）. （マーサ・ヌスバウム［著］、池本幸生・

田口さつき・坪井ひろみ［訳］『女性と人間開発 潜在能力アプローチ』岩波書店、

2005、92-95 ページ。） 

注8 峯陽一『現代アフリカと開発経済学』日本評論社、1999、197 ページ。 

注9 人間を資本としてあつかったのは、アルフレッド・マーシャル（Alfred Marshall）
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であり、シュルツ（Theodore William Schultz,）や、ベッカー（Gary Stanley Becker,）

により展開され、1960 年代に隆盛をみた（西川潤［編］『社会開発 : 経済成長から

人間中心型発展へ』有斐閣、1997、117-118 ページ。）。シュルツの理論は、それま

で工業化偏重の開発戦略のなかで無視されてきた、農業部門の開発の重要性を認識

させることに貢献し、「緑の革命」戦略を理論的にさせることになった。また、人的

資本（教育）への着目は、新しい経済成長論や内部労働市場論の展開にとって、先

駆的な役割を果たすことになった（絵所秀紀『開発と援助－南アジア･構造調整･貧

困』同文館、1994 年、14 ページ。）。 
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ページ。 
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義は、構造主義の開発理論であった、トリックル・ダウン仮説（trickle-down：経

済成長の恩恵はやがて貧しい人々にも「滴り落ちる」とする仮説）に対する疑問か

ら出発した。この理論は、1960 年代の高度成長時に、途上国と先進国との格差は拡

大し、途上国内でも経済格差が増大したためである（絵所秀紀『開発の政治経済学』

日本評論社、2004、98 ページ。）。 

注12 植松忠博『地球共同体の経済政策 : 絶対的貧困と BHN 開発戦略､国際社会保障』成
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注16 Amartya K. Sen, 1999.293. 前掲訳 (注 4) 、338 ページ。 

注17 Amartya K. Sen, 1999.293. 前掲訳 (注 4) 、338 ページ。 
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注19 植松忠博、前掲書（注 12）、61 ページ。 

注20 United Nations Development Programme, Human Development Report 2006 

(New York: Oxford University Press, 2006), 2. （国連開発計画『人間開発報告書

2006』、2006、2 ページ。括弧内引用者。） 

注21 United Nations Development Programme, Human Development Report 2005 

(New York: Oxford University Press, 2005), 341. （国連開発計画『人間開発報告書
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注22 United Nations Development Programme, 2005, 341. （同上訳、390 ページ。）を

もとに筆者作成。 

注23 United Nations Development Programme, 2005, 341. 前掲訳 (注 21) 、390 ペー
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注24 伊藤陽一「UNDP の統計指標をめぐって(再掲)」、『日本統計研究所報』法政大学日

本統計研究所、2001、95-96 ページ。 

 さらに伊藤（2001）は、人間開発の計算処理に関して恣意性があるとし、「（ⅰ)

３変数のウェイトを３分の１と等しくしている、(ⅱ)現実の数値をすべて 0～l の範

囲の数値に転換しているのであるが、0 と 1 に対応する実際値の設定の根拠が不明

である、（ⅲ)所得の割引評価に採用される境界値選択の根拠が不明である、（iv)同じ

くこの割引評価に使われる数式は、線形と非線形を接合したものである点に恣意性

がある。」というものである。また、人間開発指数が 0 から 1 の間に相対値化される

ことによって有効性が損なわれていることに関して「(ⅰ)毎年度異なった境界値で相

対数に換算しているので、年次比較が不可能になっている。（ⅱ)特定国に絶対的な

進展があった場合でも他国に前進がある場合には、評価されないことになり、とく

に、特定国に著しい前進があった場合には数値（したがって順位）が低下すらする」

という。 

注25 人間貧困指数（Human Poverty Index: HPI）は、人間開発指数で注目する人間開発

の 3 つの基本的側面における剥奪状況を測定するもので、途上国のための人間貧困

指数（HPI-1）と、OECD 諸国のための人間貧困指数（HPI-2）がある。HPI-1 は、

知識（成人識字率）、人間らしい生活水準（「改善された水源を継続して利用できな

い人の割合」と、「年齢のわりに低体重の子どもの割合」を、指標としてパーセント

で指数値が算出される。HPI-2 は、長寿で健康な生活（60 歳まで生きられない出生

時確立、知識（機能的識字能力の無い成人の割合）、人間らしい生活水準（貧困ライ

ン以下の人口の割合）、社会的疎外（長期失業率）によって、測定する。（国連開発

計画『人間開発報告書 2005』、2005、テクニカルノート、391 ページ。） 

    ジェンダー開発指数（Gender-related Development Index: GDI）は、人間開発に

おける女性と男性の不平等を示すため、長寿で健康な生活（出生時平均余命）、知識

（成人識字率と初・中・高等教育の総就学率）、人間らしい生活水準（勤労所得の推
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定値：PPP US$）のそれぞれを男女格差に従い調整している。（国連開発計画『人間

開発報告書 2005』、2005、テクニカルノート、392-393 ページ。） 

    ジェンダー・エンパワーメント指数（Gender Empowerment Measure: GEM）は、

女性の機会に焦点を当てており、政府参加と意思決定力（国会における女性と男性の

議席の割合）、経済参加と意思決定力（女性と男性の議員、政府高官、管理職の地位

に占める比率と、女性と男性の専門職・技術職に占める比率）、女性と男性の推定勤

労所得（PPP US$）を使って計算される。（国連開発計画『人間開発報告書 2005』、

2005、テクニカルノート、394-395 ページ。） 

注26 このような国連開発計画による貧困を表す統計データの追加について、伊藤（2001）

は、「UNDP の指標は、迷走を重ねており、貧困・開発等の実質問題が重要なのだ
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表 1 国連ミレニアム開発目標一覧 
 

ゴールとターゲット 進展をモニタリングする指標 

ゴール 1: 極度の貧困と飢饉の撲滅 

ターゲット 1-A 

2015 年までに、1 日 1 ドル未満で生活する人口の割合を 1990

年の水準の半数に減少させる。 

1.1 1 日 1 ドル（購買力平価）未満で生活する人口の割合 

1.2 貧困ギャップ比率 

1.3 国内消費全体のうち、最も貧しい 5 分の 1 の人口が占める

割合 

ターゲット 1-B 

女性、若者を含むすべての人々に、完全かつ生産的な雇用、そ

してディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）

の提供を実現する。 

1.4 就業者 1 人あたりの GDP 成長率 

1.5 労働年齢人口に占める就業者の割合 

1.6 1 日 1 ドル（購買力平価）未満で生活する就業者の割合 

1.7 総就業者に占める自営業者と家族労働者の割合 

ターゲット 1-C 

2015 年までに、飢餓に苦しむ人口の割合を 1990 年の水準の半

数に減少させる。 

1.8 低体重の 5 歳未満児の割合 

1.9 カロリー消費が必要最低限のレベル未満の人口の割合 

ゴール 2: 初等教育の完全普及の達成 

ターゲット 2-A 

2015 年までに、全ての子どもたちが男女の区別なく初等教育の

全課程を修了できるようにする。 

2.1 初等教育における純就学率 

2.2 第 1 学年に就学した生徒のうち初等教育の最終学年まで到

達する生徒の割合 

2.3 15～24 歳の男女の識字率 

ゴール 3: ジェンダー平等推進と女性の地位向上 

ターゲット 3-A 

可能な限り 2005 年までに、初等・中等教育における男女格差を

解消し、2015 年までに全ての教育レベルにおける男女格差を解

消する。 

3.1 初等・中等・高等教育における男子生徒に対する女子生徒

の比率 

3.2 非農業部門における女性賃金労働者の割合 

3.3 国会における女性議員の割合 

ゴール 4: 乳幼児死亡率の削減  

ターゲット 4-A 

2015 年までに 5 歳未満児の死亡率を 1990 年の水準の 3 分の 1

に削減する。 

4.1 5 歳未満児の死亡率 

4.2 乳児死亡率 

4.3 はしかの予防接種を受けた 1 歳児の割合 

ゴール 5: 妊産婦の健康の改善 

ターゲット 5-A 

2015 年までに、妊産婦の死亡率を 1990 年の水準の 4 分の 1 に

削減する。 

5.1 妊産婦死亡率 

5.2 医師・助産婦の立ち会いによる出産の割合 

ターゲット 5-B 

2015 年までに、リプロダクティブ・ヘルス（性と生殖に関する

健康）への普遍的アクセスを実現する。 

 

5.3 避妊具普及率 

5.4 青年期女子による出産率 

5.5 産前ケアの機会 

5.6 家族計画の必要性が満たされていない割合 

ゴール 6: HIV／エイズ、マラリア、その他の疾病の蔓延の防止 

ターゲット 6-A 

2015 年までに HIV／エイズのまん延を食い止め、その後減少さ

せる。 

 

6.1 15～24 歳の HIV 感染率 

6.2 最後のハイリスクな性交渉におけるコンドーム使用率 

6.3 HIV／エイズに関する包括的かつ正確な情報を有する 15～

24 歳の割合 

6.4 10～14 歳の、エイズ孤児ではない子どもの就学率に対する

エイズ孤児の就学率 

ターゲット 6-B 

2010 年までに、必要とするすべての人々の HIV／エイズの治療

への普遍的アクセスを実現する。 

6.5 治療を必要とする HIV 感染者のうち、抗レトロウィルス薬

へのアクセスを有する者の割合 
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ターゲット 6-C 

2015 年までに、マラリアおよびその他の主要な疾病の発生を阻

止し、その後、発生率を下げる。 

  

  

  

  

6.6 マラリア有病率及びマラリアによる死亡率 

6.7 殺虫剤処理済みの蚊帳を使用する 5 歳未満児の割合 

6.8 適切な抗マラリア薬により治療を受ける 5 歳未満児の割合 

6.9 結核の有病率及び結核による死亡率 

6.10 DOTS（短期科学療法を用いた直接監視下治療）の下で発

見され、治療された結核患者の割合 

ゴール 7: 環境の持続可能性の確保 

確保 ターゲット 7-A 

持続可能な開発の原則を各国の政策やプログラムに反映させ、

環境資源の喪失を阻止し、回復を図る。 

 

ターゲット 7-B 

生物多様性の損失を 2010 年までに確実に減少させ、その後も継

続的に減少させ続ける。 

7.1 森林面積の割合 

7.2 二酸化炭素の総排出量、一人当たり排出量、GDP1 ドル（購

買力平価）当たり排出量 

7.3 オゾン層破壊物質の消費量 

7.4 安全な生態系限界内での漁獲資源の割合 

7.5 再生可能水資源総量の割合   

7.6 保護対象となっている陸域と海域の割合 

7.7 絶滅危機に瀕する生物の割合 

ターゲット 7-C 

2015 年までに、安全な飲料水と基礎的な衛生施設を持続可能な

形で利用できない人々の割合を半減させる。 

7.8 改良飲料水源を継続して利用できる人口の割合 

7.9 改良衛生施設を利用できる人口の割合 

ターゲット 7-D: 

2020 年までに、少なくとも 1 億人のスラム居住者の生活を改善

する。 

7.10 スラムに居住する都市人口の割合 

ゴール 8: 開発のためのグローバルなパートナーシップの推進 

ターゲット 8-A 

さらに開放的で、ルールに基づく、予測可能でかつ差別的でな

い貿易及び金融システムを構築する（良い統治、開発及び貧困

削減を国内的及び国際的に公約することを含む。） 

 

 

ターゲット 8-B 

後発開発途上国の特別なニーズに取り組む（後発開発途上国か

らの輸入品に対する無税・無枠、重債務貧困国（HIPC）に対す

る債務救済及び二国間債務の帳消しのための拡大プログラム、

貧困削減にコミットしている国に対するより寛大な ODA の供

与を含む。） 

 

 

ターゲット 8-C 

内陸開発途上国及び小島嶼開発途上国の特別なニーズに取り組

む（小島嶼開発途上国のための持続可能な開発プログラム及び

第 22 回国連総会特別会合の規定に基づく。） 

 

 

 

ターゲット 8-D 

債務を長期的に持続可能なものとするために、国内及び国際的

措置を通じて開発途上国の債務問題に包括的に取り組む。 

以下に挙げられた指標のいくつかについては、後発開発途上国、
アフリカ、内陸開発途上国、小島嶼開発途上国に関してそれぞ
れ個別にモニターされる。 

政府開発援助（ODA） 

8.1 ODA 支出純額（全体および後発開発途上国向け）が OECD

開発援助委員会（DAC）ドナー諸国の国民総所得（GNI）

に占める割合 

8.2 基礎的社会サービスに対する DAC ドナーの分野ごとに配

分可能な二国間 ODA の割合（基礎教育、基礎医療、栄養、

安全な水及び衛生） 

8.3 DAC ドナー諸国のアンタイド化された二国間 ODA の割合 

8.4 内陸開発途上国の GNI に対する ODA 受取額 

8.5 小島嶼開発途上国の GNI に対する ODA 受取額 

市場アクセス 

8.6 先進国における、開発途上国及び後発開発途上国からの輸

入品の無税での輸入割合（価格ベース。武器を除く。） 

8.7 先進国における、開発途上国からの農産品及び繊維・衣料

輸入品に対する平均関税率 

8.8 OECD 諸国における国内農業補助金の国内総生産（GDP）

比 

8.9 貿易キャパシティ育成支援のための ODA の割合 

債務持続可能性 

8.10 HIPC イニシアティブの決定時点及び完了時点に到達した国

の数 

8.11 HIPCイニシアティブ及びMDRIイニシアティブの下でコミッ

トされた債務救済額 
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8.12 商品及びサービスの輸出額に対する債務返済額の割合 

ターゲット 8-E 

製薬会社と協力して、開発途上国において人々が安価で必要不

可欠な医薬品を入手できるようにする。 

8.13 安価で必要不可欠な医薬品を継続的に入手できる人口の割

合 

ターゲット 8-F 

民間部門と協力して、特に情報・通信における新技術による利

益が得られるようにする。 

8.14 人口 100 人当たりの電話回線加入者数 

8.15 人口 100 人当たりの携帯電話加入者数 

8.16 人口 100 人当たりのインターネット利用者数 

出展：①United Nations Statistics Division, “Official list of MDG indicators”  

http://mdgs.un.org/unsd/mdg/Host.aspx?Content=Indicators/OfficialList.htm 、2012年 02月 15日アクセス。 

②外務省、「ミレニアム開発目標（MDGs）とは」、『国際協力 政府開発援助 ODA ホームページ』 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/doukou/mdgs/about.html#mdgs_lis 、2012 年 02 月 15 日アクセス 

③UNITED NATIONS, “The Millennium Development Goals Report 2010”  

http://www.un.org/millenniumgoals/pdf/MDG%20Report%20Report%202010%20En%20r15%20-low%20res 

%2020100615%20-.pdf 、2012 年 4 月 8 日アクセス。 (国際連合広報センター訳『国連ミレニアム開発目標報 

告 2010』http://unic.or.jp/pdf/MDG_Report_2010.pdf2012 年 4 月 8 日アクセス。） 

以上①，②，③をもとに筆者作成。 
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第 3 章 アマルティア・センのケイパビリティ・アプローチの視点

からの国連開発計画の人間開発概念の再構築 

                  

第 1 節 アマルティア・センのケイパビリティ・アプローチの視点から国連開発計

画の人間開発の概念を再考証する 

第 1 項 アマルティア・センのケイパビリティ・アプローチによる貧困の測定 

 国連開発計画の人間開発の概念を、センの視点から再考証するために、まずセンのケイ

パビリティ・アプローチの視点から、ケイパビリティ（潜在能力）と、ファンクショニン

グ（機能）による、貧困の測定をとりあげることにする。 

前出（29 ページ）のようにセンは、貧困を分析するにあたって、貧困は所得のみに限定

されて判断されるべきではなく基本的なケイパビリティ（潜在能力）が奪われた状態であ

るとして、ケイパビリティ（潜在能力）の欠如としての貧困を考えた（注 1）。さらにこの

ケイパビリティ（潜在能力）とは、ファンクショニング（機能）の集合でありファンクシ

ョニング（機能）とは、人が何かをしたり、ある状態になったりすることといった“行動”

や“状態”を指すものである。 

 ケイパビリティ（潜在能力）の欠如としての貧困についてセンは次の例を用いて説明し

ている。 

 例えば、食事をすることが可能であるのにかかわらず何かしらの理由で断食をしている A

と、十分な食糧などを得る手段が無いために飢えている B について考えてみる。２人とも

飢餓状態であるが、A の場合は飢餓状態に陥らないためのさまざまな手段、つまり米を食べ

るなどといった様な諸ファンクショニング（機能）の集合すなわち、ケイパビリティ（潜

在能力）があるにもかかわらず断食を選択したのである。したがって、A は、ケイパビリテ

ィ（潜在能力）の中に十分な栄養を取るための能力という代替的な選択肢があるにもかか

わらず、断食というファンクショニング（機能）を選択したのである。他方、B は飢餓状態

を回避する手段がないのである。つまり、飢えるということ以外の選択可能な手段がない

のである。したがって、B には選択可能なファンクショニング（機能）の集合すなわちケイ

パビリティ（潜在能力）の中に十分な栄養を取るための能力がないのである（注 2）。 

 つまり A と B は２人とも飢餓状態に陥っているが、手段のない B（飢餓状態を免れるた

めの代替的な選択肢を持たない人）は、断食をしている A（十分な栄養を取るための能力と

いう代替的な選択肢を持つ人）と比べると貧しいといえるのである。 
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 またここで注目しなければならないのは、ファンクショニング（機能）はある個人のさ

まざまな“行動”や“状態”を指すので、上記の例にあるように、ある個人のケイパビリ

ティ（潜在能力）の中において十分な栄養を取るという能力に含まれるファンクショニン

グ（機能）の集合の中には、食事をとることができるといった様な“行動”としてのファ

ンクショニング（機能）とともに、手段が無いために飢餓状態であるという欠如の“状態”

としてのファンクショニング（機能）もまた考えることができる。つまり、人のあらゆる

ケイパビリティ（潜在能力）の中には選択可能なファンクショニング（機能）が無い状態

すなわち、欠如状態としてのファンクショニング（機能）も内在するのである。 

ここで、基本的なケイパビリティ（潜在能力）に注目してセン(1982)(1993)のケイパビリ

ティ・アプローチにおける“貧困の測定”について注意深くみてみると、そこから読み取

ることができることは次の 2 点となる。すなわち、ファンクショニング（機能）ベクトル

からなるケイパビリティ（潜在能力）セットの情報を集めることが困難でるために①基本

的ケイパビリティ（潜在能力）の指標化は難問であるということ、また、②貧困分析にお

ける貧困状態を正確に把握するための測定は基本的ケイパビリティ（潜在能力）に関する

ケイパビリティ（潜在能力）セットの最小限の組み合わせが何かを見極めること、といえ

る（注 3）。ここでいうファンクショニング（機能）ベクトルとは実数により表現される達

成可能なファンクショニング（機能）であり、ケイパビリティ（潜在能力）セットとはそ

れらファンクショニング（機能）ベクトルからなる集合あるいは組み合わせのことである。 

 ここで、ケイパビリティ・アプローチによって上記の①と②の問題 2 点を解決する。前

出（29 ページ）のように、ケイパビリティ（潜在能力）とは、人間の達成可能な諸々のフ

ァンクショニング（機能）の代替的な組み合わせである。したがって、ケイパビリティ・

アプローチにおけるケイパビリティ（潜在能力）はファンクショニング（機能）の空間で

定義される。つまり、ファンクショニング（機能）空間に存在する n 個のファンクショニ

ング（機能）を要素として n 個の点で表すと、達成されたファンクショニング（機能）は

そのような空間内の 1 点である。そして、ケイパビリティ（潜在能力）はそのようなファ

ンクショニング（機能）の空間における点の集合なのである。すなわち、ケイパビリティ

（潜在能力）は、人がそこからひとつだけ選択することができる達成可能な諸ファンクシ

ョニング（機能）の代替的組み合わせを表現しているとされている（注 4）。 

 また、ある人が享受する栄養状態が適切であることや、よい健康状態であることなどの

諸々のファンクショニング（機能）の量・範囲は実数により表現できる可能性がある。そ
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の場合は、ある人の達成されたファンクショニング（機能）すなわち、ある人が実際に達

成したことをファンクショニング（機能）ベクトルとして見ることができ、ケイパビリテ

ィ（潜在能力）セットは、その人の選択可能ないくつかの代替的なファンクショニング（機

能）ベクトルから構成される。つまり、ケイパビリティ（潜在能力）セットは達成するた

めの自由を表し、その人の選択可能な代替的なファンクショニング（機能）の組み合わせ

なのである（注 5）。 

次に、貧困評価におけるケイパビリティ・アプローチの視点を確認してみると、貧困を

評価する点においてケイパビリティ・アプローチは、達成されたファンクショニング（あ

る人が実際に達成できるもの）と、ケイパビリティ（潜在能力）セットのどちらかに焦点

を当てることができるのである。そしてこれらの 2 つは異なるタイプの情報をもたらすの

である。前者のファンクショニング（機能）は「ある人がすることに関するもの」の情報

であり、後者のケイパビリティ（潜在能力）セットは「ある人がそれをすることについて

真に自由であるようなもの」に関する情報なのである。このとき、ケイパビリティ（潜在

能力）セットは最終的にファンクショニング（機能）ベクトルによって判断されるため、

選択されたファンクショニング（機能）ベクトルに焦点を当てることと、ケイパビリティ

（潜在能力）セットに焦点を当てることは一致するのである（注 6）。つまり、ケイパビリ

ティ（潜在能力）セットの測定は、達成されたファンクショニング（機能）により測定で

きるということになる。 

 つまり、基本的ケイパビリティ（潜在能力）に関するケイパビリティ（潜在能力）セッ

トの最小限の組み合わせは、ファンクショニング（機能）ベクトルすなわち、例えば、カ

ロリー消費が必要最低限のレベル未満の人口の割合や、適切な抗マラリア薬により治療を

受ける 5 歳未満児の割合などのような指標化された実数により表現できる達成されたファ

ンクショニング（機能）により測定することができる。ゆえに、指標化された実数による

表現が可能である達成されたファンクショニングにより基本的ケイパビリティ（潜在能力）

セットを測定することによって、センのいう①基本的ケイパビリティの指標化の難問は、

克服することができるのである。 

次に、②貧困分析における貧困状態を正確に把握するための測定は基本的ケイパビリテ

ィ（潜在能力）に関するケイパビリティ（潜在能力）セットの最小限の組み合わせが何か

を見極めること、については以下のようにして解決することができる。 

ある人のケイパビリティ（潜在能力）において、ケイパビリティ（潜在能力）セットが
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無い場合とは、選択可能な代替的なファンクショニング（機能）の組み合わせがゼロの場

合である。すなわちファンクショニング（機能）の選択の余地がなくそこから強制的に導

き出された欠如状態とは、センのいう達成されたファンクショニング（機能）として捉え

ることができる。ゆえに、ある人が各種貧困要素の欠如状態を回避するファンクショニン

グ（機能）の選択の余地がない場合、その欠如状態を達成されたファンクショニング（機

能）として捉えることによって、ある人のケイパビリティ（潜在能力）セットを見極める

ことができる。 

したがって、このケイパビリティ・アプローチにおける“貧困の測定”とは、基本的ケ

イパビリティ（潜在能力）の測定であり、基本的ケイパビリティ（潜在能力）に関するケ

イパビリティ（潜在能力）セットを最小限の組み合わせが何かを見極め指標化するという

ことである。つまり“貧困の測定”とは、基本的ケイパビリティ（潜在能力）の欠如状態

として、例えば、カロリー消費が必要最低限のレベル未満の人口の割合や、適切な抗マラ

リア薬により治療を受ける 5 歳未満児の割合などのような指標化されたファンクショニン

グ（機能）によって測定することなのである。 

 ここでの“貧困の測定”におけるケイパビリティ・アプローチの役割は貧困の多様性を

とらえることであり、ケイパビリティ（潜在能力）セットとは指標化されたファンクショ

ニング（機能）からなる集合あるいは組み合わせのことである。 

 また、基本的ケイパビリティ（潜在能力）とは、例えば十分な栄養を取る能力や、予防

できる病気や早すぎる死を回避することなどである。ケイパビリティ（潜在能力）とは代

替可能なファンクショニング（機能）の集合であるので、例えば十分な栄養を取る能力に

対応するファンクショニング（機能）は、パンを食べることで栄養素を摂取することがで

きるや、果物を食べることで栄養素を摂取することができるなどが挙げられる。さらに、

予防できる病気や早すぎる死を回避することに対応するファンクショニング（機能）は、

抗マラリア薬などによる治療によって回復することや、殺虫剤処理済み蚊帳によってマラ

リア感染を避け健康状態であることなどが挙げられる。 

 

 

  第 2 項 アマルティア・センのケイパビリティ・アプローチによる貧困の構造分析 

次にセンのケイパビリティ・アプローチの視点による、“貧困の構造分析”について考察

する。 
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センのケイパビリティ・アプローチは、前述の第 1 章、第 4 節で述べたように貧困の原

因であるケイパビリティ（潜在能力）の欠如や不足欠如が発生し貧困が生じる仕組み、す

なわち“貧困の構造”に焦点をあて分析するところに重点を置いたものである。しかしな

がらセンは、セン（Sen[1989]）、ドレーズ＆セン（Dréze & Sen[1989]）、ドレーズ＆セン

（Dréze & Sen eds. [1990-91]）、セン（Sen[1997]）などにみられるように（注 7）、例えば

「飢饉」と「栄養失調」に着目し中国とインドにおけるケイパビリティの欠如の形態の比

較を、国レベルで取り上げた事例研究などはしているものの、途上国一般において現在の

あらゆる途上国の現状に適用できるような普遍的な貧困の構造分析を提示しているわけで

はない。 

ここで今一度、これまでの開発経済学の歴史の中にこのような貧困問題に対して貧困の

構造を研究しているものを振り返ってみると、ラグナー・ヌルクセ（Nurkse, Ragnar）の

「貧困の悪循環」論がある（Nurkse, Ragnar [1952]; Nurkse, Ragnar [1953]）。 

 開発経済学では途上国における貧困問題においてしばしば、「貧困の悪循環」(vicious 

circle of poverty)という言葉が使われる。この「貧困の悪循環」について、開発経済学史上、

はじめて理論的に言及したのがヌルクセであろう。ヌルクセによれば、これは「貧しい国

を貧しい状態に止めるような仕方で、相互に作用し反発する傾向をもつ、一群の循環的な

力」を意味するものである。具体的にヌルクセは「貧困の悪循環」について、途上国は『一

国は貧しいがゆえに貧しい』という使い古された命題に要約できるとして（注 8）、途上国

の資本蓄積を低水準にとどめる働きをしている悪循環は、供給サイドと需要側サイドの「二

つの循環的メカニズム」によって構成されていると述べている（注 9）。 

 ヌルクセによると、資本の供給サイドでは、「実質所得水準が低い結果として貯蓄能力が

低い。低い実質所得は低い生産力の反映であり、低い生産力はまた資本不足に起因すると

ころが大きい。資本不足は低い貯蓄能力の結果であり、このようにして循環は完結するの

である」という(注 10)。このヌルクセの貧困の悪循環の資本の供給サイドを簡略化して示

すと次のように解釈できよう。すなわち、 

 低貯蓄率→資本不足→低生産力→低実質所得→低貯蓄率  

と一巡し、これを繰り返す。 

 他方、資本の需要サイドでは、「投資誘因は人々の購買力が少ないために低いであろう。

そして、購買力の少ないことは実質所得の低さに基づき、それはもとに戻って生産力に起

因しているのである。ところが生産力の低い水準は、生産に使用される資本量の少ない結
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果であり、それはまた、少なくとも一部は、低い投資誘因によって引き起こされるであろ

う」という(注 11) 。このヌルクセの貧困の悪循環の資本の需要サイドを簡略化して示すと

次のように解釈できよう。すなわち、 

低投資誘因→資本不足→低生産力→低実質所得→低購買力→低投資誘因 

と一巡し、資本の需要サイドでもまたこれを繰り返す。 

 上述の資本の供給側と需要側の両側についてわかりやすくするために、2 つの循環に共通

する「実質所得水準」（低実質所得）を先に書き出すことによって資本の供給サイドと需要

サイドそれぞれを書きなおすと次のようになる（注 12）。 

・資本の供給サイド 

 低実質所得→低貯蓄率→資本不足→低生産力→低実質所得 

・資本の需要サイド 

  低実質所得→低購買力→低投資誘因→資本不足→低生産力→低実質所得 

 

つまり、ヌルクセのいう「途上国の構造的な発展制約メカニズム」（注 13）とは、上に述

べた「貧困の悪循環」の循環過程から脱出できずに『低開発均衡』（注 14）という停滞状態

に陥っているというものである。このように、開発経済学が生成されたその初期の時点で

ヌルクセは、「貧困の悪循環」という貧困の構造を分析するための重要な理論を展開してい

る。そして、この「貧困の悪循環」論における重要なメッセージとは、途上国が発展する

ための資本蓄積を阻害している要因が「悪循環」しているという循環的構造に着目したこ

とである。 

 しかしながら、このヌルクセの循環論の問題点は、開発経済学の初期であるために循環

論が“所得”に帰結してしまっているという点である。先に述べたように、センの複眼的

な分析によれば、貧困は単に“所得”のみに帰結しうるものではないのである。つまり、

センが基本的ケイパビリティ（潜在能力）の欠如としての貧困をとらえるとき、基本的ケ

イパビリティ（潜在能力）の欠如とは複数の要素の欠如である。これを基に考察してみる

と、貧困は単に一つの要素の欠如状態によってもたらされるとは考えられない。すなわち、

様々な要素の欠如状態が連鎖して困窮状態をまねくということである。したがって、貧困

の構造分析とは、ある国の各種貧困の要素の欠如状態がいかなる連鎖的な構造を有し困窮

状態にあるのかその全体像を明らかにすることである（注 15）。 

 またセンは、様々な要素の欠如状態が連鎖して困窮状態をまねく貧困の状態において、
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その各要素に関する危険や災難にも着目する。つまり、各要素に危機的状況をもたらす脅

威にも特別な焦点をあてているのである（注 16）。これは前述第 2 章で述べた、人間開発の

概念と補完関係にある人間の安全保障に関わる問題である。これについて峯陽一（2005）

は、人間の安全保障に関する「突如襲いくる困窮」すなわち、「突発的な欠如」を「ダウン

サイド・リスク」と呼び、これをもたらす「脅威」について、センは特別な焦点を当てて

いると指摘している（注 17）。 

ゆえに、ケイパビリティ・アプローチの視点における貧困の構造分析とは、ある国の各

種貧困の要素の欠如状態がいかなる連鎖的な構造を有し困窮状態にあるのか、そしてどの

ような脅威があるのかを浮き彫りにして、その全体像を明らかにすることである。 

 次項では、本項によって明らかとなったケイパビリティ・アプローチの貧困の測定およ

び貧困の構造分析によって、人間開発の概念をいかにして捉えることができるのかを検討

する。 

 

第 3 項 アマルティア・センのケイパビリティ・アプローチによる国連開発計画の人

間開発の概念の再検討 

第 2 章に述べたように、現在の国際開発援助における主流は国連開発計画の人間開発の

概念であり、その国連開発計画の人間開発の概念による貧困削減政策の具体的目標が、2000

年の国連ミレニアムサミットで提唱された国連ミレニアム開発目標である。この国連ミレ

ニアム開発目標は、上層の“ゴール”、中層の“ターゲット”、下層の“指標”という階層

を成して構成された。これをセンのケイパビリティ・アプローチの視点から再検討してみ

る（注 18）。 

まず上層の“ゴール”からみてみると、国連開発計画は人間開発において基本的なケイ

パビリティ（潜在能力）とは、「健康で長生きをすること」、「教育を受けること」、「人間ら

しい生活水準を享受すること」と定義づけし、2000 年のミレニアムサミットで提唱された

ミレニアム開発目標は「人間開発の基本的な要素であり、それぞれのゴールが人間開発の

過程の重要な各側面と関連している」と述べている。また、これらの基本的なケイパビリ

ティ（潜在能力）とミレニアム開発目標との関係について『人間開発報告書 2003』による

と、ゴールが 1 から 8 まであるがその中で具体的に「健康で長生きをすること」には、ミ

レニアム開発目標のゴール 4 の乳児死亡率を減少させること、ゴール 5 の妊産婦の健康を

向上させること、ゴール 6 の主要な疾病を克服することが含まれるとしている。また、「教
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育を受けること」には、ミレニアム開発目標のゴール 2 の普遍的初等教育を達成すること、

ゴール 3 のジェンダー平等（とくに教育における）を促進し、女性の地位を向上させるこ

とが含まれるとする。さらに、「人間らしい生活水準を享受すること」には、ゴール１の貧

困と飢餓を減少させることが含まれると述べている（注 19）。 

つまり、階層間の関係で述べた、国連ミレニアム開発目標の上層の“ゴール”、中層の“タ

ーゲット”、下層の“指標”という位置づけの中で、国連開発計画の人間開発の概念の基本

的ケイパビリティ（潜在能力）をみてみると、国連開発計画の人間開発の概念の基本的ケ

イパビリティ（潜在能力）は、国連ミレニアム開発目標の“ゴール”よりも上階層に位置

付けられるのである。したがって、階層間の関係で位置付けられる国連開発計画の人間開

発の概念の基本的ケイパビリティ（潜在能力）は、国連ミレニアム開発目標の上層の“ゴ

ール”よりも上階層なる。これを最上層と呼ぶことにすると、国連ミレニアム開発目標の

上層の“ゴール”の上階層として、最上層の国連開発計画の人間開発の概念が示す基本的

ケイパビリティ（潜在能力）を位置付けることができる。 

これについてケイパビリティ・アプローチの視点からみてみると、例えばセンは、前出

（30 ページ）にあるように基本的なケイパビリティ（潜在能力）について「早すぎる死を

回避すること」を挙げている（注 20）。これは、国連開発計画のミレニアム開発目標のいう

ところのゴール４である乳児死亡率を減少させることにあたるので、ミレニアム開発目標

の各“ゴール”はセンのいう基本的なケイパビリティ（潜在能力）にあたる。しかし、こ

れであると国連開発計画の指定した基本的ケイパビリティ（潜在能力）の中に、さらにセ

ンのいう基本的ケイパビリティ（潜在能力）が内在してしまうことになる。つまり、本来、

国連開発計画のいうケイパビリティ（潜在能力）と、センのいうケイパビリティ（潜在能

力）の意味するところは同じであるので、そうであれば両者の基本的ケイパビリティ（潜

在能力）は同義であり、両者の基本的ケイパビリティ（潜在能力）は同格に設定されるべ

きである。しかしながら、現状は同格のものが 1 階層下段に設定されているという、差異

が生じている。ここでの、1 階層下段とは、センのいう基本ケイパビリティ（潜在能力）が、

国連開発計画のいう基本的ケイパビリティの 1 階層下段である、国連ミレニアム開発目標

のゴールとして設定されているということである。 

しかしながら、この差異は次のようにして解決することができる。まず国連開発計画が

さし示す「健康で長生きをする」ことという基本的ケイパビリティは概念的にも、センの

いう「早すぎる死を回避すること」（ミレニアム開発目標ではゴール４の乳児死亡率を減少
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させることにあたる）を包括する広い領域であると考えられる。ゆえに「早すぎる死を回

避すること」（ミレニアム開発目標ではゴール４の乳児死亡率を減少させることにあたる）

は「健康で長生きをする」ことを形成する一部分であるのである。さらに、国連開発計画

は国連ミレニアム開発目標を国連開発計画の人間開発の「基本的な要素」としているので、

国連ミレニアム開発目標の各ゴールは国連開発計画の人間開発の概念の基本的ケイパビリ

ティ（潜在能力）の 3 領域を構成する「基本的な要素」なのである。よって本研究では、

国連ミレニアム開発目標における各“ゴール”を“基本的要素ケイパビリティ（潜在能力）”と

呼ぶことにする。つまり、おのおのの基本的要素ケイパビリティ（潜在能力）は国連開発

計画の人間開発における「健康で長生きをすること」、「教育を受けること」、「人間らしい

生活水準を享受すること」の 3 つの領域である基本的ケイパビリティ（潜在能力）のいず

れかの一部であり、さらに基本的ケイパビリティ（潜在能力）を構成するものである。 

ゆえに、国連開発計画の人間開発の 3 つの基本的ケイパビリティ（潜在能力）である、「健

康で長生きする」、「教育を受ける」、「人間らしい生活水準を享受する」は、各基礎的要素

ケイパビリティ群（ミレニアム開発目標のゴール）の総体を表現しているものと捉えるこ

とができる（注 21）。 

次に前項で説明したケイパビリティ（潜在能力）とファンクショニング（機能）との関

係から、国連ミレニアム開発目標の中層であるターゲットをみてみると、上層のゴールが

ケイパビリティ（基本的要素ケイパビリティ）であるので、ターゲットを各ターゲットの

欠如状態に陥らざるを得ないケイパビリティ（潜在能力）セットを持たない人々の達成さ

れたファンクショニング（機能）として捉えることができよう。そして、各ターゲットは

いくつかの指標を測定することにより表現されるのである。 

 次節では、本節によって明らかとなったケイパビリティ・アプローチの視点による人間

開発の概念の意義づけにより、具体的にミレニアム開発目標を検討する。 

 

 

第 2 節 国連ミレニアム開発目標の定義づけ ―― アマルティア・センのケイパビリ

ティ・アプローチの貧困分析による ―― 

 前節のケイパビリティ・アプローチの視点による国連ミレニアム開発目標の再検討によ

ってえられたミレニアム開発目標の内容を具体的に検討する。ここで、各ゴールと各ター

ゲットをセンのケイパビリティ・アプローチによって表現してみると、次のように定義す
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ることができる（注 22）。 

国連ミレニアム開発目標のゴール 1 は「極度の貧困と飢饉の撲滅」となっているが、こ

れは所得を得る・栄養摂取に関する基礎的要素ケイパビリティ（潜在能力）と定義するこ

とができ、このケイパビリティ（潜在能力）は次の 3 つのターゲットによって把握するこ

とができる。まず、ターゲット 1-A は「2015 年までに、1 日 1 ドル未満で生活する人口の

割合を 1990 年の水準の半数に減少させる」となっているが、これは十分な所得を得るとい

うケイパビリティ（潜在能力）セットを持たない人々の達成されたファンクショニング（機

能） と定義することができる。すなわちこのターゲットは、十分な所得を得るということ

に関する選択肢のない人びとを測定するものであり、「1 日 1 ドル（購買力平価）未満で生

活する人口の割合」、「貧困ギャップ比率」、「国内消費全体のうち、最も貧しい 5 分の 1 の

人口が占める割合」の指標によって測られる。次に、ターゲット 1-B は「女性、若者を含

むすべての人々に、完全かつ生産的な雇用、そしてディーセント・ワーク（働きがいのあ

る人間らしい仕事）の提供を実現する」となっているが、これは適切な雇用機会（就業機

会）を得るというケイパビリティ（潜在能力）セットを持たない人々の達成されたファン

クショニング（機能）と定義することができる。すなわちこのターゲットは、適切な雇用

機会を得るということに関する選択肢のない人びとを計測するものであり、「就業者 1 人あ

たりの GDP 成長率」、「労働年齢人口に占める就業者の割合」、「1 日 1 ドル（購買力平価）

未満で生活する就業者の割合」、「総就業者に占める自営業者と家族労働者の割合」の指標

によって測られる。そして、ターゲット 1-C は「2015 年までに、飢餓に苦しむ人口の割合

を 1990 年の水準の半数に減少させる」となっているが、これは十分な栄養を摂取するとい

うケイパビリティ（潜在能力）セットを持たない人々の達成されたファンクショニング（機

能）と定義することができる。すなわちこのターゲットは、十分な栄養を摂取するという

ことに関する選択肢のない人びとを計測するものであり、「低体重の 5歳未満児の割合」、「カ

ロリー消費が必要最低限のレベル未満の人口の割合」の指標によって測られる。ゴール 1、

ターゲット 1-A からターゲット 1-C、および各指標については表 1 の「国連ミレニアム開

発目標一覧」を参照されたい。 

国連ミレニアム開発目標のゴール 2 は「初等教育の完全普及の達成」となっているが、

これは初等教育を受ける事に関する基礎的要素ケイパビリティ（潜在能力）と定義するこ

とができ、このケイパビリティ（潜在能力）は次のターゲット 2-A によって把握すること

ができる。すなわちターゲット 2-A は「2015 年までに、全ての子どもたちが男女の区別な
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く初等教育の全課程を修了できるようにする」となっているが、これは適切な初等教育を

うけるというケイパビリティ（潜在能力）セットを持たない人々の達成されたファンクシ

ョニング（機能）と定義することができる。したがってこのターゲットは、適切な初等教

育をうけることに関する選択肢のない人びとを計測するものであり、「初等教育における純

就学率」、「第 1 学年に就学した生徒のうち初等教育の最終学年まで到達する生徒の割合」、

「15～24 歳の男女の識字率」の指標によって測られる。ゴール 2、ターゲット 2-A、およ

び各指標については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 

国連ミレニアム開発目標のゴール 3 は「ジェンダー平等推進と女性の地位向上」となっ

ているが、これはジェンダー平等に関する基礎的要素ケイパビリティ（潜在能力）と定義

することができ、このケイパビリティ（潜在能力）は次のターゲット 3-A によって把握す

ることができる。すなわちターゲット 3-A は「可能な限り 2005 年までに、初等・中等教育

における男女格差を解消し、さらに 2015 年までに全ての教育レベルにおける男女格差を解

消する」となっているが、これは適切な地位をえるというケイパビリティ（潜在能力）セ

ットを持たない女性たちの達成されたファンクショニング（機能）と定義することができ

る。したがってこのターゲットは、適切な地位をえるということに関する選択肢のない人

びと（女性たち）を計測するものであり、「初等・中等・高等教育における男子生徒に対す

る女子生徒の比率」、「非農業部門における女性賃金労働者の割合」、「国会における女性議

員の割合」の指標によって測られる。ゴール 3、ターゲット 3-A、および各指標については

表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 

国連ミレニアム開発目標のゴール 4 は「乳幼児死亡率の削減」となっているが、これは

乳幼児育成に関する基礎的要素ケイパビリティ（潜在能力）と定義することができ、この

ケイパビリティ（潜在能力）は次のターゲット 4-A によって把握することができる。すな

わちターゲット 4-A は「2015 年までに 5 歳未満児の死亡率を 1990 年の水準の 3 分の 1 に

削減する」となっているが、これは適切な乳幼児育成をうけるというケイパビリティ（潜

在能力）セットを持たない乳幼児の達成されたファンクショニング（機能）と定義するこ

とができる。したがってこのターゲットは、適切な乳幼児育成をうけるということに関す

る選択肢のない人びと（乳幼児）を計測するものであり、「5 歳未満児の死亡率」、「乳幼児

死亡率」、「はしかの予防接種を受けた 1 歳児の割合」の指標によって測られる。ゴール 4、

ターゲット 4-A、および各指標については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照さ

れたい。 
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国連ミレニアム開発目標のゴール 5 は「妊産婦の健康の改善」となっているが、これは

妊産婦の健康に関する基礎的要素ケイパビリティ（潜在能力）と定義することができ、こ

のケイパビリティ（潜在能力）は次の 2 つのターゲットによって把握することができる。

まず、ターゲット 5-A は「2015 年までに妊産婦の死亡率を 1990 年の水準の 4 分の 1 に削

減する」となっているが、これは適切な死亡回避行動をおこなうというケイパビリティ（潜

在能力）セットを持たない妊産婦の達成されたファンクショニング（機能）と定義するこ

とができる。すなわちこのターゲットは、適切な死亡回避行動をおこなうということに関

する選択肢のない人びと（妊産婦）を計測するものであり、「妊産婦死亡率」、「 医師・助

産婦の立ち会いによる出産の割合」の指標によって測られる。次に、ターゲット 5-B は「2015

年までに、リプロダクティブ・ヘルス（性と生殖に関する健康）への普遍的アクセスを実

現する」となっているが、これは適切なリプロダクティブ・ヘルスケアへのアクセスが、

できるというケイパビリティ（潜在能力）セットを持たない人々の達成されたファンクシ

ョニング（機能）と定義することができる。すなわちこのターゲットは、適切なリプロダ

クティブ・ヘルスケアへアクセスできるということに関する選択肢のない人びとを計測す

るものであり、「避妊具普及率」、「青年期女子による出産率」、「産前ケアの機会」、「家族計

画の必要性が満たされていない割合」の指標によって測られる。ゴール 5、ターゲット 5-A

とターゲット 5-B、および各指標については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照

されたい。 

 国連ミレニアム開発目標のゴール 6 は「HIV／エイズ、マラリア、その他の疾病の蔓延

の防止」となっているが、これは HIV/エイズ、マラリア、その他の疾病から免れることに

関する基礎的要素ケイパビリティ（潜在能力）と定義することができ、このケイパビリテ

ィ（潜在能力）は次の 3 つのターゲットによって把握することができる。まず、ターゲッ

ト 6-A は「2015 年までに HIV／エイズのまん延を食い止め、その後減少させる」となっ

ているが、これは十分（適切）な HIV/エイズ対策をとるというケイパビリティ（潜在能力）

セットを持たない人々の達成されたファンクショニング（機能）と定義することができる。

すなわちこのターゲットは、十分（適切）な HIV/エイズ対策をとるということに関する選

択肢のない人びとを計測するものであり、「15～24 歳の HIV 感染率」、「最後のハイリスク

な性交渉におけるコンドーム使用率」、「HIV／エイズに関する包括的かつ正確な情報を有す

る 15～24 歳の割合」、「10～14 歳の、エイズ孤児ではない子どもの就学率に対するエイズ

孤児の就学率」の指標によって測られる。次に、ターゲット 6-B は「2010 年までに、必要
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とするすべての人々の HIV／エイズの治療への普遍的アクセスを実現する」となっている

が、これは十分(適切）な HIV/エイズの治療へアクセスできるというケイパビリティ（潜在

能力）セットを持たない人々の達成されたファンクショニング（機能）と定義することが

できる。すなわちこのターゲットは、十分(適切）な HIV/エイズの治療へアクセスできると

いうことに関する選択肢のない人びとを計測するものであり、「治療を必要とする HIV 感染

者のうち、抗レトロウイルス薬へのアクセスを有する者の割合」の指標によって測られる。

そして、ターゲット 6-C は「2015 年までに、マラリアおよびその他の主要な疾病の発生を

阻止し、その後、発生率を下げる」となっているが、これは十分(適切)なマラリアおよびそ

の他の主要な疾病対策をとるというケイパビリティ（潜在能力）セットを持たない人々の

達成されたファンクショニング（機能）と定義することができる。すなわちこのターゲッ

トは、十分(適切)なマラリアおよびその他の主要な疾病対策をとることに関する選択肢のな

い人びとを計測するものであり、「マラリア有病率およびマラリアによる死亡率」、「殺虫剤

処理済みの蚊帳を使用する 5 歳未満児の割合」、「適切な抗マラリア薬により治療を受ける 5

歳未満児の割合」、「結核の有病率および結核による死亡率」、「DOTS（短期科学療法を用い

た直接監視下治療）の下で発見され、治療された結核患者の割合」の指標によって測られ

る。ゴール 6、ターゲット 6-A からターゲット 6-C、および各指標については表 1 の「国連

ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 

国連ミレニアム開発目標のゴール 7 は「環境の持続可能性の確保」となっているが、こ

れは環境の持続可能性を確保することに関する基礎的要素ケイパビリティ（潜在能力）と

定義することができ、このケイパビリティ（潜在能力）は次の 4 つのターゲットによって

把握することができる。ターゲット 7-A は「持続可能な開発の原則を各国の政策やプログ

ラムに反映させ、環境資源の喪失を阻止し、回復を図る」となっており、ターゲット 7-B

は「生物多様性の損失を2010年までに確実に減少させ、その後も継続的に減少させ続ける」

となっているが、これら 2 つのターゲットは合わせて、十分(適切）に持続可能な開発をす

るというケイパビリティ（潜在能力）セットを持たない人々の達成されたファンクショニ

ング（機能）と定義することができる。すなわちこのターゲットは、十分(適切）に持続可

能な開発をするということに関する選択肢のない人びとを計測するものであり、「森林面積

の割合」、「二酸化炭素の総排出量、一人当たり排出量、GDP1 ドル（購買力平価）当たり

排出量」、「オゾン層破壊物質の消費量」、「安全な生態系限界内での漁獲資源の割合」、「再

生可能水資源総量の割合」、「保護対象となっている陸域と海域の割合」、「絶滅危機に瀕す
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る生物の割合」の指標によって測られる。次に、ターゲット 7-C は「2015 年までに、安全

な飲料水と基礎的な衛生施設を持続可能な形で利用できない人々の割合を半減させる」と

なっているが、これは十分(適切)な飲料水および衛生施設を継続的に利用するというケイパ

ビリティ（潜在能力）セットを持たない人々の達成されたファンクショニング（機能）と

定義することができる。すなわちこのターゲットは、十分(適切)な飲料水および衛生施設を

継続的に利用するということに関する選択肢のない人びとを計測するものであり、「改良飲

料水源を継続して利用できる人口の割合」、「改良衛生施設を利用できる人口の割合」の指

標によって測られる。そして、ターゲット 7-D は「2020 年までに、少なくとも 1 億人のス

ラム居住者の生活を改善する」となっているが、これはスラムに居住しないようにすると

いうケイパビリティ（潜在能力）セットを持たない人々の達成されたファンクショニング

（機能）と定義することができる。すなわちこのターゲットは、スラムに居住しないよう

にするということに関する選択肢のない人びとを計測するものであり、「スラムに居住する

都市人口の割合」の指標によって測られる。ゴール 7、ターゲット 7-A からターゲット 7-D、

および各指標については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 

このようにケイパビリティ・アプローチの視点から、ミレニアム開発目標の各ゴールを

ケイパビリティ（潜在能力）とし、各ターゲットをファンクショニング（機能）ととらえ

ることは可能であり、これによって、人間開発の概念はケイパビリティ・アプローチの視

点で再構築することができるのである。 

 

第 3 節 国連開発計画の人間開発の概念による貧困の構造分析の構築  

第 1 項 国連ミレニアム開発目標における概要の抽出 

これまで議論してきたケイパビリティ・アプローチの視点から貧困の構造を捉えるため

に、まず『国連ミレニアム開発目標報告』から貧困に関する概要を抽出する。また補足説

明として、各ターゲットから抽出した概要をゴール毎に、特性と要因を系統的に示す図と

してよく用いられるフィッシュ・ボーン方式（特性要因図）を参考に図式化する（注 23）。 

 

1 国連ミレニアム開発目標の所得貧困と飢餓に関するゴールはゴール 1 として「極度の

貧困と飢餓の撲滅」を掲げ、ターゲット 1-A、ターゲット 1-B、ターゲット 1-C の 3 つのタ

ーゲットから構成されている。ゴール 1 については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」

を参照されたい。 
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国連ミレニアム開発目標のターゲット 1-A の具体的目標は、途上国の最低生活水準レベ

ルとして「2015 年までに、1 日 1 ドル未満で生活する人口の割合を 1990 年の水準の半数

に減少させる」ことである。ターゲット 1-A については表 1 の「国連ミレニアム開発目標

一覧」を参照されたい。その中で述べられている概要は以下のとおりである。まず、国連

ミレニアム開発目標のターゲット 1-A が着目している途上国の絶対的貧困層の現状につい

て述べると、2008 年アメリカに端を発したグローバル経済・金融危機によって、元来、と

りわけ経済基盤が脆弱であった途上国は貿易の縮小や外国からの投資が減少し、さらに一

次産品価格の急落などにより国内経済は停滞することとなった。また一方では、世界規模

の食料価格の高騰なども作用して途上国では多くの人々を絶対的貧困に追いやった。絶対

的貧困層は、生活におけるあらゆる選択肢が制限されており、人びとがこの絶対的貧困層

から脱するためには未だに問題が山積しているが、効果的な対策の一側面としては、経済

成長、所得分配、および消費偏在の改善などがあげられる（注 24）。 

次に、国連ミレニアム開発目標のターゲット 1-B の具体的目標は、「女性、若者を含むす

べての人々に、完全かつ生産的な雇用、そしてディーセント・ワーク（働きがいのある人

間らしい仕事）の提供を実現する」ことでる。ターゲット 1-B については表 1 の「国連ミ

レニアム開発目標一覧」を参照されたい。その中で述べられている概要は以下のとおりで

ある。国連はこの報告書の中で、特に途上国を取りまく現状について途上国の経済や景気

は、グローバル経済・金融危機により低迷し企業の能力は剥奪された。そして、この危機

によって失業した雇用労働者や危機のさなかに労働市場に参入した新社会人の多くは、低

収入な個人事業や無給の家族従業といった脆弱な就労環境へと追いやられるのである。こ

のように、グローバル経済・金融危機による経済と労働市場の悪化は途上国の雇用の機会

を減少させ、多くの労働者を脆弱な就労形態へと押しやり、就業しているものの、所得が 1

人当たり 1 ドル 25 セントに満たない世帯で暮らす者の層、いわゆるワーキング・プアの層

を増加させるとしている。さらに、グローバル経済・金融危機による景気の低迷によって

国内総生産が落ち込んだが、その落ち込みが雇用の落ち込みよりも大きいと労働生産性は

低下するのである。このような経済の停滞による労働生産性の低下は、ワーキング・プア

の増加、失業の増加、労働環境の悪化や、女性や若年層の就業状況の悪化につながる。さ

らに HIV/エイズの発症は、成人労働力に対して就業能力の低下や就業意識の低下などの悪

影響をあたえる。上記のような現状により、途上国において脆弱な職業（個人事業主と家

族従業者の合計を指す）に就労する人々は、正規の雇用契約を結んでいないため、ディー
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セント・ワークから得られる恩恵である社会保障や、社会的対話（注 25）のための実効的

メカニズムの活用などを受けることができない。また、低所得や不十分な稼ぎ、低生産性、

基本的な労働権を損なう劣悪な労働条件は、脆弱な就労に多く見られる特徴である。した

がって、脆弱な職業に就いている人びと、たとえばワーキング・プア層は、社会的保護も

セーフティネットもない職に就いており、現状の苦しい時期を乗り切るための十分な貯蓄

もないのである。このような途上国の失業中の人びとやワーキング・プアといった貧しい

人びと（以下、貧しい人びとと呼ぶ。）がディーセント・ワークに就労するためには、ワー

キング・プアをはじめ失業の減少や雇用の増大のための労働環境改善策や、政府による景

気刺激策などによって、経済活動の縮小を抑え失業増大を抑制する対策などが必要で効果

的である（注 26）。 

国連ミレニアム開発目標のターゲット 1-C の具体的目標は、「2015 年までに、飢餓に苦

しむ人口の割合を 1990 年の水準の半数に減少させる」ことである。ターゲット 1-C につい

ては表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。その中で述べられている概

要は以下のとおりである。貧しい人びとを飢餓においやる原因は、貧しい人びとの食料の

入手可能性が低下することや、食料購買力の低下である。これらの要因の背景は、貧しい

人びとを取りかこむ世界的な食糧不足と食料価格の高騰、および貧しい人びとの所得の減

少である。前者の世界的な食糧不足と食料価格の高騰の要因は、世界人口増加、経済成長、

都市化、食生活の変化、食糧作物のバイオ燃料への転用などによる需要の増大および、先

進国での国内向け農業保護政策である。また、後者の貧しい人びとの所得の低下は、途上

国の景気低迷が失業を増加させたことによるものである。さらに、グローバルな経済・金

融危機は、世界的な食糧不足と食料価格の高騰と貧しい人びとの所得の低下にますます拍

車をかけるのである。他方、飢餓による影響をもっとも受けるのは 5 歳未満児である。飢

餓とは慢性的な栄養不良状態のことであり、5 歳未満児の栄養不良を誘発する主な要因は、

食料不足に加えて良質な食料の欠如、安全な水や衛生施設の不足、保健サービスの不足、

劣悪な家庭環境における育児と食餌実践などである。たとえば、衛生施設を持たなければ

屋外排便が行われ、子供の下痢感染につながるのである。また 5 歳未満児の体重不足には、

家庭財産階層別格差と居住地間格差が影響する(注 27)。 

 前述のように、所得を得ること・適切な栄養摂取を得ることに関する国連ミレニアム開

発目標のゴール 1 は、ターゲット 1-A、ターゲット 1-B、ターゲット 1-C によって構成され

る。これら 3 つのターゲットから抽出した概要の構造を捉えるために、特性と要因を系統
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的に示す図としてよく用いられているフィッシュ・ボーン方式（特性要因図）を参考にし

て図式化する。 
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図 2-1-1 国連ミレニアム開発目標 ターゲット 1-A の系統的図式化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-1 にあるように、国連開発計画のターゲット 1-A の目標として 2015 年までに 1

日 1 ドル未満の生活者の割合を 1990 年度の半分にすることが根幹にあるので、図では中

央線の太字の矢印（左向き）で表示できる。この目標につき、現状と対策が必要なことか

ら目標線上の上段に現状、下段に対策を表すことができる。この現状と対策はできるだけ

目標に近づけるべく左向きの斜線の矢印で示される。そこで途上国の現状であるが、1990

年を基準としてみると途上国の多くが、農林水産（第一次産業の製品）が主要産業である

中で国内外の環境変化に関する危機（リスク）とリスクに対する弱さ、脆弱性が存在する。

これは確実な存在として太線で囲まれる。リスクに対する脆弱性の主な要因として、貿易

や外国からの投資の減少と、一次産品価格の急落が上げられる。さらに貿易や外国からの

投資の減少は途上国の国内経済の停滞を招く。また、天候不順や一次産品の輸出・外国市

場の需要の変動は途上国の国内食料価格の高騰や下落をもたらす可能性がある。ただしこ

れらの変動は不確定要素である。そのために図 2-1-1 では点線で囲って表している。 

 次に下段に示されている対策であるが、主要な対策として（経済）成長政策、所得分配

の改善や消費偏在の改善がある。消費偏在とは、所得格差などにより消費が比較的豊かな

ターゲット 1-A 

「2015 年までに、1 日 1 ドル未満
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消費偏在の改善 

所得分配の改善 

成長政策 

経済の停滞 
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人びとが住む都市部に偏在することである。これらの対策は、その時々の環境変化で違っ

てくる。その為、これらの対策には図では点線で囲って示している。 

図 2-1-2 国連ミレニアム開発目標 ターゲット 1-B の系統的図式化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-2 にあるように、国連開発計画のターゲット 1-B の目標として女性や若者を含め

たすべての人びとに、完全かつ生産的で働きがいのある人間らしい仕事の雇用提供を実現

することが根幹にあるので、図では中央線の太字の矢印（左向き）で表示できる。この目

標につき、現状と対策が必要なことから目標線上の上段に現状、下段に対策を表すことが

できる。この現状と対策はできるだけ目標に近づけるべく左向きの斜線の矢印で示される。

そこで途上国の現状であるが、特に 2008 年以降はグローバルな経済危機と金融危機が、

途上国のワーキング・プアを増加させ、失業の増加、労働環境の悪化、そして女性や若年

ターゲット 1-B 

「完全かつ生産的な雇用と、女性や

若者を含め、すべての人々のディー

セント・ワークを達成する」 
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グローバル経済・金融危機 

 

労働生産性低下 

経済の停滞 

 

危機中の新社会

人の低就業・失業 

脆弱な就労環境 

労働市場悪

企業の能力剥奪 
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出典：筆者作成 



- 73 - 

 

層の就業状況の悪化をまねいた。これらは確実な存在として太線へ向かう斜線（左向き）

の矢印で示される。これら途上国の雇用問題の悪化は、労働生産性の低下と経済の停滞に

よってもたらされるので、太線へ向かう斜線（左向き）の矢印で示している途上国の労働

問題の悪化に影響をあたえた要素として細線（左向き）で示す。このような途上国の労働

生産性の低下と経済の停滞は、2008 年のグローバルな経済危機と金融危機によって、途上

国の経済と景気が低迷し、さらに例えば途上国国内の縫製業など労働集約産業による輸出

も先進国の景気低迷によって抑えられ途上国国内の企業の能力は剥奪された。そして、こ

の危機によって失業した雇用労働者や危機のさなかに労働市場に参入した新社会人の多く

は、低収入な個人事業や無給の家族従業といった脆弱な就労環境へと追いやられるのであ

る。ただしこれらの変動は相互の関係が複雑であり画一的に表現することは難しいので不

確定要素として図 2-1-2 では点線で囲って表している。また、HIV/エイズの発症は、成人

労働力に対して就業能力の低下や就業意識の低下などの悪影響をあたえるため、太線へ向

かう斜線（左向き）の矢印で示している途上国の労働問題の悪化に影響をあたえた要素と

して細線（左向き）で示す。 

次に下段に示されている対策であるが、この対策とはワーキング・プアの減少、失業の

減少、そして雇用の増大を目的としているので、太線へ向かう斜線（左向き）の矢印で示

す。そして、この太線へ向かう斜線（左向き）の矢印で示している目標の主要な対策とし

て景気刺激策や労働環境の整備がある。これらの対策は、その時々の環境変化で違ってく

る。その為、これらの対策には図では細線（左向き）で示している。 
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図 2-1-3 国連ミレニアム開発目標 ターゲット 1-C の系統的図式化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-3 にあるように、国連開発計画のターゲット 1-C の目標として 2015 年までに飢

餓に苦しむ人びとの割合を 1990 年度の半分にすることが根幹にあるので、図では中央線

の太字の矢印（左向き）で表示できる。この目標につき、幼児も老人も男性も女性も含め

たあらゆる人びと全体のマクロ的視点にたった現状と、特に影響の大きい 5 歳未満児のミ

クロ的視点に立った現状の分析が必要なことから、目標線上の上段に全体の現状、下段に

5 歳未満児の現状を表すことができる。この全体の飢餓の現状と 5 歳未満児の低体重の現

状はできるだけ目標に近づけるべく左向きの斜線の矢印で示される。幼児も老人も男性も

女性も含めたあらゆる人びと全体が飢餓となってしまう原因は、食料入手可能性の低下と、

食糧購買力の低下であるので、太線へ向かう斜線（左向き）の矢印である飢餓に影響を与

える要素として細線（左向き）の矢印で示す。そして、食料入手可能性の低下や、食糧購
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買力の低下の背景要因は、貧しい人びとを取りかこむ世界的な食糧不足と食料価格の高騰、

および貧しい人びとの所得の減少である。そこでこれら背景要因をそれぞれ、左向きの細

斜線の矢印で示す。さらに世界的な食糧不足と食料価格の高騰の要因は、世界人口増加、

経済成長、都市化、食生活の変化、食糧作物のバイオ燃料への転用などによる需要の増大

および、先進国での国内向け農業保護政策であるので、これらの要因を。細線（左向き）

の矢印で示す。また、貧しい人びとの所得の低下の要因は、途上国の景気低迷が失業を増

加させたことによるものなので細線（左向き）の矢印で示す。グローバルな経済・金融危

機は、世界的な食糧不足と食料価格の高騰と貧しい人びとの所得の低下にますます拍車を

かけるので細線（左向き）の矢印で示す。 

次に下段に示されている 5 歳未満児の低体重の現状であるが、この現状とは 5 歳未満児

栄養不良によってもたらされているので、太線へ向かう斜線（左向き）の矢印である 5 歳

未満児の低体重に影響を与える要素として細線（左向き）の矢印で示す。5 歳未満児の栄

養不良を誘発する主な要因は、食料不足に加えて良質な食料の欠如、安全な水や衛生施設

の不足、保健サービスの不足、劣悪な家庭環境における育児と食餌実践などが挙げられる

ので、これらそれぞれを左向きの細斜線の矢印で示す。さらに、衛生施設不足によって屋

外排便が行われ、子供の下痢感染につながるのであるのでこれらを左向きの細斜線の矢印

で示す。また 5 歳未満児の体重不足には、家庭財産階層別格差と居住地間格差が影響する

のでそれぞれを左向きの細斜線の矢印で示す。 

 

2 国連ミレニアム開発目標の初等教育に関するゴールはゴール 2 として「普遍的な初

等教育の達成」を掲げ国連ミレニアム開発目標ターゲット 2-A を目標としている。これは

「2015 年までに、全ての子どもたちが男女の区別なく初等教育の全課程を修了できるよう

にする」ことを達成することである。ゴール 2、およびターゲット 2-A については表 1 の

「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。その中で述べられている概要は以下の

とおりである。 

国連はこの報告書の中で、教育は、人間のケイパビリティ（潜在能力）の拡大にとって
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不可欠の要素であり、教育を受けることにより人びとが得られるケイパビリティ（潜在能力）の

拡大は、国の成長のために重要である。さらに、教育から得られる恩恵は、HIV 予防やディーセ

ント・ワークへ従事することにもつながる。このような教育の恩恵を受けるためには、まずもっ

て初等教育での退学を阻止し、学校に通い続けさせることが必要である。この学童期における普

遍的な初等教育の実現達成を阻む要因には、次の 4 つがあげられる。まず、①教育費用などの問

題の背景でもある居住地間格差と家庭財産階層別格差という格差があり、十分な教育を受けられ

ないことである。次に、②男児の教育が女児の教育よりも優先されることや健常児の教育が障害

児の教育よりも優先される教育などの社会的および文化的障壁が、学童期の子どもが学校に通え

ない大きな理由の 1 つである。さらに、３グローバル経済・金融危機や人口増加の問題は、政府

の政治的意志や開発パートナーからの支援に打撃を与え教育予算を圧迫するために、教員不足な

ど普遍的な初等教育の実現達成に大きな影響をおよぼしている。また、④エイズ発症による教師

の死亡や、親のエイズ発症にともなう親の世話のための家事や就労などによる退学、というよう

なエイズによる悪影響は、教育の機会を剥奪することになる(注 28)。 

前述のように、初等教育を受けることに関するに関するゴール 2 は、ターゲット 2-A によって把

握される。この概要の構造を捉えるために、フィッシュ・ボーン方式（特性要因図）を参考にし

て系統的に図式化すると図 2-2 のようになる。 

図 2-2 国連ミレニアム開発目標 ターゲット 2-A の系統的図式化 
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出典：筆者作成 
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図 2-2 にあるように、国連開発計画のターゲット 2-A の目標として 2015 年までにすべ

ての子どもたちが、初等教育の全課程を修了することが根幹にあるので、図では中央線の

太字の矢印（左向き）で表示できる。この目標につき、教育の恩恵に関わる現状と教育に

対する支援である対策が必要なことから目標線上の上段に現状、下段に対策を表すことが

できる。この現状と対策はできるだけ目標に近づけるべく左向きの斜線の矢印で示される。 

そこで教育の恩恵の現状であるが、教育を受けることによって人びとは国の成長に寄与

するようになり、さらに HIV 予防やディーセント・ワークに従事することにつながるので、

教育の恩恵が影響を与える要因としてそれぞれ細線（右向き）の矢印で示す。この子ども

たちの初等教育の実現達成を阻む要因は、格差問題、社会的および文化的障壁、エイズ等

の要因があるのでこれらの要因をそれぞれ左向きの細斜線の矢印で示す。さらに格差問題

には居住地間格差と家庭財産階層間格差があるのでこれらをそれぞれ細線（左向き）の矢

印で示す。社会的および文化的障壁には、男児の教育が女児の教育よりも優先されること

や健常児の教育が障害児の教育よりも優先されることがあるのでこれらをそれぞれ細線

（左向き）の矢印で示す。エイズによる悪影響はエイズ発症による教師の死亡や、親のエ

イズ発症による退学につながるのでそれぞれ細線（右向き）の矢印で示す。ここで親のエ

イズ発症による子どもの教育への影響は、親の世話のための家事や就労などがあげられる

のでこれらをそれぞれ細線（左向き）の矢印で示す。 

次に下段に示されている対策であるが、主要な対策として途上国政府の政治的意思、開発

パートナーの支援があるのでこれを左向きの細斜線の矢印で示す。この支援は教育予算な

どによって貢献するので細線（左向き）の矢印で示す。しかしながら 2008 年のグローバ

ルな経済および金融危機や近年の人口増加の問題は、政府の政治的意志や開発パートナー

からの支援に打撃を与え教育予算を圧迫するので、グローバルな経済および金融危機や人

口増加を細線（左向き）の矢印で示す。 

 

3 国連ミレニアム開発目標におけるジェンダーに関するゴールはゴール 3 として「ジ

ェンダーの平等の推進と女性の地位向上」である。このゴールは、国連ミレニアム開発目

標のターゲット 3-A として「可能な限り 2005 年までに、初等・中等教育における男女格

差を解消し、さらに 2015 年までに全ての教育レベルにおける男女格差を解消する」こと

の達成をあげている。ゴール 3、およびターゲット 3-A については表 1 の「国連ミレニア

ム開発目標一覧」を参照されたい。その中で述べられている概要は以下のとおりである。 
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国連はこの報告書の中で、女子の教育上の阻害要因は、干ばつや食料不足によって生活

が成り立たない、武力紛争による教育環境の破壊、貧困、出生届制度の不備による就学年

の認知不足、女性蔑視による子どもの強制労働、教師や親の HIV /エイズ感染による悪影

響などがあげられる。さらに、家庭財産階層別格差と居住地間格差は、女子を教育上にお

いて不利的で困難的な立場においやっている。このような女子の就学や出席率の改善のた

めの諸政策として、遠隔地での分校設置や授業料の廃止、給食の提供、男女別の衛生施設

整備、安全な学校環境の確保、早婚回避の促進などがあげられる。他方、ターゲット 3-A

では、雇用問題における男女格差問題も取り上げている。雇用問題に関する概要は次のと

おりである。女性は多くの途上国において臨時雇いとなっているケースが多く、とりわけ

輸出型産業では多くの女性が臨時雇いされている。このような状況の中で、グローバル経

済・金融危機と一次産品価格高騰は、特に輸出型産業に大きな打撃をあたえ、そこで臨時

雇いとなっている女性の多くが失業するのである。このような経緯によって途上国のフォ

ーマル部門がとりわけ女性の失業者を増加させることになり、女性の多くは自営業者や家

内労働者などのインフォーマル部門である不安定な職種に就くことになる。このように途

上国においては、女性は男性に比べ低賃金で不安定な仕事についていることが多く、さら

に農業が主要産業となっている国々では、大多数の女性が零細農業での無給の家内労働者

かもしくは自営業者として不安定な農業部門の職に就いており、金銭的安定や社会的恩恵

はほぼ得られないのである。また、途上国の女性の登用についてみてみると、現状では女

性が就くことのできる非農業部門の有給雇用は希少であり、なおかつ、企業における幹部

や経営者などのトップレベルの職は男性が圧倒的多数を占めるため、ハイレベル労働者に

女性が少ないのである。ゆえに、こうした希少な非農業部門における有給雇用に女性が就

くためには、労働市場におけるジェンダーの平等確保が求められるのである。このような

ジェンダー格差は公的機関にも存在しているが、たとえば女性の国会議員に占める割合な

どは徐々に上昇しつつある。しかし、この国会議員に占める女性の割合の改善は、もっぱ

ら女性枠やその他の特別措置などによるものである。このように民間部門においても公的

機関においても、ジェンダーの平等というミレニアム開発目標の実現には道のりがかなり

遠いのである(注 29)。 

前述のように、ジェンダー平等に関するゴール 3 は、ターゲット 3-A によって把握され

る。上述のこのターゲットから抽出した概要の構造を捉えるために、フィッシュ・ボーン

方式（特性要因図）を参考にして系統的に図式化すると図 2-3 のようになる。 
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図 2-3 国連ミレニアム開発目標 ターゲット 3-A の系統的図式化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3 にあるように、国連開発計画のターゲット 3-A の目標として初等・中等・高等教

育のすべてレベルにおける男女格差の解消と就業に関する男女格差の解消が根幹にあるの

で、図では中央線の太字の矢印（左向き）で表示できる。この目標につき、女子の教育と

就業に関する障壁や不遇と女性の就業の現状が必要なことから目標線上の上段に障壁や不

遇、下段に現状を表すことができる。この現状と対策はできるだけ目標に近づけるべく左

向きの斜線の矢印で示される。 

そこで女子の教育と就業に関する障壁や不遇であるが、まず女子の教育の障壁として女

子の教育上の不利と困難があるのでこれを、細線（左向き）の矢印で示す。そして、この

女子の教育上の不利と困難には、干ばつ、食料不足、武力紛争、貧困、出生届制度、児童 

ターゲット 3-A 

「できれば 2005 年までに初

等・中等教育において、2015 

年までにすべての教育レベル

で、男女格差を解消する」 

女性の高失業率 

輸出型産業への従事 

（女性の臨時雇い） 

女子の教育上の不利・困難 

格差 

家庭財産階層間格差 居住地間格差 

女性の 

不安定な職業 

インフォーマルな労働者 

グローバル経済・金融危機, 

一次産品価格高騰 

女性の金銭的・ 

社会的恩恵の欠乏 

農業主要産業国での不安

定な農業部門への就業（零

細農業での無給家内労働

者・自営労働者） 

少ない女性の幹部レベル登用 
女性の国会議員

に占める割合の

改善 

女性枠や 

その他特別

措置 

食料不足 

干ばつ 

武力紛争 

貧困 

出生届制度

児童労働 

HIV/エイズ 

分校設置 

給食 

重点的な奨励策 

授業料廃止 

衛生施設

安全な学校環境 

早婚回避 

障
壁
や
不
遇 

現

状 

出典：筆者作成 

男性のトップレベル

雇用（圧倒的多数） 



- 80 - 

 

労働、HIV/エイズ、格差などの要因が挙げられるのでこれらを、細線（左向き）の矢印で

示す。さらに、女子の育上の不利と困難に対する奨励策を左向きの細斜線の矢印で示し、そ

の具体的な施策である、遠隔地での分校設置、授業料の廃止、給食の提供、男女別の衛生施

設整備、安全な学校環境の確保、早婚回避の促進を細線（右向き）の矢印で示す。また、女

性の就業に関する不遇は、近年では途上国の女性の多くは自営業者や家内労働者などのイン

フォーマル部門である不安定な職種に就くことになっているのでこれを、太線へ向かう斜線

（左向き）の矢印で示す。このような女性の就業状況は女性の高失業率によるものなのでこ

れを細線（左向き）の矢印で示す。女性の高失業率にはとりわけ、輸出型産業では多くの女

性が臨時雇いされているという状況があるので、輸出産業に従事する女性の臨時雇いを左向

きの細斜線の矢印で示す。そしてこの、輸出産業に従事する女性の臨時雇いに打撃をあたえ

るグローバルな経済および金融危機を細線（左向き）の矢印で示す。 

次に下段に示されている女性の就業の現状であるが、主要な現状として女性の金銭的およ

び社会的恩恵が欠乏、少ない女性の幹部レベル登用、女性の国会議員に占める割合が改善して

いる現状があるのでこれを左向きの細斜線の矢印で示す。これらにはそれぞれ、女性の金銭

的および社会的恩恵が欠乏しているという現状には農業主要産業国での不安定な農業部門へ

の就業が要因として挙げられ、少ない女性の幹部レベル登用には企業内の幹部や経営者などの

トップレベルの職におおける男性の優勢があげられ、女性の国会議員に占める割合の改善には女

性枠やその他特別措置がなければ改善しないという要因があげられるので、これらそれぞれを

細線（左向き）の矢印で示す。 

 

4 国連ミレニアム開発目標における 5歳未満児の死亡に関するゴールはゴール 4として

「幼児死亡率の引き下げ」である。このゴールはターゲット 4-A として「2015 年までに 5

歳未満児の死亡率を 1990 年の水準の 3 分の 1 に削減する」ことの達成をあげている。ゴー

ル 4、およびターゲット 4-A については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照され

たい。その中で述べられている概要は以下のとおりである。 

国連はこの報告書の中で、途上国の多くの国々は未だに出生率が高いが、5 歳未満児の死

亡率も高いために、次に述べるような原因により 5 歳未満児死亡の絶対数は増加している

現状であるとしている。これらの途上国における 5 歳未満の幼児の死因の約半数は、肺炎、

下痢症、マラリア、エイズの 4 大疾患による。この 5 歳未満の幼児の死因のほとんどは、

予防または治療可能である。5 歳未満の幼児の４疾病のうち、特に死亡率の高い肺炎と下痢
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症については、肺炎球菌性肺炎やロタウイルス胃腸炎のワクチンなど早急に重点的な対策が

必要である。さらに、死因の 4 大疾患は、急性呼吸器疾患向けの抗生物質、下痢症向けの

経口補水、予防接種、マラリア向けの殺虫剤処理済み蚊帳や適切な医薬品の使用などの、安

価な予防と治療措置の導入などで大幅に改善できる。このような死にいたる疾病に、5 歳未

満の幼児が罹病してしまう環境の主な要因の１つとして栄養不良があげられる。ゆえに、5

歳未満の幼児が罹病の危険を避ける手段として適切な栄養確保は欠かせない要素である。な

お、5 歳未満の幼児の死亡のもとになる大きな要素として、居住間格差と母親の教育水準や

出生率が関与していることも欠かせない。また、このターゲットには 5 歳未満の幼児の４

疾病に次ぐものとしてはしかをあげていれる。このはしかは、予防接種によって予防するこ

とができるものの、貧困世帯の子ども、農村部の世帯の子ども、親の教育水準が低い世帯の

子ども、兄姉が多い子どもには、はしかの予防接種率が低い。さらに近年では、途上国への

はしか対策の資金供与は減少しており、この対策資金供与の減少が、はしか関連の死亡率を

上昇させるおそれがある(注 30)。 

前述のように、国連ミレニアム開発目標の乳幼児育成に関するゴール 4 は、ターゲット

4-A によって把握される。この概要の構造を捉えるために、フィッシュ・ボーン方式（特性

要因図）を参考にして系統的に図式化すると図 2-4 のようになる。
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図 2-4 国連ミレニアム開発目標 ターゲット 4-A の系統的図式化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4 にあるように、国連開発計画のターゲット 4-A の目標として 2015 年までに 5 歳

未満児の死亡児の割合を 1990 年度の 3 分の 1 にすることが根幹にあるので、図では中央

線の太字の矢印（左向き）で表示できる。この目標につき、4 大疾病等とはしかの現状が

主な問題なことから目標線上の上段に 4 大疾病等、下段にはしかの現状を表すことができ

る。この 4 大疾病等の現状による幼児の死亡や高死亡率とはしかの現状はできるだけ目標

に近づけるべく左向きの斜線の矢印で示される。そこで幼児の死因である 4 大疾病を細線

（左向き）の矢印で示し、4 大疾病である肺炎、下痢症、マラリア、エイズそれぞれを、

左向きの細斜線の矢印で示す。この 4 大疾病のほとんどは、予防または治療可能であるの

でこれを左向きの細斜線の矢印で示し、具体的な予防法または治療法である予防接種、医

薬品、抗生物質、経口補水、蚊帳を細線（左向き）の矢印で示す。さらに、4 大疾病以外

にも居住間格差と母親の教育水準や出生率が関与しているのでこれらを、細線（左向き）

の矢印で示す。 
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 次に下段に示されているはしかの現状であるが、はしかの主要な対策として予防接種が

あるので、これを左向きの細斜線の矢印で示す。さらにこの予防接種は、貧困、医療整備

の整っていない農村、親の教育水準の低さ、兄や姉の多さに影響を受けるのでこれらを細

線（左向き）の矢印で示す。また近年、途上国へのはしか予防接種等の対策のための資金

供与が減少しているために、はしか関連の死亡率を上昇させるおそれがあるので、はしか

対策資金供与を予防接種に向かう斜線（右向き）の矢印で示す。 

 

5 国連ミレニアム開発目標における妊産婦の健康に関するゴールはゴール 5 として「妊産

婦の健康状態の改善」をあげる。ゴール 5 については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一

覧」を参照されたい。このゴールはターゲット 5-A と、ターゲット 5-B の 2 つのターゲッ

トから構成されている。 

ターゲット 5-A の具体的目標は、「2015 年までに妊産婦の死亡率を 1990 年の水準の 4 分

の 1 に削減する」ことの達成をあげている。ターゲット 5-A については表 1 の「国連ミレ

ニアム開発目標一覧」を参照されたい。その中で述べられている概要は以下のとおりであ

る。  

国連はこの報告書の中で、妊産婦の健康増進すなわち妊産婦の死亡回避には、質の高い

リプロダクティブ・ヘルス・サービス（性と生殖に関する健康サービス）、健康診断やアド

バイスなど一連の時宜にかなった措置や、熟練医療従事者の介助による安全な出産の確保

が必要であるとしている。しかしながら現実は、途上国における妊産婦は未だにリスクの

高い出産に臨まなければならない状況であり、上のような処置を施せば出産時における危

険性のほとんどは回避可能であるはずなのである。このような妊産婦の死亡の主な要因は、

まず大量出血と高血圧症であり、次いでマラリア、HIV／エイズ、心臓病などといった間接

的原因となる病名がつづく。さらに閉塞性分娩、麻酔または帝王切開による合併症や、子

宮外妊娠などのその他の直接的原因があげられる。このように女性の安全な出産の確保が

提供されなかった結果、多くの命が失われてしまうということは、いまだに社会での女性

の地位が低いことを意味している (注 31)。 

ターゲット 5-B の具体的目標は、「2015 年までに、リプロダクティブ・ヘルス（性と生

殖に関する健康）への普遍的アクセスを実現する」ことの達成をあげている。ターゲット

5-B については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。その中で述べられ

ている概要は以下のとおりである。国連はこの報告書の中で、リプロダクティブ・ヘルス
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は、性と生殖に関する健康へのアクセスから疎外されやすい女性を保護することを目的と

している。妊婦に対する熟練医療従事者による産前ケア（少なくとも 1 回）は、途上国の

妊産婦においてはことさら重要なケアとなるが、このケアを受けることができる女性の割

合には、家庭財産階層別格差と居住地間格差が大きく影響しているとしている。また、こ

の産前ケアを含むリプロダクティブ・ヘルス・サービスの利用では、未成年女性はそのサ

ービスを受けられないという成人女性よりも一層の困難を強いられ、他方、貧困（低所得）

と教育の欠如は未成年者の出生率を高くするのである。他方、リプロダクティブ・ヘルス

ではおのおのの家庭の事情に合った計画的な子作りを目的とする家族計画も重要な側面と

して扱う。例えば、近代的避妊手段を利用しやすくすることなどの家族計画を女性に流布

し理解させることにより、妊婦の健康は改善され死亡者数も削減できる可能性があるので

ある。また、家族計画は短い間隔での妊娠や未成年の妊娠を防ぐことも目的としており、

これにより女性や女児の健康を改善し、産まれてくる子どもの出生時やその後の生存確率

を高めることにつながるのである。このようにこの家族計画の普及は女性の健康改善に貢

献するだけでなく、ひいては合計特殊出生率の減少に大きな役割を担っているのである。

しかしながら、家族計画サービスの普及（避妊手段の利用率）には、未だに居住地間格差

や、家庭財産階層別格差、さらに教育格差の障害が存在するのである。このように、リプ

ロダクティブ・ヘルス・サービスは女性の健康や、さらに人口問題につながる重要な役割

を担うものの、この分野における援助額は未だに低水準である。したがって、家族計画向

けのサービスと用品を提供するための資金不足（援助資金不足）は、女性のリプロダクテ

ィブ・ヘルス改善を阻害する重大な要素である(注 32)。 

前述のように、国連ミレニアム開発目標の妊産婦の健康に関するゴール 5 は、ターゲッ

ト 5-A、ターゲット 5-B によって構成される。この概要の構造を捉えるために、フィッシュ・

ボーン（特性要因図）を参考にして系統的に図式化するとターゲット 5-A は図 2-5-1 のよう

になり、ターゲット 5-B は図 2-5-2 のようになる。 
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図 2-5-1 国連ミレニアム開発目標 ターゲット 5-A の系統的図式化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：筆者作成 

 

図 2-5-1 にあるように、国連開発計画のターゲット 5-A の目標として 2015 年までに妊

産婦の死亡者の割合を 1990 年度の 4 分の 3 に引き下げることが根幹にあるので、図では

中央線の太字の矢印（左向き）で表示できる。この目標につき、医療機会と妊産婦死亡の

要因の把握が必要なことから目標線上の上段に医療機会、下段に妊産婦死亡の要因を表す

ことができる。この医療機会と妊産婦死亡の要因はできるだけ目標に近づけるべく左向き

の斜線の矢印で示される。そこで医療機会の目的であるが、ここでの医療機会の目的は女

性の安全な出産の確保で死亡の回避可能することであるので、これを細線（左向き）の矢

印で示し、その具体的内容は、質の高いリプロダクティブ・ヘルス・サービス、健康診断

やアドバイスなど一連の時宜にかなった措置や、熟練医療従事者の介助による安全な出産

の確保であるので、これら 3 つの要因を左向きの細斜線の矢印で示す。 

 次に下段に示されている妊産婦死亡の要因であるが、主要な要因として多量出血や高血
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圧、間接的要因、その他直接的要因がありこれらを左向きの細斜線の矢印で示す。さらに

間接的要因で挙げられるマラリア、HIV／エイズ、心臓病などと、その他直接的要因で挙

げられる閉塞性分娩、麻酔または帝王切開による合併症や、子宮外妊娠を、左向きの細斜

線の矢印で示す。 

 

図 2-5-2 国連ミレニアム開発目標 ターゲット 5-B の系統的図式化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：筆者作成 

 

 図 2-5-2 にあるように、国連開発計画のターゲット 5-B の目標として 2015 年までに性

と生殖に関する健康すなわち、リプロダクティブ・ヘルスを完全普及することが根幹にあ

るので、図では中央線の太字の矢印（左向き）で表示できる。この目標につき、保健と医

療環境の現状と家族計画が必要なことから目標線上の上段に保健と医療環境の現状、下段

に家族計画を表すことができる。この保健と医療環境の現状をあらわす熟練量従事者によ

具体的目標 ターゲット 5-B 
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る産前ケア、未成年女性のリプロダクティブ・ヘルス・サービスの利用の困難さ、未成年

者の高い出生率と、家族計画はできるだけ目標に近づけるべく左向きの斜線の矢印で示さ

れる。そこで途上国の保健と医療環境のであるが、熟練量従事者による産前ケアには格差

があるのでこれを細線（左向き）の矢印で示す。さらにこの格差とは家庭財産階層間格差

と居住地間格差であるのでこれら 2 つを左向きの細斜線の矢印で示す。また、未成年者の

高い出生率には所得貧困と教育の欠如が影響を与えるのでこれらを細線（左向き）の矢印

で示す。 

 次に下段に示されている家族計画であるが、家族計画は妊婦の健康改善と短間隔での妊

娠および未成年の妊娠を防ぐことを目的とするのでこれら 2 つを細線（左向き）の矢印で

示す。妊婦の健康改善には近代的避妊手段が必要であるのでこれを左向きの細斜線の矢印

で示す。しかしこの近代的避妊手段の利用には格差があるので格差を細線（左向き）の矢

印で示し、格差の具体的内容である居住地間格差、家庭財産階層間格差、教育格差を左向

きの細斜線の矢印で示す。また家族計画が充足されることによって合計特殊出生率の減少

と妊産婦死亡の削減および出産時の子どもの高生存確率につながるのでこれらを、それぞ

れ細線（右向き）の矢印で示す。 

 

6 国連ミレニアム開発目標における疾病の蔓延防止に関するゴールはゴール 6 として

「HIV/エイズ、マラリア、その他の疾病のまん延防止」である。ゴール 6 については表 1

の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。このゴールはターゲット 6-A、ター

ゲット 6-B、ターゲット 6-C の 3 つのターゲットから構成されている。 

ターゲット 6-A の具体的目標は、「2015 年までに HIV／エイズのまん延を食い止め、

その後減少させる」ことである。ターゲット 6-A については表 1 の「国連ミレニアム開発

目標一覧」を参照されたい。その中で述べられている概要は次のとおりである。国連はこ

の報告書の中で、現在においても世界最大の死因である HIV／エイズの罹病に懸念を抱き、

そのまん延防止に着目している。新規 HIV 感染者数は、予防プログラムなどの改善により

減少傾向にあるものの、HIV 感染者は抗レトロウイルス療法の効果により延命しているの
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で、結果的に HIV 感染者数は増大しているとする。HIV の感染を阻止するためには、ま

ず HIV の感染予防法を理解することから始めなければならない。そしてこれは特に成人の

新規 HIV 感染者数の多い 15 歳から 24 歳の若者にとって重要になっている。HIV 感染

予防法の啓蒙は新規感染の防止にとって重要であるものの、15 歳から 24 歳の若者の HIV 

予防に関する知識には、男女間格格差、家庭財産階層別格差、および居住地間格差が大き

く影響している。HIV 感染を避けるためには、HIV 感染予防のための知識ばかりでなく、

さらに予防のための行動が伴わなければならない。コンドームは HIV 感染の予防に大きな

役割を果たすが、一部の国々ではコンドームの使用に関して適切な政策と施策によって使

用率の改善がみられるものの、大半の途上国における大多数の若者は、HIV 感染リスクの

高い性交渉においてコンドームを使用していない現実がある。また、コンドームの使用率

には、男女間格格差、家庭財産階層別格差、居住地間格差などによる影響がみられるとす

る。さらに、HIV に関する知識と予防行動の間の大きなギャップには、文化的習慣が障壁

となる場合がある。たとえば、早婚の習慣は結婚した女児を危険にさらす場合がある。早

期の性交渉（15 歳までに）を開始した若い女性は HIV 感染のリスクが高いためである。

また、女性蔑視などによる性暴力は HIV 感染のまん延の 1 つにつながってしまう。この

性暴力に関しては、性暴力を犯罪として処罰する法律の制定および執行が 1 つの解決策と

なる。他方、エイズの発症は、時に感染者ばかりでなく感染者の家族にまで悪影響を及ぼ

す場合がある。その一例が、エイズ孤児（エイズにより片親または両親を失った子ども）

の問題である。エイズ孤児は、屈辱感や差別に苦しみ教育や住居などの基本的サービスを

受けることもできず、遊ぶ機会さえも無い。さらにエイズ孤児は、健康・教育・保健面で

劣悪な状況におかれている場合がある。さらにエイズ孤児は、栄養不良に陥ってしまった

り、罹病の危険性が高まったり、児童労働や虐待、ネグレクトに会ったり、性的搾取の餌

食となったりしてしまう可能性が高くなる。これらの劣悪な状況は、いずれもエイズ孤児

自らが HIV に感染するリスクを高めるのである(注 33)。 

ターゲット 6-B の具体的目標は、「2010 年までに、必要とするすべての人々の HIV／

エイズの治療への普遍的アクセスを実現する」である。ターゲット 6-B については表 1 の

「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。その中で述べられている概要は以下の

とおりである。国連はこの報告書の中で、新規 HIV 感染率は HIV/エイズの治療の拡大を

大きく上回っており、保健・医療サービスへのアクセス拡大などによる予防と治療措置の

両方を緊急に強化する必要性があるのであるとする。とりわけ治療に関して HIV 感染者の
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治療には抗レトロウイルス治療が必要であり、この治療を受けることができる患者の割合

は幸いにも今日若干の改善傾向が見られるが、抗レトロウイルス治療を必要とする患者の

数は今後さらに増加すると予測している。HIV/エイズの治療においては、子どもの HIV/

エイズの治療も重要視されているが、子どもの HIV 感染は、胎児時における子宮内や出産

時に、さらには出産後の母乳の授乳時に母子感染しているのである。しかし、このような

子どもの HIV 母子感染は妊婦に対する抗レトロウイルス治療により大幅に改善可能でき

るのであるとする(注 34)。 

ターゲット 6-C の具体的目標は、「2015 年までに、マラリアおよびその他の主要な疾

病の発生を阻止し、その後、発生率を下げる」ことである。ターゲット 6-C については表

1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。その中で述べられている概要は以

下のとおりである。国連はこの報告書の中で、マラリア対策はミレニアム開発目標の他の

目標の達成に関与する中心的な役割を担うため、マラリア対策への関心や資金供与は大幅

に高まり、予防と治療のための不可欠な施策は加速されたとしている。各国はまた、より

有効なアルテミシニン併用療法など（注 35）の活用などの利用を拡大することで、より適

切な治療を展開している。このように、外部資金（資金供与）はマラリアの発生率・死亡

者数の削減に役立っているものの、マラリア発生率の減少という目標達成のためにはさら

なる追加的支援が必要であり、依然として外部援助に依存しているのが実態であるとする。

このマラリアの発生を阻止するためには、予防が最も重要な手段である。マラリアはマラ

リア病原虫を媒介するハマダラカによって感染するので、殺虫剤処理済み蚊帳によってマ

ラリア感染を避けることができる。しかしながら、この殺虫剤処理済み蚊帳の利用には家

庭財産階層別格差が立ちはだかる。さらに、こうしたマラリア感染から免れるための手段

を講ずることができず感染してしまうと、身体が病原菌によってむしばまれ、発熱やさま

ざまな合併症によって死に至ってしまうケースがある。成人の場合は、マラリアの発症に

よって命に別状がなかったとしても数日間から数週間働けなくなってしまうのである。と

りわけ子供のマラリア発症は死に至るケースが多く、マラリアによる致命的合併症を予防

するための迅速かつ効果的な治療が必要である。マラリアの症例と死亡者数の激減は、5

歳未満の子どもの全死因による死亡者数の激減にも反映されるので、集中的なマラリア対

策の実施が、ミレニアム開発目標 4（2015 年までに幼児死亡率を 3 分の 2 に引き下げる）

を達成できる可能性の手がかりともなる。しかしながら、子どものマラリア治療薬投与に

は、居住地間格差と家庭財産階層別格差が大きく影響しているとする。次に、ターゲット 
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6-C は今なお HIV/エイズ に次ぐ第 2 の死因である結核の発症も重視している。とりわけ

結核による死亡者のうち約半数は HIV 感染者であり、抗レトロウイルス治療を受けられな

かった人びとである。途上国全体でみるとこの結核の有病率と死亡率は未だに高く、結核

による死亡を減少させるためには結核対策とこれに対する内外の資金供与の維持が重要と

なる（注 36）。 

前述のように、国連ミレニアム開発目標における HIV/エイズ、マラリア、その他の疾病

から免れることに関するゴール 6 は、ターゲット 6-A、ターゲット 6-B、ターゲット 6-C

からなる。この 3 つのターゲットの概要の構造を捉えるために、フィッシュ・ボーン方式

（特性要因図）を参考にして系統的に図式化すると図 2-6-1、図 2-6-2、図 2-6-3 となる。 

図 2-6-1 国連ミレニアム開発目標 ターゲット 6-A の系統的図式化 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

図 2-6-1にあるように、国連開発計画のターゲット 6-Aの目標として 2015 年までに HIV/

エイズのまん延を阻止することが根幹にあるので、図では中央線の太字の矢印（左向き）

で表示できる。この目標につき、現状と予防行動が必要なことから目標線上の上段に現状、

下段に予防行動を表すことができる。この現状を示す HIV 感染者、エイズ孤児と予防行動

具体的目標 ターゲット 6-A 

「2015 年までに HIV／エイズの

まん延を阻止し、その後、減少さ

せる」 

エイズ孤児 

健康・教育・保健面での環境劣悪 

 HIV感染者 

新規 HIV 感染者減 

HIV 感染者増 

抗レトロウイルス

療法の延命効果 
HIV 感染リスクの増大 

栄養不良 

 疾病 

 児童労働 

 虐待 

 ネグレクト 

性的搾取 

 

HIV感染リスクの減少 

HIV 予防理解・知識 

格差 

予防行動 

 

男女間格差 

 

格差 
早婚・早期性交渉 

性暴力 

法律 

予防プログラム 

 

教育 
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居住地間格差 

 

現

状 

予

防

行

動 

文化的習慣 
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家庭財産階層間格差 
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コンドーム使用 

出典：筆者作成 

適切な政策と施策 
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はできるだけ目標に近づけるべく左向きの斜線の矢印で示される。そこで途上国の現状で

あるが、HIV 感染者の現状は新規 HIV 感染者が減少しているものの HIV 感染者は増加し

ている。これら 2 つの要因を細線（左向き）の矢印で示し、新規 HIV 感染者の減少へ貢

献している予防プログラムと、HIV 感染者の増加に影響を与える抗レトロウイルス治療に

よる延命効果を左向きの細斜線の矢印で示す。またエイズ孤児は HIV 感染リスクが大きい

ということを左向きの細斜線の矢印で示す。そしてエイズ孤児がおかれている健康や教育

や保健面での劣悪な環境を左向きの細斜線の矢印で示し、その具体的内容である栄養不良、

疾病、児童労働、虐待、ネグレクト、性的搾取を細線（左向き）の矢印で示す。 

 次に下段に示されている予防行動であるが、これには格差、HIV 予防理解と知識、HIV

感染リスクの減少が影響を与えるのでこれらを細線（左向き）の矢印で示す。格差とは男

女間格差、家庭財産階層間格差、居住地間格差があるのでこれら 3 つを左向きの細斜線の

矢印で示す。HIV 予防理解と知識には教育が影響を与えるので左向きの細斜線の矢印で示

す。HIV 感染リスクの減少にはコンドーム使用が必要であるのでこれを左向きの細斜線の

矢印で示す。コンドーム使用は適切な政策と施策によって改善するものの、使用率には格

差があるので、これら 2 つを細線（左向き）の矢印で示す。格差とは男女間格差、家庭財

産階層間格差、居住地間格差があるのでこれら 3つを左向きの細斜線の矢印で示す。また、

HIV 感染リスクの減少には文化的な習慣が障壁となるのでこれを左向きの細斜線の矢印

で示す。ここでの文化的習慣とは、早婚による早期性交渉と性暴力であるのでこれら 2 つ

を細線（左向き）の矢印で示す。この性暴力に関しては法律による処罰が解決策の 1 つで

あるのでこれを左向きの細斜線の矢印で示す。 
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図 2-6-2 国連ミレニアム開発目標 ターゲット 6-B の系統的図式化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6-2にあるように、国連開発計画のターゲット 6-Bの目標として 2010年までにHIV/

エイズの治療の普遍的アクセスの実現することが根幹にあるので、図では中央線の太字の

矢印（左向き）で表示できる。この目標につき、医療機会が必要なことから目標線上の上

段に医療機会を表すことができる。この医療機会である医療や保健サービスへのアクセス

はできるだけ目標に近づけるべく左向きの斜線の矢印で示される。そこで途上国の現状で

あるが、保健・医療サービスへのアクセス拡大などによる予防と治療措置の強化が急務で

あるので、これら 2 つを細線（左向き）の矢印で示す。治療措置の 1 つとして子どもの

HIV/エイズの治療も重要視されており妊婦に抗レトロウイルス治療を施すことによって

母子感染の防止に努めているので、これら一連の流れをそれぞれ左向きの細斜線の矢印で

示す。 

 

 

 

 

 

具体的目標 ターゲット 6-B 

「2010 年までに、必要とするすべ

ての人々は誰もが HIV／エイズの
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出典：筆者作成 
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図 2-6-3 国連ミレニアム開発目標 ターゲット 6-C の系統的図式化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6-2 にあるように、国連開発計画のターゲット 6-C の目標として 2015 年までに、

マラリアおよびその他の主要な疾病の防遏（ぼうあつ）が根幹にあるので、図では中央線

の太字の矢印（左向き）で表示できる。この目標につき、マラリアと結核の両者の現状の

把握が必要なことから目標線上の上段にマラリア、下段に結核を表すことができる。この

マラリアと結核はできるだけ目標に近づけるべく左向きの斜線の矢印で示される。そこで

途上国の現状であるが、マラリアの発症には蚊帳による予防と治療薬投与が必要であるの

で、マラリア発症を細線（左向き）の矢印で示し、蚊帳による予防と治療薬投与の２つを

それぞれ左向きの細斜線の矢印で示す。しかしながら治療薬投与には家庭財産階層間格差

と居住地間格差があるので、これらを細線（左向き）の矢印で示す。マラリア対策には外

部資金による対マラリアのための不可欠な政策とより効果的な戦略が必要であるので、外 

具体的目標 ターゲット 6-C 

「2015 年までに、マラリアその他

の主要な疾病の発生を阻止し、その

後、発生率を下げる」 
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蚊帳による予防 
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居住地間格差 

5 歳未満幼児死亡率 
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出典：筆者作成 
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部資金を左向きの細斜線の矢印で示し、不可欠な政策とより効果的な戦略を細線（左向き）

の矢印で示す。またマラリアの悪影響は成人労働力と 5歳未満幼児死亡率につながるので、

それらの要因に悪影響を与えるという意味で細線（右向き）の矢印で示す。 

次に下段に示されている結核であるが、結核対策には援助資金供与が大きく貢献するので、

結核を細線（左向き）の矢印で示し、援助資金供与を左向きの細斜線の矢印で示す。 

 

7 国連ミレニアム開発目標における環境に関するゴールはゴール７として「環境の持続

可能性の確保」である。ゴール 7 については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参

照されたい。ターゲット 7-A、ターゲット 7-B、ターゲット 7-C、ターゲット 7-D の 4 つの

ターゲットから構成されている。 

ターゲット 7-A の具体的目標は、「持続可能な開発の原則を各国の政策やプログラムに反

映させ、環境資源の喪失を阻止し、回復を図る」ことである。ターゲット 7-A については

表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。その中で述べられている概要は

以下のとおりである。国連はこの報告書の中で、地球規模での環境問題の懸念事項は、森林

破壊および二酸化炭素の排出量増加の問題であるとする。このうち、森林破壊は主として熱

帯雨林の農地転用によるものであり、主に途上国で進んでいる。他方では、1 人当たり年間

二酸化炭素排出量は依然として先進国が多くなっている現状であるとしている。とりわけ

2008 年の二酸化炭素排出は、グローバル経済・金融危機の影響により世界全体の増加率が

低下し、さらに 2008 年から 2009 年の二酸化炭素排出量は引き続き減少した可能性がある

ものの、排出量の減少は短期間であろうと考えることができるとする。今後の景気の回復に

よっては、二酸化炭素の排出量も回復の度合いに応じて増加すると考えらえるからであると

している。近年のように環境問題が注目される以前から、環境問題は国際的な問題としてし

ばしば注目され、さまざまな対策が取られてきた。その主だったものの１つが、かつてオゾ

ン層破壊物質の段階的廃絶を目的としたモントリオール議定書である。1987 年に採択され

たモントリオール議定書によるオゾン層保護の成功は、気候変動対策の実施が可能であるこ

とを立証したとする。このモントリオール議定書とその根拠となる 1985 年のウィーン条約

による対策が講じられなければ、大気中のオゾン層破壊物質濃度は増え、オゾン層破壊によ

り太陽の紫外線放射の暴露による皮膚がん患者数は 2000 万人、白内障患者数は 1 億 3000

万人も増大していた公算が高く、また人間の免疫系や野生生物、農業にも被害が及んでいた

可能性があるとする(注 37)。 
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ターゲット 7-B の具体的目標は、「生物多様性の損失を 2010 年までに確実に減少させ、

その後も継続的に減少させ続ける」ことである。ターゲット 7-B については表 1 の「国連

ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。その中で述べられている概要は以下のとおりで

ある。国連はこの報告書の中で、生物多様性の損失が続けば、生物種の損失は続き、生態系

の劇的な変化が起こり、社会にとっての恩恵が次に述べるような内容で目減りするリスクが

高まるとしている。この生物多様性損失の主な要因は、ハイペースの消費、生息地の損失、

外来種の侵入、汚染、気候変動などである。生物多様性は、人間が生態系サービスから得ら

れる恩恵の重要な要所であり、最貧層の多くを含む世界の数十億人の人間は、その生計や生

存を動植物の多様性に直接依然しているため、人間の基本的生活にとってとても重要である。

生態系の著しい悪化としての生物多様性の損失は、貧困層をいっそう弱い立場においやって

しまうので、貧困や飢餓、保健に関するものなど、その他のミレニアム開発目標の達成に向

けた取組みにも支障を来たす。また生態系の保護に関して、絶滅のおそれのある生物種の重

要な生息地の保護は不十分であり、絶滅の危機に直面している生物種数の激減は、特に途上

国で進んでいるとしている。とりわけ世界の漁場での乱獲は一段落したものの、一部の漁業

資源の割合は減少を続けているため、漁業の悪影響は拡大しており、未だに持続可能な漁獲

量の確保に向けた課題は山積している現状なのであると述べる(注 38)。 

ターゲット 7-C の具体的目標は、「2015 年までに、安全な飲料水と基礎的な衛生施設を

持続可能な形で利用できない人々の割合を半減させる」ことである。ターゲット 7-C につ

いては表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。その中で述べられている

概要は以下のとおりである。国連はこの報告書の中で、安全な飲料水を利用する人々の割合

は、世界全体で見ると改善傾向がみられるものの、依然として途上国国内では安全な飲料水

利用には居住地間格差が内在しているとしている。近年の世界的な農業や製造業の活動拡大

は水の需要を増大させ、さらに地表水や地下水の汚染をも進めているのである。そればかり

でなく、とりわけ途上国においては、無機ヒ素や、フッ化物などの自然発生物質による汚染

問題が安全な水の供給を脅かしているとしている（注 39）。 

他方、衛生施設の普及・利用は、依然として途上国全体において改善が大幅に遅れており、

改良衛生施設普及率には居住地間隔格差および家庭財産階層別格差が影響するとしている。

衛生施設が利用できない場合、人びとは屋外排便という手段を取らざるを得ないが、衛生実

践において屋外排便は、人間の健康にとって最大の脅威である。未だに多くの人々が屋外排

便しているという事実は、「人間の尊厳に対する侮辱」なのである（注 40）。さらに屋外排
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便は、病気の糞口感染の根本的原因であるため、とりわけ幼児にとっては致命的リスクとな

りうるのである。これは、屋外排便による糞口感染が主に下痢症の原因となって、成長阻害

や栄養不良につながることで、子どもの死亡率に多大な影響を与えるからである。このよう

に衛生実践の改善にとって最大の問題である屋外排便をやめさせるためには、必要な衛生施

設を普及させるための政治的なコンセンサスや取組が必要であるとしている。安全な飲料水

へのアクセスおよび衛生施設の普及・利用の促進は、公衆衛生、ジェンダーの平等、貧困削

減、および経済成長にも大きく寄与するとされている。それにもかかわらず、家計や ODA

の予算配分において相対的に優先度が低く、もっとも困窮した人々が促進対策の対象外にさ

れていることが多々あるとされている（注 41）。 

ターゲット 7-D の具体的目標は、「2020 年までに、少なくとも 1 億人のスラム居住者の

生活を改善する」ことである。ターゲット 7-D については表 1 の「国連ミレニアム開発目

標一覧」を参照されたい。その中で述べられている概要は以下のとおりである。国連はこの

報告書の中で、スラム居住者の生活改善には、各国政府や地方自治体がスラム環境の改善に

真剣に取り組むことが必須であるとする。過去 10 年のあらゆる施策によってこれまでに２

億人を越えるスラム居住者が、改良水源をはじめ衛生施設または持続可能で低密集度の住宅

を手に入れることができたが、これによって数百万人が貧困、病気および非識字率を抜け出

せる可能性が強まってきたのである。しかしながら、世界の途上国全体の都市人口に占める

スラム人口の割合は減少傾向にあるものの、スラム人口の絶対数は増加傾向にある。途上国

における都市部や大都市圏での増大する貧困層の生活改善のためには、一層の努力の積み重

ねが必要となるのであるとしている。2008 年アメリカに端を発したリーマンショックは、

グローバルな経済・金融危機に発展した。途上国もそのあおりを受けてスラム環境で暮らす

都市部の人びとは、基本的サービスが欠如したり、健康に対して深刻な脅威が生じたりする

ケースが多くなっている。途上国においてインフォーマルな居住地へ人びとが流入してしま

う過程には、行政の未成熟が作用しているケースがあげられる。これらは行政の 4 大過失

と言われる。①土地所有権と安定した土地保有形態提供の欠如、②貧困層向け住宅補助金の

減額、③低所得者向けの住宅の建設用地の不備、④土地や財産投機への規制能力の欠如であ

り、これらによって正規の住宅取得が困難であるといったような住宅危機の悪化を助長して

いるケースも多い。また、低所得状況下における地価高騰は、ワーキング・プア等にとって

事実上、土地所有の可能性を剥奪されている状態であり、都市部スラム問題が深刻化するの

である。途上国全体の中においてスラム居住率は、とりわけサハラ以南アフリカでは高止ま 
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りを続けており、紛争被害国では上昇している(注 42)。 

前述のように、環境の持続可能性を確保することに関するゴール 7 は、ターゲット 7-A、

ターゲット 7-B、ターゲット 7-C、ターゲット 7-D によって構成される。これら 4 つのタ

ーゲットから抽出した概要の構造を捉えるために、フィッシュ・ボーン方式フィッシュ・

ボーン方式（特性要因図）を参考にして系統的に図式化するとそれぞれ、図 2-7-1、図 2-7-2、 

図 2-7-3、図 2-7-4 のようになる。 

 

 

図 2-7-1 国連ミレニアム開発目標 ターゲット 7-A の系統的図式化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

図 2-7-1 にあるように、国連開発計画のターゲット 7-A の目標として環境資源の損失の

阻止と回復することが根幹にあるので、図では中央線の太字の矢印（左向き）で表示でき

る。この目標につき、悪影響を与えるものと過去の成功対策例が必要なことから目標線上

具体的目標 ターゲット 7-A 

「持続可能な開発の原則を各国の政

策やプログラムに反映させ、環境資源

の喪失を阻止し、回復を図る」 

森林破壊 

途上国 

1 人当たり CO2 排出量 

先進国 

気候変動対策実施は可能 ウィーン条約・モントリオール

議定書の成功により回避 

 

オゾン層破壊物質の段階的廃絶 

太陽の紫外線 

（暴露） 

 

オゾン層（破壊） 

皮膚がん 

白内障 

免疫系 

野生生物 農業 

人間(疾病) 

農地転用 

悪
影
響
を
与
え
る
も
の 

過

去

の

成

功

対

策

例 

出典：筆者作成 
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の上段に現状、下段に対策を表すことができる。この悪影響を与えるものを表す森林破壊

および、1 人当たり CO2 排出量と、過去のオゾン層の保護における成功対策例はできるだ

け目標に近づけるべく左向きの斜線の矢印で示される。そこで悪影響を与えるものの現状

であるが、森林破壊は主に途上国で進んでおりその原因は農地転用にあるので、途上国を

細線（左向き）の矢印で示し、この原因である農地転用を左向きの細斜線の矢印で示す。

また 1 人当たり年間二酸化炭素排出量は、依然として先進国が多くなっている現状がある

ので先進国を細線（左向き）の矢印で示す。 

 次に下段に示されている過去のオゾン層の保護における成功対策例であるが、オゾン層

破壊による主な悪影響としてとして、人間の疾病、野生生物や農業への被害がある。よっ

てこれら 3 つの要素への悪影響を与えることを意味して右向きの細斜線の矢印で示す。ま

たこの人間の疾病とは、皮膚がんや白内障や免疫系への被害であるのでこれら 3 つをそれ

ぞれ細線（右向き）の矢印で示す。これらの悪影響は、その時々の環境変化で違ってくる。

その為、これらの悪影響には図では点線で囲って示している。この点線で囲まれているオ

ゾン層破壊による悪影響は、1987 年のモントリオール議定書とその根拠となる 1985 年の

ウィーン条約によって免れたわけであるので気候変動対策の実施は可能なのである。そこ

で、オゾン層破壊物質の段階的廃絶を細線（左向き）の矢印で示し、ウィーン条約とモン

トリオール議定書の成功により回避したことを左向きの細斜線の矢印で示す。 
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図 2-7-2 国連ミレニアム開発目標 ターゲット 7-B の系統的図式化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

図 2-7-2 にあるように、国連開発計画のターゲット 7-B の目標として生物多様性の損失

を阻止することが根幹にあるので、図では中央線の太字の矢印（左向き）で表示できる。

この目標につき、生物多様性の変化と現状の把握が必要なことから目標線上の上段に生物

多様性の変化、下段に現状を表すことができる。この生物多様性の変化をあらわす生態系

の変化と生態系サービスに生計と生存を依存する貧困層と現状をあらわすその他の国連

ミレニアム開発目標への影響、絶滅危惧種数の悪化、世界的な漁場の持続可能性確保の課

題はできるだけ目標に近づけるべく左向きの斜線の矢印で示される。そこで途上国の生態

系の変化に影響を与える生物多様性損失の主要因を細線（左向き）の矢印で示し、その具

体的な要因である、汚染、外来種の侵入、生息地の損失、気候変動、ハイペースの消費を

それぞれ左向きの細斜線の矢印で示す。 

具体的目標 ターゲット 7-B 

「生物多様性の損失を 2010 年まで

に確実に減少させ、その後も継続的

に減少させ続ける」 

途上国 

貧困層の立場の悪化 

生態系サービスに依存する生計・生存（最貧層） 

生育地の保護は不十分 

 

生

態

系

の

変

化 

現

状 

ハイペースの消費 

生息地の損失 

外来種の浸入 

気候変動 

 

汚染 

生物多様性損失の主要因 

その他ＭＤＧs 達成が危ぶまれる 絶滅危惧種数の悪化 世界的に漁場の持続可能性確保の難題 

生態系の変化 

出典：筆者作成 
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 次に下段に示されている現状であるが、生物多様性の損失はその他のミレニアム開発目

標の達成に向けた取組みにも支障を来たし、貧困層をいっそう弱い立場においやってしま

うといういみで、貧困層の立場の悪化を細線（右向き）の矢印で示す。また絶滅危惧種数

の悪化は特に途上国で進んでおり、生育地の保護は不十分であるので途上国を細線（左向

き）の矢印で示し、生育地の保護は不十分を左向きの細斜線の矢印で示す。 

 

図 2-7-3 国連ミレニアム開発目標 ターゲット 7-C の系統的図式化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：筆者作成 

 

図 2-7-3 にあるように、国連開発計画のターゲット 7-C の目標として“安全な飲料水と

衛生施設の利用”へのアクセスを改善することが根幹にあるので、図では中央線の太字の

矢印（左向き）で表示できる。この目標につき、安全な飲料水と衛生施設の現状が必要な

ことから目標線上の上段に安全な飲料水、下段に衛生施設を表すことができる。この安全

具体的目標 ターゲット 7-C 

「2015 年までに、安全な飲料水と

基礎的な衛生施設を持続可能な形

で利用できない人々の割合を半減

させる」 

安全な飲料水 

開発途上地域での不利的状況 

自然発生物質による汚染問題 

無機ヒ素 フッ化物 

地表水・地下水汚染 

水需要増大 

農業・製造業の活動拡大 

衛生施設 

政治的取り組み 

人間の健康 人間の尊厳 

致命的リスク

（幼児） 

子どもの死亡率 屋外排便 

財産階層間格差 居住地間格差 

居住地間格差 

格差 

格差 

下 痢

成長阻害 栄養不良 

公衆衛生 

ジェンダー平等 

貧困削減 

経済成長 

生活に及ぼす貢献・寄与 

安

全

な

飲

料

水 

衛

生

施

設 

家計・ODA における予算

配分での優先度の低さ 
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な飲料水と衛生施設はできるだけ目標に近づけるべく左向きの斜線の矢印で示される。ま

た上段に位置付けられ左向きの斜線の矢印で示している、生活に及ぼす貢献と寄与および

家計と政府開発援助（ODA）における予算分配の優先度の低さは、安全な飲料水と衛生施

設の両方の現状をあらわす。そこで途上国の安全な飲料水の現状であるが、これには格差、

途上国全般での不利的状況、地表水と地下水の汚染、自然発生物質による汚染問題が影響

しているので、それぞれを細線（左向き）の矢印で示す。ここでの格差後は居住地間格差

であり左向きの細斜線の矢印で示す。地表水と地下水の汚染の原因は、世界的な農業や製

造業の活動拡大による水需要増大によってもたらされているので、農業や製造業の活動拡

大を細線（左向き）の矢印で示し、水需要増大を左向きの細斜線の矢印で示す。自然発生

物質による汚染問題とは無機ヒ素とフッ化物によるものなのでこの 2つを左向きの細斜線

の矢印で示す。 

 次に下段に示されている衛生施設であるがこれには、政治的取り組みと格差が影響を与

えるのでこの 2 つを細線（左向き）の矢印で示す。ここでの格差とは居住地間格差と家庭

財産階層間格差のことであるのでこの 2 つを細線（左向き）の矢印で示す。また衛生施設

の不足は屋外排便を助長し下痢症を引き起こし幼児には致命的リスクを与えるので、屋外

排便と下痢と致命的リスク（幼児）は細線（右向き）の矢印で示す。ここでの衛生施設利

用ができない場合の屋外排便は、人間の健康と尊厳を著しく傷つけるものであるので右向

きの細斜線の矢印で示す。さらに下痢症による致命的リスク（幼児）とは、幼児の成長阻

害と栄養不良のことであるので右向きの細斜線の矢印で示す。 

 安全な飲料水と衛生施設の両方が生活に及ぼす貢献と寄与は、経済成長、公衆衛生、ジ

ェンダー平等、貧困削減等につながるのでこれらをそれぞれ細線（右向き）の矢印で示す。 
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図 2-7-4 国連ミレニアム開発目標 ターゲット 7-D の系統的図式化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：筆者作成 

 

図 2-7-4 にあるように、国連開発計画のターゲット図 2-7-4 国連ミレニアム開発目標 

ターゲット 7-Dの系統的図式化 7-Dの目標として 2020までにスラム居住者の生活の改善

をすることが根幹にあるので、図では中央線の太字の矢印（左向き）で表示できる。この

目標につき、スラム居住者の生活の現状と原因と現状が必要なことから目標線上の上段に

スラム居住者の生活、下段に原因を表すことができる。このスラム居住者の生活の現状を

あらわす政府と地方自治体の取り組みと原因および現状である住宅危機の悪化、地価高騰、

居住率 とはできるだけ目標に近づけるべく左向きの斜線の矢印で示される。そこでスラ

ム居住者の生活の現状であるが、政府や地方自治体の取り組みによる改良水源、衛生施設、

持続可能で低密集度の住宅などを手に入れることによって、多くの人々が貧困、病気、非

識字率から抜け出せる可能性が強まるので、改良水源、衛生施設、持続可能で低密集度の 

具体的目標 ターゲット 7-D 

「2020 年までに、少なくとも 1 億

人のスラム居住者の生活を改善す

る」 

貧困・病気・非識字率から

の脱出 

改良水源 持続可能な 

低密集度の住宅 

衛生施設 

政府・地方自治体の取り組み 
世界の経済・金融危機 

不安定な状況下に陥った都市部 

健康に対する深

刻な脅威の発生 

 

基本的サービスの

欠如 

 

ス

ラ

ム

居

住

者

の

生

活 

土地保有制

度の欠如 

住宅危機の悪化 

補 助 金

減額 

建設用地不備 土地財産投機

への規制能力

の欠如 

行政の 4大過失 

地価高騰 

土地所有可能性の

剥奪 

居住率 

サハラ以南アフ

リカの高止まり 

紛争被害

国の上昇 

 

原

因

と

現

状 
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住宅を左向きの細斜線の矢印で示し、貧困、病気、非識字率からの脱出を細線（左向き）

の矢印で示す。また 2008 年のグローバルな経済および金融危機は、途上国にも悪影響を与

え、不安定な状況下に陥った都市部のスラム居住民の基本的サービスの欠如や健康に対す

る深刻な脅威を発生させた。よって不安定な状況下に陥った都市部を細線（右向き）の矢

印で示し、基本的サービスの欠如と健康に関する深刻な脅威を発生のそれぞれを細線（右

向き）の矢印で示す。 

次に下段に示されている原因であるが、住宅危機の悪化は行政の 4 大過失であるのでこれ

を細線（左向き）の矢印で示し、その具体的内容である土地保有し度の欠如、補助金減額、

建設用地不備、土地財産投機への規制能力を左向きの細斜線の矢印で示す。地価の高騰は

土地所有可能性の剥奪につながるので右向きの細斜線の矢印で示す。スラム居住率が高い

地域は、特にサハラ以南アフリカや紛争被害国であるので、それぞれこの２つの地域を細

線（左向き）の矢印で示す。 

『国連ミレニアム開発目標報告』では、各ターゲットがターゲット毎に分析されている。

しかしながら、ターゲット間の相互関係の全体像が明確に分析されていない。そのため、

国連開発計画の貧困の分析では途上国の各種貧困要素の欠如状態が他の各種貧困要素の欠

如状態と連鎖し貧困の構造を形成しているのかが不明瞭である。 

 

第 2 項 貧困の構造連鎖  

  1 国連ミレニアム開発目標の各ターゲット間のつながり 

ここで、国連ミレニアム開発目標の各ターゲットはどのように他のターゲットとつなが

っているのかをみるために、前述の『国連ミレニアム開発目標報告』の概要から、それぞ

れのターゲットにどのようなターゲットが相互に作用しているのかを分析する。 

ターゲット 1-B の具体的目標は「女性、若者を含むすべての人々に、完全かつ生産的な

雇用、そしてディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）の提供を実現する」

となっていて、これは“雇用”（就業機会）に関するターゲットである。この雇用機会のタ

ーゲットは人びとの賃金として所得が生まれるので人びとの“所得”に影響を与えるもの

である。ターゲット 1-B の雇用機会は、“所得貧困”に関するターゲット 1-A の「2015 年

までに、1 日 1 ドル未満で生活する人口の割合を 1990 年の水準の半数に減少させる」こと

へ影響を与える。またターゲット 1-B は、前項で整理した『国連ミレニアム開発目標報告』

によるターゲット 1-B の概要において、成人労働力は“HIV/エイズ”から悪影響を受ける
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と述べられているので、“HIV/エイズの蔓延阻止”に関するターゲット 6-A の「2015 年ま

でに HIV／エイズのまん延を食い止め、その後減少させる」ことから影響を受けることと

なる。ターゲット 1-A、ターゲット 1-B、およびターゲット 6-A については表 1 の「国連ミ

レニアム開発目標一覧」を参照されたい。 

ターゲット 1-C の具体的目標は「2015 年までに、飢餓に苦しむ人口の割合を 1990 年の

水準の半数に減少させる」こととなっていてこれは、“飢餓発生の抑制”に関するターゲッ

トである。『国連ミレニアム開発目標報告』によるターゲット 1-C“飢餓発生の抑制”の概

要において、飢餓は“所得貧困”と“安全な飲料水と衛生施設の利用”の両方から影響を

受けると述べられている。このことから“飢餓発生の抑制”に関するターゲット 1-C は、“所

得貧困”に関するターゲット 1-A の「2015 年までに、1 日 1 ドル未満で生活する人口の割

合を 1990 年の水準の半数に減少させる」ことと、“安全な飲料水と衛生施設の利用”に関

するターゲット 7-C「2015 年までに、安全な飲料水と基礎的な衛生施設を持続可能な形で

利用できない人々の割合を半減させる」ことから影響を受けることとなる。ターゲット 1-A、

ターゲット 1-C、およびターゲット 7-C については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」

を参照されたい。 

ターゲット 2-A の具体的目標は「2015 年までに、全ての子どもたちが男女の区別なく初

等教育の全課程を修了できるようにする」となっていて、これは基礎学力を習得すること

を目的とした“初等教育”に関するターゲットである。このターゲット 2-A の初等教育の

普遍的普及は『国連ミレニアム開発目標報告』によるターゲット 2-A で示された、初等教

育から得られる恩恵は“HIV/エイズ”の予防や“ディーセント・ワーク”へ従事すること

にもつながる。したがって、基礎学力を習得することを目的とした“初等教育”に関する

ターゲット 2-A は、“HIV/エイズの蔓延阻止”に関するターゲットである 6-A の「2015 年

までに HIV／エイズのまん延を食い止め、その後減少させる」のほか、初等教育の就業を

通して雇用機会、特に働きがいのある人間らしい仕事を得る可能性がでてくる。そこで“雇

用”に関するターゲットであるターゲット 1-B の「女性、若者を含むすべての人々に、完

全かつ生産的な雇用、そしてディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）の

提供を実現する」に影響を与えることとなる。 

他方、教育は家庭財産階層間格差すなわち“所得貧困”や、教師や親の“エイズ発症”

によって教育の機会を失うと述べられている。ターゲット 2-A 初等教育の普遍的普及は、 

“所得貧困”に関するターゲット 1-A の「2015 年までに、1 日 1 ドル未満で生活する人口
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の割合を 1990 年の水準の半数に減少させる」ことと、“HIV/エイズの蔓延阻止”に関する

ターゲット 6-Aの 「2015 年までにHIV／エイズのまん延を食い止め、その後減少させる」

から影響を受けることとなる。ターゲット 1-A、ターゲット 1-B、ターゲット 2-A、および

ターゲット 6-A については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 

ターゲット 3-A の具体的目標は「可能な限り 2005 年までに、初等・中等教育における男

女格差を解消し、さらに 2015 年までに全ての教育レベルにおける男女格差を解消する」で

ある。これは、教育や雇用における男女格差を解消することを目的とした“ジェンダー問

題”に関するターゲットである。ジェンダーについては『国連ミレニアム開発目標報告』

によるターゲット 3-A の概要で、①教育における男女格差として、女児の教育上の阻害要

因は家庭財産階層間格差すなわち“所得貧困”と教師や親の“HIV/エイズ発症”などが挙げ

られている。また、このような女児の教育環境改善策として“衛生施設の整備”と早婚回

避すなわち“リプロダクティブ・ヘルスの利用”があると述べられている。次いで、②雇用に

おける男女格差について、女性の“雇用”の場の不安定さが悪影響を与えていると述べている。 

したがって、ターゲット 3-A の男女格差の解消は、“所得貧困”に関するターゲット 1-A

の「2015 年までに、1 日 1 ドル未満で生活する人口の割合を 1990 年の水準の半数に減少

させる」こと、“HIV/エイズの蔓延阻止”に関するターゲット 6-A の「2015 年までに HIV

／エイズのまん延を食い止め、その後減少させる」こと、“安全な飲料水及び衛生施設”に

関するターゲット 7-C の「2015 年までに、安全な飲料水と基礎的な衛生施設を持続可能な

形で利用できない人々の割合を半減させる」こと、“リプロダクティブ・ヘルスの利用”に

関するターゲット 5-B の「2015 年までに、リプロダクティブ・ヘルス（性と生殖に関する

健康）への普遍的アクセスを実現する」こと、そして“雇用”に関するターゲット 1-B の「女

性、若者を含むすべての人々に、完全かつ生産的な雇用、そしてディーセント・ワーク（働

きがいのある人間らしい仕事）の提供を実現する」、からも影響を受けることとなる。ター

ゲット 1-A、ターゲット 1-B、ターゲット 2-A、ターゲット 3-A、ターゲット 5-B、ターゲ

ット 6-A、およびターゲット 7-C については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参

照されたい。 

ターゲット 4-A の具体的目標は「2015 年までに 5 歳未満児の死亡率を 1990 年の水準の

3 分の 1 に削減する」である。これは、乳幼児死亡率の引き下げを目的とした“乳幼児死亡”

に関するターゲットである。乳幼児死亡の削減については『国連ミレニアム開発目標報告』

によるターゲット 4-A の概要において、まず乳児死亡には“母親の教育水準”が影響を与え、
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さらに乳児死亡の主な病因として“マラリア”、“エイズ”などをあげている。加えて“栄養不良”

が病因の罹病のリスクとなるとしている。また主要な病因に次いで“はしか”もまた乳児死亡

の脅威となっており、はしかを予防するためには予防接種が最重要であるが、これには“所

得貧困”や“親の教育水準”が影響を与えるとしている。 

したがって、“乳幼児死亡”に関するターゲット 4-A は、“ジェンダー問題”（教育や雇用に

おける男女格差）に関するターゲット 3-A の「可能な限り 2005 年までに、初等・中等教育

における男女格差を解消し、さらに 2015 年までに全ての教育レベルにおける男女格差を解

消する」こと、“マラリアおよびその他の主要な疾病の防遏（ぼうあつ）”に関するターゲッ

ト 6-C の「2015 年までに、マラリアおよびその他の主要な疾病の発生を阻止し、その後、

発生率を下げる」、“HIV/エイズの蔓延阻止”に関するターゲット 6-A の「2015 年までに

HIV／エイズのまん延を食い止め、その後減少させる」こと、“飢餓”に関するターゲット

1-C の「2015 年までに、飢餓に苦しむ人口の割合を 1990 年の水準の半数に減少させる」

こと、“所得貧困”に関するターゲット 1-A の「2015 年までに、1 日 1 ドル未満で生活する

人口の割合を 1990 年の水準の半数に減少させる」こと、“初等教育”（基礎学力）に関する

ターゲット 2-A の「2015 年までに、全ての子どもたちが男女の区別なく初等教育の全課程

を修了できるようにする」、から影響を受けることとなる。ターゲット1-A、ターゲット1-C、

ターゲット 2-A、ターゲット 3-A、ターゲット 4-A、ターゲット 5-B、ターゲット 6-A、お

よびターゲット 6-C については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 

ターゲット 5-A の具体的目標は「2015 年までに妊産婦の死亡率を 1990 年の水準の 4 分

の 1 に削減する」である。これは、妊産婦死亡率の引き下げを目的とした“妊産婦死亡”に関

するターゲットである。妊産婦死亡については『国連ミレニアム開発目標報告』によるタ

ーゲット 5-A の概要において、妊産婦死亡は妊婦の安全な出産環境の確保によって回避は

可能であり、そのためには“リプロダクティブ・ヘルス・サービス”が欠かせないと述べてい

る。したがって、“妊産婦死亡”に関するターゲット 5-A は、“リプロダクティブ・ヘルス・

サービス”に関するターゲット 5-B の「2015 年までに、リプロダクティブ・ヘルス（性と生

殖に関する健康）への普遍的アクセスを実現する」から影響を受けることとなる。ターゲ

ット 5-A、およびターゲット 5-B については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参

照されたい。 

ターゲット 5-B の具体的目標は「2015 年までに、リプロダクティブ・ヘルス（性と生殖

に関する健康）への普遍的アクセスを実現する」である。これは、“リプロダクティブ・ヘ
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ルス”に関するターゲットである。リプロダクティブ・ヘルスについては『国連ミレニアム

開発目標報告』によるターゲット 5-B の概要において、リプロダクティブ・ヘルスの利用

には家庭財産階層間格差すなわち“所得貧困”と不十分な“教育”の普及から影響を受けると

している。また、リプロダクティブ・ヘルスの利用は、妊産婦の健康を改善させ、これに

より“妊産婦死亡”の削減につながる。さらに、妊産婦の健康の改善は出生時と出生後の乳幼

児の生存に影響を与え“乳児死亡”の削減につながるのである。したがって、“リプロダクテ

ィブ・ヘルス”に関するターゲット 5-B は、“所得貧困”に関するターゲット 1-A の「2015 年

までに、1日 1ドル未満で生活する人口の割合を 1990年の水準の半数に減少させる」こと、

“初等教育”（基礎学力）に関するターゲット 2-A「2015 年までに、全ての子どもたちが男

女の区別なく初等教育の全課程を修了できるようにする」こと、“ジェンダー問題”（この場

合は教育における男女格差）に関するターゲット 3-A「可能な限り 2005 年までに、初等・

中等教育における男女格差を解消し、さらに 2015 年までに全ての教育レベルにおける男女

格差を解消する」から影響をうける。また、“リプロダクティブ・ヘルス”に関するターゲッ

ト 5-B は、“妊産婦死亡”に関するターゲット 5-A の「2015 年までに妊産婦の死亡率を 1990

年の水準の 4 分の 1 に削減する」に影響を与え、さらに“乳幼児死亡”に関するターゲット

4-A の「2015 年までに 5 歳未満児の死亡率を 1990 年の水準の 3 分の 1 に削減する」こと

に影響を与えることとなる。ターゲット 1-A、ターゲット 2-A、ターゲット 3-A、ターゲッ

ト 4-A、ターゲット 5-A、およびターゲット 5-B については表 1 の「国連ミレニアム開発目

標一覧」を参照されたい。 

ターゲット 6-A の具体的目標は「2015 年までに HIV／エイズのまん延を食い止め、そ

の後減少させる」である。これは、“HIV/エイズの蔓延阻止”に関するターゲットである。

HIV/エイズの蔓延阻止については『国連ミレニアム開発目標報告』によるターゲット 6-A

の概要において、HIV 予防の理解や知識には、男女間格差すなわち教育における“ジェンダ

ー問題”が影響を与えていると述べている。他方、エイズによって親を亡くしてしまったエ

イズ孤児が“教育”の機会を奪われることも影響していると述べている。 

したがって、“HIV/エイズの蔓延阻止”に関するターゲット 6-A は、 “ジェンダー問題”（教

育や雇用における男女格差）に関するターゲット 3-A の「可能な限り 2005 年までに、初等・

中等教育における男女格差を解消し、さらに 2015 年までに全ての教育レベルにおける男女

格差を解消する」から影響を受ける。またターゲット 6-A は、“初等教育”（基礎学力）に関

するターゲット 2-A の「2015 年までに、全ての子どもたちが男女の区別なく初等教育の全
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課程を修了できるようにする」へ影響を与えることとなる。言うまでもないが、“HIV/エイ

ズの蔓延阻止”に関するターゲット 6-A は、“HIV/エイズの治療”に関するターゲット 6-B の

「2010 年までに、必要とするすべての人々の HIV／エイズの治療への普遍的アクセスを実

現する」に影響を与え、さらにターゲット 6-B からも影響を受けるのである。ターゲット

2-A、ターゲット 3-A、ターゲット 6-A、およびターゲット 6-B については表 1 の「国連ミ

レニアム開発目標一覧」を参照されたい。 

ターゲット 6-C の具体的目標は「2015 年までに、マラリアおよびその他の主要な疾病の

発生を阻止し、その後、発生率を下げる」である。これは、“マラリアおよびその他の主要

な疾病の防遏（ぼうあつ）”に関するターゲットである。マラリアおよびその他の主要な疾

病の防遏（ぼうあつ）については『国連ミレニアム開発目標報告』によるターゲット 6-C

の概要において、マラリア感染を防ぐための殺虫剤処理済み蚊帳の利用には家庭財産階層

間格差すなわち“所得格差”が影響を与えると述べている。他方、マラリア感染による病状の

悪化は、成人の場合は“就業”に、乳幼児の場合は“乳幼児死亡”に悪影響を与えるとも述べて

いる。したがって、“マラリアおよびその他の主要な疾病の防遏”に関するターゲットである

ターゲット 6-C は、“所得貧困”に関するターゲット 1-A の「2015 年までに、飢餓に苦しむ

人口の割合を 1990 年の水準の半数に減少させる」から影響を受けることなる。また、“マ

ラリアおよびその他の主要な疾病の防遏”に関するーゲット 6-C は、“雇用”に関するターゲ

ットであるターゲット 1-B の「女性、若者を含むすべての人々に、完全かつ生産的な雇用、

そしてディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）の提供を実現する」と、“乳

幼児死亡”に関するターゲット 4-A の「2015 年までに 5 歳未満児の死亡率を 1990 年の水準

の 3 分の 1 に削減する」に影響を与えることとなる。ターゲット 1-A、ターゲット 1-B、タ

ーゲット 4-A、およびターゲット 6-C については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」

を参照されたい。 

ターゲット 7-A は「持続可能な開発の原則を各国の政策やプログラムに反映させ、環境

資源の喪失を阻止し、回復を図る」である。これは、“環境資源の損失”に関するターゲット

である。環境破壊は『国連ミレニアム開発目標報告』によるターゲット 7-A の概要におい

て、“人間の健康”すなわち人間開発の基礎的ケイパビリティの 3 要素の１つである「長寿で

健康な生活」に影響を与えることとなる。ターゲット 7-A については表 1 の「国連ミレニ

アム開発目標一覧」を参照されたい。 

ターゲット 7-B の具体的目標は「生物多様性の損失を 2010 年までに確実に減少させ、そ
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の後も継続的に減少させ続ける」である。これは、“生物多様性の損失”に関するターゲット

である。生物多様性の損失は、『国連ミレニアム開発目標報告』によるターゲット 7-B の概

要において、生物多様性の損失は、生計や生存を動植物の多様性に直接依然している貧困

層をいっそう弱い立場においやってしまい、貧困や飢餓、保健に関するものなど、“その他

のミレニアム開発目標の達成”に向けた取組みにも支障を来たすと述べている。すなわち“生

物多様性の損失”に関するターゲット 7-B は、人間開発の全般に影響を与えることになる。

ターゲット 7-B については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 

ターゲット 7-C の具体的目標は「2015 年までに、安全な飲料水と基礎的な衛生施設を持

続可能な形で利用できない人々の割合を半減させる」である。これは、安全な飲料水への

アクセスの普及と基礎的な衛生施設の普及および利用促進を目的とした“安全な飲料水およ

び衛生施設の利用”に関するターゲットである。『国連ミレニアム開発目標報告』によるター

ゲット 7-C の概要において、途上国の特に衛生施設の普及および利用促進が遅れていると

述べている。さらにこの衛生施設の普及および利用促進には、家庭財産階層間格差すなわ

ち“所得貧困”が影響を与えるとしている。他方、衛生施設の不利用による屋外排便は、病気

の糞口感染の根本的原因であるため、病気の糞口感染による下痢症とそれに続く“栄養不良”

はとりわけ幼児にとっては致命的リスクとなり、“乳児死亡”に影響を与えるとも述べている。

また、衛生施設の普及および利用促進は、ジェンダー問題の解決によい影響を与えるとも

述べている。したがって、“安全な飲料水および衛生施設”に関するターゲット 7-C は、“所

得貧困”に関するターゲット 1-A の「1 日 1 ドル未満で生活する人口の割合」から影響を受

けることとなる。また、ターゲット 7-C は、“ジェンダー問題”（教育や雇用における男女格

差）に関するターゲット 3-A の「可能な限り 2005 年までに、初等・中等教育における男女

格差を解消し、さらに 2015 年までに全ての教育レベルにおける男女格差を解消する」、“飢

餓”に関するターゲット 1-C の「2015 年までに、飢餓に苦しむ人口の割合を 1990 年の水準

の半数に減少させる」、“乳幼児死亡”に関するターゲット 4-A の「2015 年までに 5 歳未満児

の死亡率を 1990 年の水準の 3 分の 1 に削減する」に影響を与えることになる。ターゲット

1-A、ターゲット 1-C、ターゲット 3-A、ターゲット 4-A、およびターゲット 7-C について

は表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 

ターゲット 7-D の具体的目標は「2020 年までに、少なくとも 1 億人のスラム居住者の生

活を改善する」である。これは、“スラム居住者の生活改善”に関するターゲットである。ス

ラム居住者の生活改善については『国連ミレニアム開発目標報告』によるターゲット 7-D
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の概要において、これまでのあらゆる政策のなかでも特に、“安全な飲料水および衛生施設”

の普及がスラム居住者を貧困や病気からの脱却に功を奏したと述べている。したがって、“ス

ラム居住者の生活改善”に関するターゲット 7-D は、“安全な飲料水および衛生施設の利用”

に関するターゲット 7-C の「2015 年までに、安全な飲料水と基礎的な衛生施設を持続可能

な形で利用できない人々の割合を半減させる」から影響を受けることになる。ターゲット

7-C、およびターゲット 7-D については表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照され

たい。 

 

2 ミレニアム開発目標とダウンサイド・リスクをもたらす“脅威” 

本研究では第 3 章第 1 節第 2 項（61 ページ）において、貧困の構造分析とはある国の各

種貧困要素の“欠如状態”がいかなる連鎖的な構造を有しているか、そしてどのようなダウン

サイド・リスク(状況が悪化する危険)をもたらす“脅威”があるのかを浮き彫りにして、そ

の全体像を明らかにすることとして、貧困の構造分析についての定義づけをおこなった。

この定義をもとに、本節の第 2 項１においては、途上国の各種貧困要素の“欠如状態”の連鎖

構造に関連して、ミレニアム開発目標のターゲット間の相互作用について分析をおこなっ

た。次にここではダウンサイド・リスクをもたらす“脅威”についての分析をおこなう。 

国連ミレニアム開発目標の各ターゲットに関するダウンサイド・リスク(状況が悪化する

危険)をもたらす脅威すなわち、人間の安全保障に関する脅威をみると次のようになる。 

ターゲット 1-A は所得貧困に関するターゲットである。『国連ミレニアム開発目標報告』

をもとに筆者が作成した前述のターゲット系統図から、所得貧困に関するターゲット 1-A

における人間の安全保障に関する脅威は、グローバルな経済・金融危機などといった経済

の安全保障に関する脅威と、食料価格高騰といった食料の安全保障に関する脅威があげら

れる。 

ターゲット 1-B は雇用に関するターゲットである。『国連ミレニアム開発目標報告』をも

とに筆者が作成した前述のターゲット系統図から、この雇用に関するターゲットにおける

人間の安全保障に関する脅威は、グローバルな経済危機と金融危機、就業率の低迷、失業、

脆弱な就労形態、社会保障の欠如、劣悪な労働条件などといった経済の安全保障に関する

脅威があげられる。 

ターゲット 1-C は“飢餓発生の抑制”に関するターゲットである。『国連ミレニアム開発目

標報告』をもとに筆者が作成した前述のターゲット系統図から、この飢餓発生の抑制に関
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するターゲットにおける人間の安全保障に関する脅威は、グローバルな経済危機と金融危

機などといった経済の安全保障に関する脅威と、食料危機、食料価格高騰などといった食

料の安全保障に関する脅威があげられる。 

ターゲット 2-A は初等教育に関するターゲットである。『国連ミレニアム開発目標報告』

をもとに筆者が作成した前述のターゲット系統図から、この初等教育に関するターゲット

における人間の安全保障に関する脅威は、グローバルな経済・金融危機などといった経済

済の安全保障に関する脅威と、教育を受けるうえでの社会的および文化的独自性による障

壁といった地域社会の安全保障に関する脅威があげられる。 

ターゲット 3-A は、教育や雇用における男女格差を解消することを目的としたジェンダ

ー問題に関するターゲットである。『国連ミレニアム開発目標報告』をもとに筆者が作成し

た前述のターゲット系統図から、この教育や雇用における男女格差の解消に関するターゲ

ットにおける人間の安全保障に関する脅威とは、グローバルな経済危機と金融危機、労働

市場におけるジェンダーの平等確保の欠如などといった経済済の安全保障に関する脅威、

食料不足といった食料の安全保障に関する脅威、干ばつといった環境の安全保障に関する

脅威、紛争といった個人の安全保障に関する脅威があげられる。 

ターゲット 4-A は、乳幼児死亡率の引き下げを目的とした乳幼児死亡に関するターゲッ

トである。『国連ミレニアム開発目標報告』をもとに筆者が作成した前述のターゲット系統

図から、この乳児死亡率に関するターゲットにおける人間の安全保障に関する脅威は、医

療機会の欠如や、下痢性疾患などといった健康の安全保障に関する脅威があげられる。 

ターゲット 5-A は、妊産婦死亡率の引き下げを目的とした妊産婦死亡に関するターゲッ

トである。『国連ミレニアム開発目標報告』をもとに筆者が作成した前述のターゲット系統

図から、この妊産婦死亡率に関するターゲットにおける人間の安全保障に関する脅威は、

医療機会の欠如、多量出血、高血圧症、マラリア、HIV／エイズ、心臓病、閉塞性分娩、麻

酔または帝王切開による合併症、子宮外妊娠などといった健康の安全保障に関する脅威が

あげられる。 

 ターゲット 5-B は、リプロダクティブ・ヘルスに関するターゲットである。『国連ミレニ

アム開発目標報告』をもとに筆者が作成した前述のターゲット系統図から、このリプロダ

クティブ・ヘルスに関するターゲットにおける人間の安全保障に関する脅威は、リプロダ

クティブ・ヘルス・サービスの利用が困難（家族計画の欠如）といった、健康の安全保障

に関する脅威があげられる。 
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 ターゲット 6-A は HIV/エイズの蔓延阻止に関するターゲットであり、『国連ミレニアム

開発目標報告』をもとに筆者が作成した前述のターゲット系統図から、この HIV/エイズに

関するターゲットにおける人間の安全保障に関する脅威は、HIV／エイズといった健康の安

全保障に関する脅威と、文化的習慣などの地域社会の安全保障に関する脅威があげられる。 

ターゲット 6-B は、HIV/エイズの治療に関するターゲットである。『国連ミレニアム開発

目標報告』をもとに筆者が作成した前述のターゲット系統図から、この HIV/エイズの治療

に関するターゲットにおける人間の安全保障に関する脅威は、医療・保健サービスへのア

クセスの欠如といった健康の安全保障に関する脅威があげられる。 

ターゲット 6-C は、マラリアおよびその他の主要な疾病の防遏（ぼうあつ）に関するタ

ーゲットである。『国連ミレニアム開発目標報告』をもとに筆者が作成した前述のターゲッ

ト系統図から、このマラリアおよびその他の主要な疾病の防遏（ぼうあつ）に関するター

ゲットにおける人間の安全保障に関する脅威は、マラリア、結核などといった健康の安全

保障に関する脅威があげられる。 

 ターゲット 7-A は環境資源の損失に関するターゲットである。『国連ミレニアム開発目標

報告』をもとに筆者が作成した前述のターゲット系統図から、この環境資源の損失に関す

るターゲットにおける人間の安全保障に関する脅威は、森林破壊、二酸化炭素の排出量増

加などといった環境の安全保障に関する脅威があげられる。 

 ターゲット 7-B は生物多様性の損失に関するターゲットである。『国連ミレニアム開発目

標報告』をもとに筆者が作成した前述のターゲット系統図から、この生物多様性に関する

ターゲットにおける人間の安全保障に関する脅威は、乏しい保全策、生息地の損失、外来

種の侵入、汚染、気候変動、漁場資源の乱獲などといった環境の安全保障に関する脅威が

あげられる。 

ターゲット 7-C は安全な飲料水へのアクセスの普及と基礎的な衛生施設の普及および利

用促進を目的とした、安全な飲料水および衛生施設の利用に関するターゲットである。『国

連ミレニアム開発目標報告』によるターゲット 7-C の概要によると、このターゲットにお

ける人間の安全保障に関する脅威は、安全な水へのアクセスの欠如や、衛生施設の不備な

どといった環境の安全保障に関する脅威があげられる。 

ターゲット 7-D はスラム居住者の生活改善に関するターゲットであり、前項で整理した

『国連ミレニアム開発目標報告』をもとに筆者が作成した前述のターゲット系統図から、

このスラム居住者の生活改善に関するターゲットにおける人間の安全保障に関する脅威は、
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グローバルな経済危機・金融危機などといった経済の安全保障に関する脅威と、行政の過

失である土地所有権と安定した土地保有形態提供の欠如や、貧困層向け住宅補助金の減額

などといったような、政治の安全保障に関する脅威があげられる（注 43）。 

途上国には、国連開発計画の報告で指摘の通り貧困の分析において、働きがいのある人

間らしい仕事の欠如、安全な飲料水や衛生施設の欠如、初等教育の普遍的普及の欠如等、

各種欠如状態が存在する。そんな中で、それらに対する改善目標がターゲットとして掲げ

られている。しかしながら、ある国の各種貧困の要素の欠如は連動的な形、すなわち連鎖

的な状態、例えば教育水準の低さが HIV/エイズの感染者の増加につながるや、所得の低さ

が教育の機会を奪うなど連鎖状態にある。この連鎖的な構造がどのような形でつながって

おり、またそれを脅かす脅威を貧困の構造連鎖として捉えることが必要となる。そこで筆

者は、上述のおのおのの国連ミレニアム開発目標のターゲット間の例えば低所得と教育機

会のつながり等の“欠如状態”の相互の連鎖構造と、各ターゲットの人間の安全保障に関する

脅威とを“貧困の構造連鎖図”として図 3 のように総合的に図式化した。 
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図 3 貧困の構造連鎖図 
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図 3 はまず、第 1 段階として、人間開発における最も基本的なケイパビリティ（潜在能

力）である 3 領域を、「健康で長生きをすること」、「教育を受けること」、「人間らしい生活

水準を享受すること」を 3 つの大きな円で表してある。この 3 領域はそれぞれ、長寿で健

康的な生活を測る尺度としては「出生時平均余命」で、知識については「成人識字率（2/3

加重）」と「初・中・高等教育就学率（1/3 加重）」という教育に関する 2 つの変数によって、

そして人間らしい生活水準には「購買力平価による 1 人当たり GDP」を基準としてそれぞ

れ計測される。そして、この 3 指数の単純平均からなる複合指数が人間開発指数であるか

ら、この 3 領域を表す 3 つの円の重なりありあう部分が人間開発指数を表し、図では HDI

と表記する。次に第 2 段階として、それら基本的なケイパビリティ（潜在能力）を構成す

るそれぞれのミレニアム開発目標の各“ターゲット”を、その基本的なケイパビリティ（潜

在能力）を表す円の中に配置する。基本的なケイパビリティと国連ミレニアム開発目標の

各“ゴール”との関わり合いは例として、「人間らしい生活水準を享受すること」の円内に

国連ミレニアム開発目標ゴール 1 の「極度の貧困と飢饉の撲滅」が含まれる。ここではそ

れをもとに、その“ゴール”を形成する“ターゲット”を基本的なケイパビリティ（潜在

能力）の円内に配置すると、国連ミレニアム開発目標ゴール 1 の「極度の貧困と飢饉の撲

滅」のターゲットであるターゲット 1-A「2015 年までに、1 日 1 ドル未満で生活する人口

の割合を 1990 年の水準の半数に減少させる」が基本的なケイパビリティ「人間らしい生活

水準を享受すること」の円内に配置されることになる。ゴール 1、およびターゲット 1-A に

ついては表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。そして、第 3 段階とし

て、そのターゲット間のつながりを直線で示す。例えば所得貧困に関するターゲット 1-A

は、安全な飲料水と基本的な衛生施設の普及を目指すターゲット 7-Cに影響を与えるので、

図 3 ではターゲット 1-A は T1-A として記号で示され、T7-C と記号で示されているターゲ

ット 7-C へ向かう実線の矢印で表現する。このようにここでは図式化のために各ターゲッ

トを記号で示している。さらに第 4 段階として、各ターゲットの人間の安全保障に関する

“脅威”を破線で示している。例えば所得貧困に関するターゲット 1-A の人間の安全保障

に関する脅威は食料の安全保障に関する脅威があるので、これを食料の安全保障に関する

脅威から T1-A へ向かう破線で示す。破線で示した理由は、“脅威”はその時々の環境変化

で違ってくると考えられるため破線で示した。 

この図式化によってわかることは、貧困の構造とは単なる一方向への循環論ではないこ

とである。また図式化し全体像を俯瞰することによって、各種貧困要素の欠如状態の連鎖
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と脅威を総合的に捉えることができ、“貧困の構造分析”を網羅しておこなうことができる

ようになる。 

例えば初等教育の普遍的普及の達成をゴールとする、T2-A と記号で示されているターゲ

ット 2-A は「2015 年までに、全ての子どもたちが男女の区別なく初等教育の全課程を修了

できるようにする」ことであり、これは“初等教育”に関するターゲットである。このターゲ

ットは貧しくて就学できないなど適切な初等教育をうけるということに関する選択肢のな

い人びとを計測するものであり、「初等教育における純就学率」、「第 1 学年に就学した生徒

のうち初等教育の最終学年まで到達する生徒の割合」、「15～24 歳の男女の識字率」の指標

によって測られている。これまでの国連開発計画による人間開発の概念の分析では、ある

国の T2-A を構成するそれぞれの指標の改善度をみて、その国の T2-A が達成できるかでき

ないかを単に判断するものでしかなかった。ターゲット 2-A、および各指標については表 1

の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 

 しかし、本研究によって提唱される国連開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビリ

ティ・アプローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”問題を修正した人間開発

の概念による分析では、例えば、ある国の初等教育に関する T2-A の具体的目標が達成可能

でない場合、T2-A に影響を与えるターゲット、すなわち、その国の所得貧困に関する T 1-A

と、HIV/エイズの蔓延阻止に関する T6-A の目標との関連や、そして T2-A に関する脅威で

あるグローバルな経済・金融危機などといった、経済済の安全保障に関する脅威について

も検討できる。このようにして筆者の提唱する国連開発計画の人間開発の概念とセンのケ

イパビリティ・アプローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”問題を修正した

人間開発の概念による貧困の構造分析は、分析対象国のそれぞれのターゲットの目標の達

成状況の進捗を注視（監視）するといったモニタリングだけでなく、おのおののターゲッ

ト間の相互作用や各ターゲットに関する脅威の連鎖といった貧困の構造を総合的に分析す

る事が可能となったといえる。 

 

第 4 節 小括 

 本章では、センのケイパビリティ・アプローチの視点から人間開発の概念を再考査し発

展途上国の貧困に対する国連開発計画の人間開発の概念による分析とセンの貧困の構造分

析との間の分析の“乖離”を解消すべくセンの貧困の構造分析の視点で再考査し、国連開

発計画の人間開発の概念を補完する人間の安全保障概念、そして人間開発の概念から派生
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する国連ミレニアム開発目標との関係について系統的に図式化をおこなった。これにより、

1 国の貧困における貧困の各種要素の欠如の相互作用を、国連開発計画の人間開発の概念と

国連ミレニアム開発目標から明らかにし、さらにダウンサイド・リスクを引き起こす脅威

を人間の安全保障概念から特定して、欠如の相互作用とダウンサイド・リスクを引き起こ

す脅威という両者の連鎖の構造を明らかにした。 

このようにセンに立脚し再構築された国連開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビ

リティ・アプローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”問題を修正した本研究

が提唱する貧困の構造分析の図式化は、貧困における欠如の相互作用と人間の安全保障に

関する脅威による連鎖を浮き彫りにし、貧困の構造の全体像をとらえることで貧困の構造

分析を明確化することができ、これによりセンのケイパビリティ・アプローチと国連開発

計画の人間開発の概念との間の“乖離”は解消されると考える。 

 

 次の第 4章では、第 1副問で得られた理論研究による解答が果たして有効であるか否か、

有効であるならばどの程度有効であるかの検証をおこなうために、カンボジアを取りあげ

て事例研究をおこなう。 
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第 4 章 “乖離”問題を修正した本研究が提唱する人間開発の概念の検証 

――カンボジアを対象とした実証研究―― 

 

第 1 節 カンボジアを事例研究の対象にした理由 

 世界の開発援助実績における日本の存在感はとても大きい。『政府開発援助<ODA>白書 

2010 年版』によると、「主要 DAC 加盟国の政府開発援助実績の推移」において、「支出純

額ベース」では世界第 5 位、「支出総額ベース」では世界第 2 位の実績を持っている。ちな

みに、「支出純額ベース」では 1991 年から 2000 年にかけて、「支出総額ベース」では 1992

年から 2001 年の間は、世界最大の援助供与国であった（注 1）。 

 かつての被援助国であった日本は、今は反対の立場で援助供与国として、開発援助におい

て大きな貢献と役割を果たしていると考えられる。 

 援助供与国として日本が存在感を増していった一方で、1990 年代から世界経済ではグロ

ーバリゼーションの動きが急速に進展してきた。現在の世界経済は、グローバリゼーション

の進展とともに多国間協力が進展するも地域主義の台頭や、ＥＵ等の地域統合の傾向が強ま

っている。そこでの日本の立場は、欧米、BRICs（ブラジル、ロシア、インド、中国）、そ

して ASEAN（東南アジア諸国連合 10 ヵ国）などとの諸国外交を重要視するものである。

なかでも ASEAN＋3（日本、中国、韓国）による東アジア共同体構築の構想についての議

論が 2000 年代から活発化してきている。その際、日本の対 ASEAN との地域統合で重要な

問題となると思われるものは、域内格差である。この章では、①開発援助に多大な貢献をし

ている日本、および②グローバリゼーションの進展する世界経済を考慮して、ASEAN 諸国

内において特に発展の遅れている開発途上国のひとつであるカンボジアを、開発途上国の事

例研究として取り上げる。 

 

第 2 節 カンボジアの概況 

第 1 項 経済概況 

カンボジア全体の経済状況と貧困の状況を、インドシナ半島諸国とりわけ旧フランス領で

あったラオス、ベトナムと比較検討し、カンボジアの実情を概観する。はじめに、カンボジ

ア、ラオス、ベトナムをそれぞれ表 2 に示すような基礎的な指数でみてみる。国連開発計

画の『人間開発報告書 2010』によると、表 2 にあるように 2008 年度のカンボジアの出生

時平均余命は 62.2 才、1 人当たり国民所得は 670 ドル、人間開発指数は 0.494 であり、ラ
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オス（平均余命 65.9、1 人当たり国民所得 760 ドル、人間開発指数 0.497）、ベトナム（平

均余命 74.9、1 人当たり国民所得 920 ドル、人間開発指数 0.572）と比較してみると、両国

に比べてカンボジアの指数は低い。経済環境の改善は寿命の長さに通じ、1 人当たりの国民

所得に関係する。したがって、発展が遅れていると考えられる現状がある。 

 

表 2 カンボジア、ラオス、ベトナムの基礎指標 

 
カンボジア ラオス ベトナム 

国土面積（1000平方キロ） 181 237 331 

人口（100万人） 14 6 85 

農地率（2008,％） 32 9.9 33 

1人当たり名目国民所得 (US$) 670 760 920 

産業構造（GDP比率、2008,％） 
   

農業 35 35 22.2 

工業 24 29 40 

サービス 41 37 38 

平均余命（2008,才） 62.2 65.9 74.9 

人間開発指数(2008) 0.494 0.497 0.572 

出典：World Bank, World Development Indicators.  

http://databank.worldbank.org/data/views/variableselection/selectvariables. 

aspx?source=world-development-indicators#c_l 、2013年 3月 17日アクセス。 

 

このように未だ周辺諸国と比較しても発展の遅れているカンボジアではあるが、他方で近

年におけるマクロ経済の動向は凄まじく、2004 年から 2007 年の 4 年間の経済成長率は 2

ケタの高成長を遂げている。この高成長の背景は、繊維製品の輸出、都市部での建設需要の

高まり、そして観光業などによるものがあげられる（注 2）。 

 このようなカンボジアの経済成長の高成長の主な要因は、とりわけ衣料縫製品の輸出増に

よってもたらされているものである。カンボジアの衣料縫製産業は、1996 年にアメリカや

EU から最恵国待遇を取得し、さらに翌年 1997 年にアメリカから特恵関税が付与された。

主にマレーシア、シンガポール、台湾、韓国などの華僑系を中心としたアジア企業の直接投

資が増加し、ナイキ、GAP、アディダスなどの世界のブランド企業による委託加工をおこ
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なうことで、衣料縫製業が急成長した（注 3）。 

2006 年の貿易収支を見ると、輸出が前年比 26.8 パーセント増の 36 億 9030 万ドル、輸

入が 20.6 パーセント増の 47 億 3710 万ドルと、輸出入ともに増加した。主な輸出品目は、

履物、ニット・縫製品などであり、また輸入品目は、輸送機器、船・ボート、機械などであ

った（注 4）。 

アジア経済研究所(2006)によると、カンボジアの縫製業が急成長した要因は、次の 2 つが

あると述べている（注 5）。1 つは、カンボジアにおける輸出向け縫製品工場の労働条件が

優れていることであり、2 つには、中国の繊維製品輸出の自主規制によってカンボジアの衣

料縫製品市場への参入が好転したことである。特に後者について述べると、中国が自主規制

にいたった経緯は、2005 年 11 月に中国がアメリカとの協議で、アメリカが中国からの繊

維製品が増加するのは認めるものの、その伸び率は 2008 年までは毎年、前年比で 10 数パ

ーセントの伸びにとどめることと取り決めたことによるものである。これにより中国が世界

の主要市場に対して繊維縫製品輸出の自主規制をかけたことが、カンボジアの縫製品輸出の

輸出促進の呼び水となった。 

 しかしながら、このような経済成長を遂げているカンボジアではあるが、未だにカンボジ

ア国民の生活水準は低いのが現状である。その理由は天川直子（2006）によると、①カン

ボジアの所得水準がもとよりとても低かったためであり、さらに②経済成長の恩恵が首都の

プノンペンなど一部の都市部にしか裨益しなかったからである（注 6）。したがって、経済

成長の恩恵がまんべんなく全体に行き渡ることはなかった。 

 

第 2 項 カンボジアの史的展開 

カンボジアの紀元は古く、また現代のカンボジアの貧困問題には歴史的背景が深く関与し

ている。この項では、1863 年フランス植民地時代以降のカンボジアの史的展開を概説して

貧困との問題を分析する。 

1863 年から 1953 年のフランス植民地時代において、カンボジアの王権はシャムとベト

ナムの干渉によりほとんど自立性を失っていた。そしてこの従属状態から抜け出すために、

アン・ドゥオン王は、アジアに進出していたフランスへ保護を求めたのである。フランスは

当時、中国との間の貿易でイギリスやポルトガルに比べて大きく出遅れており、これに危機

感を抱いていたので、近隣諸国との領土問題に苦慮していたカンボジアに着目し、1863 年

に保護条約を締結した。1840 年から 1842 年にかけてのアヘン戦争により、清国がイギリ



- 125 - 

 

スに香港を割譲し、広東、厦門、福州、寧波、上海の開港を認めた事にフランスは危機感を

抱いていたからである。 

保護条約を締結した後、保護国となったカンボジアに赴任してきたフランス人のほとんど

が、政府関係者、貿易、精米、製造、土木、金融に携わる人びとであったが、カンボジア人

の一般民衆と関わることはほとんどなかった。さらに、彼らはフランス人専用の居住区を設

け家政婦を雇うなどして贅沢な暮らしに浸っていたのである。また、宗主国としてのフラン

スは、カンボジアに対して経済開発、社会開発、近代的教育制度などを導入しようとはせず、

カンボジアの発展に関して積極的にかかわることはなかった。それにくわえて、カンボジア

国内ではフランス人に雇われたベトナム人官吏が、税金の取り立てを行ったり警察官として

取締りを行っていたりしたので、カンボジア国民の反ベトナム感情が根付いてしまった（注

7）。 

1953 年から 1970 年は、シアヌーク国王により統治されたシアヌーク時代とよばれる時

代であった。1953 年、フランスからの完全独立を達成したカンボジアは、シアヌーク国王

のもとで、対内的には王政社会主義をとり、対外的には中立政策をとった。カンボジアが社

会主義経済体制へと転換した背景は、中国からの提言によるものであった。これはシアヌー

ク国王が、タイ、南ベトナム、アメリカなどの西側からの脅威に対して、中国との関係を強

化して自国の安全を保とうとする意図があったために、忠告を取り入れたのである。 

 しかしながら、中国の指導による社会主義経済政策をもってしてもカンボジアの経済状況

を好転させることはかなわなかった。そのためシアヌーク国王は、1968 年末に社会主義経

済政策の失敗を認めざるをえず、西側諸国諸機関からの援助や外資を導入する政策に切り替

えた。このような情勢によって、国内では、右派が強硬な立場を強めることになり、それに

つられて国民議会もシアヌーク国王を批判しはじめた。その結果、シアヌーク国王は左右両

派全体の支持を失い孤立してしまった（注 8）。 

 1970 年には、ロン・ノル将軍のクーデターにより政権が奪取され、1970 年から 1975 年

にかけてはロン・ノル時代とよばれる時代である。シアヌーク国王が 1970 年に外遊中、ア

メリカの後ろ盾を得た親米右派のロン・ノル将軍が、クーデターを敢行し政権を掌握したの

である。北京へ亡命したシアヌークは、カンプチア民族統一戦線を結成し、さらに共産勢力

であるクメール・ルージュ（カンボジア共産党[ポル・ポト派]）と協力して政権奪還を画策

した（注 9）。 

1975 年から 1978 年は、1975 年にポル・ポトを首相とする民主カンボジア政権が成立し
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てポル・ポト時代とよばれる時代となった。ポル・ポト派は、独自の共産社会化を推しすす

めるにあたって、学校、通貨、戸籍の廃止、宗教の禁止、厳重な監視体制、農作業や灌漑設

備の建設の為の強制労働など、極端な集団化・平等化政策をおこなった。またこの過程にお

いては、他派幹部や知識人を粛清の名のもとに大虐殺し、さらに市民のほとんどを農村地帯

に強制移動させた（注 10）。 

激しい粛清によって国が荒れ、国民の支持も得られず自らも疲弊していったポル・ポト政

権は、1978 年にベトナム軍とヘン・サムリンなどの新越派、ならびにポル・ポト政権異議

派によって打倒された。この後、1979 年にヘン・サムリン政権がベトナム型社会主義統治

体制をつくりあげカンプチア人民共和国を樹立した。こうしてヘン・サムリン時代と呼ばれ

る時代が 1991 年まで続くこととなった。しかし、ヘン・サムリン政権はベトナムの傀儡政

権であったためにソ連や東欧圏の支援を受けることになり、その反動で西洋諸国および国際

社会からのいっさいの開発援助、貿易等の経済支援も拒否された。またこの頃、タイ国境に

逃れていた反ベトナム勢力（シアヌーク派、ソン・サン派、クメール・ルージュ派）は、民

主カンプチア連合政府三派を発足させ、ヘン・サムリン政権に対抗した。1980 年代以降の

カンボジアは、ベトナムの影響下でつくられソ連や東欧圏の援助を受けたカンプチア人民共

和国と、中国や ASEAN などに支援された民主カンプチア連合政府 3 派という構図（注 11）

のもと、カンボジアの内戦は単なる国内紛争という内乱を超えて、一段と複雑で混迷に陥っ

た支援国を巻き込んだ国際紛争に進展し、約 10 年間にわたって膠着状態であった（注 12）。 

1991 年 10 月、「カンボジア紛争の包括的政治解決に関する協定」（パリ平和協定）が結

ばれ、カンボジア国内で対立した、民主カンプチア連合政府三派（シアヌーク派、ソン・サ

ン派、クメール・ルージュ派）とヘン・サムリン政権、および関係国、国連の代弁者が調印

し、内戦は一応終結したのである。1991 年から 1993 年は国連カンボジア暫定統治機構

【UNTAC】（United Nations Transitional Authority in Cambodia ）が駐留した時期であ

る。国連カンボジア暫定統治機構【UNTAC】は国連事務総長の直接指揮下におかれ、選挙

による新政府樹立までの暫定期間中、国家の統治能力のほぼ全てを直接監督して、カンボジ

アの全権を掌握した。その後、国連カンボジア暫定統治機構【UNTAC】は、選挙によって

新政府が樹立した後の 93 年 9 月に撤退した。 

1993 年、国連カンボジア暫定統治機構【UNTAC】監視下における制憲議会選挙がおこ

なわれ、王党派であるフンシンペック党が勝利した。その結果、新憲法により王制が復活

したことでシアヌークが王位にふたたび即位した。また、この選挙によって国政では、ラ
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ナリット第一首相（フンシンペック党）とフン・セン第二首相（人民党：旧プノンペン政

権）の 2 人首相制とする連立政権が成立した。この新政権発足によって国際社会との関わ

りを取り戻したカンボジアには、国際協力などの援助やまた投資ブームが一時的に起こる

ものの、長期の戦乱などによって弱体していたカンボジアにはこれらを受け入れる環境が

十分に整っていない状況であった。さらに深刻な汚職などの問題が山積していたので、し

ばらくの間は国際協力や投資は定着しなかった。 

新政権の発足以降、カンボジアは平和と発展のために試行錯誤していたが 1997 年 7 月、

プノンペンにてフンシンペック党とカンボジア人民党の軍隊が衝突するという事件が起こ

った。第一首相であったラナリットはパリに逃亡し約半年後の 1998 年 3 月にシハヌーク王

の恩赦で帰国した後、9 月には国民議会の議長に就任した。また同年 7 月の総選挙では、カ

ンボジア人民党が第一党となり、フン・センが第一首相に就任した。このように政局が混迷

する最中、この年アジア通貨危機がタイを手始めとして発生して、脆弱なカンボジアも例外

ではなくその経済・社会を揺さぶった（注 13）。 

 このように、現在にいたるまでのカンボジアの貧困問題の原因は、1970 年代からの長期

にわたる戦乱によって、国内の経済資本、社会資本、および人的資本に大きなダメージを受

けたことで発展のための礎がことごとく破壊され、問題が深刻化したことによる。さらに、

この期間中に国際社会との関係も断絶し孤立していたために、あらゆる側面においての近代

化が立ち遅れ、その結果として発展の道が途切れたせいで、カンボジアは未だに多くの貧困

問題を解決できていない状態である。 

 

 第 3 節 国連開発計画によるカンボジアの貧困分析 

第 1 項 国連開発計画によるカンボジアミレニアム開発目標の分析 

1 国連ミレニアム開発目標とカンボジアミレニアム開発目標との照合 

現在、カンボジアについてのミレニアム開発目標と呼ばれるものには、大差は無いものの

次の 2 つが挙げられる。それらは、①国連によるミレニアム開発目標（一般的にミレニア

ム開発目標と呼ばれるもの）と、②カンボジアミレニアム開発目標である。まず、前者の国

連によるミレニアム開発目標とは、一般的に言われているミレニアム開発目標のことである。

これは国連によって取り上げられた Official list of MDG indicators を様々な国際機関や各

国から収集したデータをもとにして国連ミレニアム開発目標を作成したものであり、各国ご

とに公表する普遍性のある開発目標指数となる。次に、後者のカンボジアミレニアム開発目
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標は、国連開発計画の支援のもとカンボジアの貧困の現状に見合うように、国連ミレニアム

開発目標を微調整し設定された、カンボジア特有の開発目標指数によって構成されるもので

ある。よって両者は設定している項目等に若干の相違はあるものの、それほど大きな差異は

ない（注 14）。 

両者の開発目標は、国連ミレニアム開発目標がゴール 1 からゴール 8 までを設定し、カ

ンボジアミレニアム開発目標がゴール 1 からゴール 9 までを設定している。両者のゴール

は基本的にゴール１からゴール 8 までは同じであり、カンボジアミレニアム開発目標には

これに付け加えて、カンボジア特有の問題である地雷問題に関するゴール 9「地雷除去、不

発弾処理、及び犠牲者支援」が設定されている。また 2010 年の Achieving Cambodia’s 

Millennium Development Goals によると、カンボジアミレニアム開発目標のゴール 8 は、

「開発のためのグローバルなパートナーシップの推進」とされている。このゴールは、政府

開発援助と情報・通信における新技術に関する進展をモニタリングするものであるが、同報

告書によるとカンボジアミレニアム開発目標のゴール 8 における明確なターゲットが設定

されていないために同報告書内では評価や計測はされていない。これを受けて後述の、表 3

「カンボジアミレニアム開発目標一覧」においてゴール 8 は表記していない。さらに、国

連ミレニアム開発目標とカンボジアミレニアム開発目標の差異を比較してみると両者には

ターゲットに関して以下に示すような差異がある（注 15）。 

まず、国連ミレニアム開発目標において設定されてはいるがカンボジアミレニアム開発目

標では設定されていないターゲット項目は、次の 2 つのターゲットである。すなわち、 

①ターゲット 1-B「女性、若者を含むすべての人々に、完全かつ生産的な雇用、そしてデ

ィーセント・ワークの提供を実現する」と、 

②ターゲット 5-B「2015 年までにリプロダクティブ・ヘルスへの普遍的アクセスを実現

する」 

の 2 つである。これら国連ミレニアム開発目標ターゲット 1-B および、国連ミレニアム開

発目標ターゲット 5-B については、表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照された

い。これらのターゲットは 1 国の貧困の状況を把握するためにとても重要な要素であるに

もかかわらず、設定されていない。 

次に、国連ミレニアム開発目標には設定されておらず、カンボジアミレニアム開発目標に

設定されているターゲット項目は、次の 3 つのターゲットである。すなわち、 

① ターゲット 8「女性と子供に対するあらゆる種類の暴力を削減する」、 
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②ターゲット 16「2015 年までに、土地所有権へのアクセスをもつ人ロの割合を増加させ

る」、 

② ターゲット 24「2012 年までに地雷と不発弾の影響がなくなるようにする」 

の 3 つである。これらカンボジアミレニアム開発目標ターゲット 8、カンボジアミレニアム

開発目標ターゲット 16および、カンボジアミレニアム開発目標ターゲット 24については、

表 3 の「カンボジアミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 

上記の 3 つのターゲットのうち、まず“女性と子供”への暴力をなくすためのターゲット 8

は、国連開発計画や人間の安全保障概念において重要視されている弱者の保護の観点から設

けられているものである。さらに、ターゲット 16 とターゲット 24 は、カンボジアにおい

て重要な開発課題となっている“土地所有権”と“地雷”に関する項目であり、国連ミレニアム

開発目標には設定されていないけれども、今カンボジアが抱えている大きな問題に即して設

定されているターゲットである。 

また、カンボジアミレニアム開発目標では、国連ミレニアム開発目標において 2 つに分

けられていた国連ミレニアム開発目標ターゲット 7A「持続可能な開発の原則を各国の政策

やプログラムに反映させ、環境資源の喪失を阻止し、回復を図る」と国連ミレニアム開発目

標ターゲット 7B「生物多様性の損失を抑え、2010 年までに、損失率の大幅な引き下げを

達成する」が、１つに括られて１つのターゲットとして表記されている。すなわち、カンボ

ジアミレニアム開発目標ターゲット 13「持続可能な開発の原則を国の政策や戦略に反映さ

せ、環境資源の喪失を阻止し、回復を図る」となっているのである。国連ミレニアム開発目

標の国連ミレニアム開発目標ターゲット 7A および、国連ミレニアム開発目標ターゲット

7B については、表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 

次に、カンボジアのミレニアム開発目標を表 3 として「カンボジアミレニアム開発目標

一覧」を提示し、国連開発計画による分析を「2 国連開発計画によるカンボジアミレニア

ム開発目標の分析」で述べることとする。また、下記の表 3 は上述の国連ミレニアム開発

目標において設定されてはいるがカンボジアミレニアム開発目標では設定されていないタ

ーゲット項目をも設定し、若干の加筆・修正をしたものである。その修正等については次節

にて解説を行う。
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。
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表 3 はカンボジアミレニアム開発目標一覧である。表 3 にあるようにこのカンボジアミ

レニアム開発目標は前述のように、国連開発計画の支援のもとカンボジアの貧困の現状に

見合うように設定された、カンボジア特有の開発目標指数によって構成されるものである。

そのゴールはゴール１の「極度の貧困及び飢餓の撲滅」からゴール 9 の「地雷除去、不発

弾処理、及び犠牲者支援」からなる。各ゴールとターゲットについては表 3 を参照された

い。 

 

2 国連開発計画によるカンボジアミレニアム開発目標の分析 

国連開発計画による、カンボジアのミレニアム開発目標報告による分析は、開発の遅れ

ている部分すなわち、表 3 にある改善の遅れているおのおのの指標ごとに限定した言及を

おこなうものとなっている。国連開発計画の分析の概要とは、おおむね次に挙げる 12 の項

目の非改善の言及であった（注 16）。 

①地方農村部の貧困率と所得不平等が拡大している。 

②児童労働防止の改善がかなり遅れている。 

③食糧貧困ライン以下の人口の割合と発育阻害児の削減がかなり遅れている。 

④中等教育の就学率と、修了率の低さ。および 6～14 歳の退学率が高い。 

⑤高等教育を受けた人びとと、一般的な大人の識字能力においてジェンダー格差がある。 

⑥意思決定を行うトップレベルの地位の女性が不足している。 

⑦適切な出生間隔法がとられていないために妊産婦死亡率が高いことと、良質な保健サ

ービスと救急産科サービスの利用の欠如による妊産婦死亡率が高い。 

⑧結核死亡率が高い。 

⑨森林保護区域の森林が森林保護の不十分さの為に劣化している。 

⑩薪の使用が高水準である。 

⑪土地所有権の登記が遅れている。 

⑫地雷除去・不発弾処理・犠牲者支援の為の情報と明確な目標が不足している。 

このように国連開発計画の 12 の分析は、表 3 の「カンボジアミレニアム開発目標一覧」

に示された中で、貧困を構成する要素の欠如状態を表すカンボジアミレニアム開発目標に

ついて、その統計データをカンボジア国民に対してモニタリングしているものである。し

かしながらモニタリングの内容は、それぞれ指標の「改善が遅い」や「かなり改善が遅い」

を取り上げているだけにすぎない。すなわち、国連開発計画の現状の分析は、貧困を構成
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するある要素の“欠如状態”がどのような相互作用の下に発生し、各欠如状態の相互作用

によって貧困の構造がいかに形成されるかといった、貧困の構造分析が十分になされてい

ないのである。これがこれまでの国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センの

ケイパビリティ・アプローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”問題を含んだ

ままの国連開発計画の人間開発の概念の貧困分析なのである。 

 

第 4 節 国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリティ・アプロ

ーチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”問題を修正した本研究が提唱する人間

開発の概念のカンボジアへの適用 

 

第 1 項 カンボジアミレニアム開発目標の修正 

本項では、本研究の第 3 章において国連開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビリ

ティ・アプローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”問題を修正した人間開発

の概念をカンボジアに適用して貧困の構造分析をおこなうために、第 1 段階としてカンボ

ジアミレニアム開発目標に関する若干の修正をおこなう。なお、この修正は前節の 128-130

ページでおこなった国連ミレニアム開発目標とカンボジアミレニアム開発目標の比較をも

とに、両者の利点を尊重したうえでおこなう。この修正においてまず解決しなければなら

ない問題は、国連ミレニアム開発目標とカンボジアミレニアム開発目標との設定されてい

るターゲット項目の相違についてである。この両者の相違点は次にあげる 2 つである。第 1

に国連ミレニアム開発目標において設定されており、カンボジアミレニアム開発目標では

設定されていないターゲット項目がある。第 2 に国連ミレニアム開発目標には設定されて

おらず、カンボジアミレニアム開発目標に設定されているターゲット項目がある（注 17）。 

第 1 のカンボジアミレニアム開発目標には設定されていないターゲットは、次にあげる 2

つのターゲットである。 

①ターゲット 1-B「女性、若者を含むすべての人々に、完全かつ生産的な雇用、そしてデ

ィーセント・ワークの提供を実現する」と、 

②ターゲットターゲット 5-B「2015 年までにリプロダクティブ・ヘルスへの普遍的アク

セスを実現する」 

である。国連ミレニアム開発目標ターゲット 1-B および、国連ミレニアム開発目標ター

ゲット 5-B については、表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。他方、
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第 2 のカンボジアミレニアム開発目標に独自に設定されているターゲットは、次にあげる 3

つのターゲットである。 

①ターゲット 8「女性と子供に対するあらゆる種類の暴力を削減する」 

②ターゲット 16「2015 年までに、土地所有権へのアクセスをもつ人ロの割合を増加させ

る」 

③ ターゲット 24「2012 年までに地雷と不発弾の影響がなくなるようにする」 

である。これらカンボジアミレニアム開発目標ターゲット 8、カンボジアミレニアム開発目

標ターゲット 16 および、カンボジアミレニアム開発目標ターゲット 24 については、表 3

の「カンボジアミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。まず、第 1 のカンボジアミレ

ニアム開発目標には設定されていないターゲットである“雇用問題”と“リプロダクティ

ブ・ヘルスのアクセス”の項目は貧困問題を考えるうえでとても重要な要素である。この

ターゲットの未設定について、2010 年の Achieving Cambodia’s Millennium Development 

Goalsでは 2つのターゲットを新たに設定にしようと取り組んでいると述べている（注 18）。 

 よって本研究では、カンボジアミレニアム開発目標に設定されていない 2 つのターゲッ

トの重要性に鑑みて、国連が設定し集計している国連ミレニアム開発目標（Official list of 

MDG indicators）から、その 2 項目にあたるターゲットをカンボジアミレニアム開発目標

に新たに追加設定する（注 19）。そこで新たに設定された“雇用問題”と“リプロダクティ

ブ・ヘルスのアクセス”についてのターゲットは次の 2 つである。 

①ゴール 1 の「極度の貧困及び飢餓の撲滅」に対しターゲット 1-B 女性、若者を含むす

べての人々に、完全かつ生産的な雇用、そしてディーセント・ワークの提供を実現する

（注 20）。 

②ゴール 5 の「妊産婦の健康の改善」に対しターゲット 10-B 2015 年までにリプロダ

クティブ・ヘルスへの普遍的アクセスを実現する（注 21）。 

 上記により新たに設定されたカンボジアミレニアム開発目標の 2 つのターゲットはカン

ボジアの貧困の構造連鎖図として、前出の国連ミレニアム開発目標の図 3 の「貧困の構造

連鎖図」（115 ページ）における、ターゲット 1-B（図では T1-B と表記）とターゲット 5-B

（図では T5-B と表記）は、カンボジアミレニアム開発目標のターゲット 1-B（図では T1-B

と表記）とターゲット 10-B（図では T10-B と表記）として位置付ける。図式化されたもの

については図 4 の「カンボジア貧困の構造連鎖図」を参照されたい。 

次に、第 2 の相違点であるカンボジアミレニアム開発目標に設定されており国連ミレニ
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アム開発目標には設定されず集計もされていないターゲットについて、貧困を構成する各

種要素の欠如の相互作用における位置づけを設定する（注 22）。 

 国連ミレニアム開発目標では、ゴール 3 のジェンダーの平等の推進と女性の地位向上は、

国連ミレニアム開発目標ターゲット 3-A において、「できれば 2005 年までに初等・中等教

育において、2015 年までにすべての教育レベルで男女格差を解消する」ことの 1 項目のみ

の設定であった。しかし、カンボジアミレニアム開発目標ではこの要素を重要視しており、

先の国連ミレニアム開発目標において 1 項目のみのターゲットを細分化して、次の 4 つの

ターゲットに設定しなおしている。それらは前述の表 3 にあるように、まず①カンボジア

ミレニアム開発目標ターゲット 5 として、「高等教育およびそれ以降の教育における男女格

差を縮小する」こと。②カンボジアミレニアム開発目標ターゲット 6 として、「全ての経済

部門における賃金雇用の男女格差を解消する」こと。③カンボジアミレニアム開発目標タ

ーゲット 7 として、「政府における男女格差を解消する」こと。さらに④カンボジアミレニ

アム開発目標ターゲット 8 として、「女性と子供に対するあらゆる種類の暴力を削減する」

ことである。このように、カンボジアミレニアム開発目標のターゲット 4 からターゲット 7

は、国連ミレニアム開発目標のターゲット 3-A を上述のように細分化し、より詳細にその

動向を把握するために必要な措置をとったものと考えられる。さらにターゲット 8「女性と

子供に対するあらゆる種類の暴力を削減する」については、国連ミレニアム開発目標では

全く触れられていない項目ではあるものの、ジェンダー問題を貧困における重要な一要素

として位置付けている国連開発計画の意にも沿ったものと考えられる。国連ミレニアム開

発目標の 3-A ターゲットついては、表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」を、カンボジ

アミレニアム開発目標ターゲット 4 からターゲット 8 については、表 3 の「カンボジアミ

レニアム開発目標一覧」を参照されたい。  

 また、表 3 にあるカンボジアミレニアム開発目標の、ゴール 2 である「普遍的基礎教育(9

年)を達成する」ことに設定されている、ターゲット 4 の「9 年間の基礎教育における男女

格差の解消を 2010 年までには達成する」は、初等・中等教育における男女格差の解消に関

する項目であり、国連ミレニアム開発目標では、表 1 のゴール 3 の「ジェンダーの平等の

推進と女性の地位向上」において唯一設定されていたターゲットである。ゆえに本研究に

おいても、ジェンダー問題に関連してこのカンボジアミレニアム開発目標ターゲット 4 を

議論するものとする。 

そこで、カンボジア貧困の構造連鎖図では、国連ミレニアム開発目標の貧困の構造連鎖
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図（115 ページ）においてターゲット 3 が T3-A として位置づけられていた箇所に、カンボ

ジアミレニアム開発目標のターゲット 4 からターゲット 8 を T4、T5、T6、T7、T8 として

位置付ける。図式化されたものについては図 4 の「カンボジア貧困の構造連鎖図」を参照

されたい。 

他方、カンボジアミレニアム開発目標の中のゴール 7 の「環境の持続可能性の確保」で

は表 3 にあるように、ターゲット 16 として土地所有権のアクセスに関する項目が設定され

ている。このターゲットは表 1 の「国連ミレニアム開発目標一覧」には設定されていない

ターゲットである。途上国一般において土地所有権のアクセスは、生計を得るための手段

として特に農業などに必要なものであり「生活の保障に直結する」のである（注 23）。この

点はカンボジアの現状においても同様に言えることである。よって本研究では、「土地所有

権のアクセス」を指し示すターゲット 16（図では T16 と表記）は、「人間らしい生活」に

包括される要素であるとする。またこのターゲットは、人間開発におけるあらゆる側面に

関与していると考えられるので、「人間らしい生活」、「知識」、「長寿で健康な生活」の 3 側

面が接している、「人間開発指数」（HDI）に影響を与える要素として設定することにする。

図式化されたものについては図 4 の「カンボジア貧困の構造連鎖図」を参照されたい。 

 さらに表 3 の、カンボジアミレニアム開発目標では、ゴール 9 の「地雷除去、不発弾処

理、及び犠牲者支援」の中でターゲット 24 で地雷に関する項目が設定されている。このタ

ーゲットもまた国連ミレニアム開発目標には設定されていないターゲットである。カンボ

ジアにおける地雷と不発弾の影響は、人間開発におけるあらゆる側面に関与していると考

えられるので、「人間らしい生活」、「知識」、「長寿で健康な生活」の 3 側面が接している、

「人間開発指数」（HDI）に影響を与えるものとして設定することにする。図式化されたも

のについては図 4 の「カンボジア貧困の構造連鎖図」を参照されたい。 

 

 第 2 項 カンボジアのダウンサイド・リスク（状況が悪化する危険） 

 貧困の構造分析をおこなうためには、要素間の欠如状態の相互作用ばかりでなく、各要

素に関する人間の安全保障に関する脅威を浮き彫りにしなければならない。カンボジア特

有の人間の安全保障に関する“脅威”については、The World Bank が MANAGING RISK 

AND VULNERABILITY IN CAMBODIA: An Assessment and Strategy for Social 

Protection（2006）として分析をして発表している（注 24）。そこで本項ではカンボジアに

おける人間の安全保障に関する脅威を取りあげ、本研究第 2 章で示した『人間開発報告書
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1994 年』による人間の安全保障に関する“脅威”と比較してみる。また本項では、カンボ

ジアにおける 1975 年から 1978 年のクメール・ルージュ時代の負の遺産の 1 つである社会

資本の崩壊を考慮して、国連開発計画では設定されていない社会の安全保障を、新たな安

全保障の項目として加えた。 

これにより『人間開発報告 1994 年』において挙げられていた普遍的な脅威の他、カンボ

ジアの人間の安全保障に関する“脅威”は次のように分類できる。 

①カンボジアにおける経済の安全保障に関する脅威とは、資産不足、生計手段の非多角

化、インフォーマル部門での就労などである。②カンボジアにおける食料の安全保障に関

する脅威とは、食料不足などの食糧不安である。③カンボジアにおける健康の安全保障に

関する脅威とは、疾病、保健サービスの利用機会の欠如などである。④カンボジアにおけ

る環境の安全保障に関する脅威とは、家畜の病気、天災（不規則な気象条件を含む）など

である。⑤カンボジアにおける個人の安全保障に関する脅威とは、アルコール中毒と家庭

内暴力などである。⑥カンボジアにおける地域社会の安全保障に関する脅威とは、社会的

排除などである。⑦カンボジアにおける政治の安全保障に関する脅威とは、カンボジアの

司法制度の未発達などである。⑧カンボジアにおける社会の安全保障に関する脅威とは、

クメール・ルージュによる国の社会資本の崩壊などである（注 25）。 

カンボジアミレニアム開発目標を国連ミレニアム開発目標と比較し修正を加えたカンボ

ジアミレニアム開発目標と人間の安全保障に関する脅威を、カンボジアのダウンサイド・

リスク（状況が悪化する危険）として、カンボジアの貧困の構造連鎖図を作成したのが図 4

である。 
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図 4 カンボジア貧困の構造連鎖図 
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生の抑制”に関するターゲット 2 を示す。T3 は“初等教育”に関するターゲット 3 を示す。T4 は“基礎教育におけるジェンダー問題”に関するターゲッ

ト 4 を示す。T5 は“高等教育以上におけるジェンダー問題”に関するターゲット 5 を示す。 
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図 4 はまず、第 1 段階として、人間開発における最も基本的なケイパビリティ（潜在能

力）である 3 領域を、「健康で長生きをすること」、「教育を受けること」、「人間らしい生活

水準を享受すること」を 3 つの大きな円で表してある。この 3 領域はそれぞれ、長寿で健

康的な生活を測る尺度としては「出生時平均余命」で、知識については「成人識字率（2/3

加重）」と「初・中・高等教育就学率（1/3 加重）」という教育に関する 2 つの変数によって、

そして人間らしい生活水準には「購買力平価による 1 人当たり GDP」を基準としてそれぞ

れ計測される。そして、この 3 指数の単純平均からなる複合指数が人間開発指数であるか

ら、この 3 領域を表す 3 つの円の重なりありあう部分が人間開発指数を表し、図では HDI

と表記する。次に第 2 段階として、それら基本的なケイパビリティ（潜在能力）を構成す

るそれぞれのミレニアム開発目標の各“ターゲット”を、その基本的なケイパビリティを表す

円の中に配置する。基本的なケイパビリティと国連ミレニアム開発目標の各“ゴール”との関

わり合いは例として、「人間らしい生活水準を享受すること」の円内に国連ミレニアム開発

目標ゴール 1 の「極度の貧困と飢饉の撲滅」が含まれる。ここではそれをもとに、その“ゴ

ール”を形成する“ターゲット”を基本的なケイパビリティの円内に配置すると、国連ミレニ

アム開発目標ゴール 1 の「極度の貧困と飢饉の撲滅」のターゲットであるターゲット 1-A

「2015 年までに、1 日 1 ドル未満で生活する人口の割合を 1990 年の水準の半数に減少さ

せる」が基本的なケイパビリティ「人間らしい生活水準を享受すること」の円内に配置さ

れることになる。そして、第 3 段階として、そのターゲット間のつながりを直線で示す。

例えば所得貧困に関するターゲット 1-A は、ターゲット 14 とターゲット 15 の 2 つのター

ゲットで示される安全な飲料水と基本的な衛生施設の普及を目指すターゲットに影響を与

えるので、図 3 ではターゲット 1-A は T1-A として記号で示され、T14、T15 と記号で示さ

れているターゲット 14 とターゲット 15 へ向かう実線の矢印で表現する。このようにここ

では図式化のために各ターゲットを記号で示している。さらに第 4 段階として、各ターゲ

ットの人間の安全保障に対する“脅威”を破線で示している。例えばターゲット 1-A の人間の

T6 は“雇用におけるジェンダー問題”に関するターゲット 6 を示す。T7 は“政府におけるジェンダー問題”に関するターゲット 7 を示

す。T8 は“女性と子供に対する暴力の削減”に関するターゲット 8 を示す。T9 は“乳幼児死亡”に関するターゲット 9 を示す。T10 は

“妊産婦死亡”に関するターゲット 10 を示す。T10-B は“リプロダクティブ・ヘルス・サービス”に関するターゲット 10-B を示す。T11

は“HIV/エイズの蔓延阻止と HIV/エイズの治療”に関するターゲット 11 を示す。T12 は“マラリアおよびその他の主要な疾病の防遏

（ぼうあつ）”に関するターゲット 12 を示す。T13 は“環境資源と生物多様性の損失”に関するターゲット 13 を示す。T14 は“安全な

飲料水”に関するターゲット 14 を示す。T15 は“衛生施設の利用”に関するターゲット 15 を示す。T16 は“土地所有権”に関するター

ゲット 16 を示す。T24 は“地雷と不発弾”に関するターゲット 24 を示す。 
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安全保障に関する脅威は食料の安全保障に関する脅威があるので、これを食料の安全保障

に関する脅威から T1-A へ向かう破線で示す。破線で示した理由は、“脅威”はその時々の環

境変化で違ってくると考えられるため破線で示した。 

 

第 5 節 国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリティ・アプ

ローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”問題を修正した本研究が提唱する

人間開発の概念によるカンボジアの貧困分析 

筆者が作成した図 4 のカンボジア貧困の構造連鎖図を使用し、貧困の各種要素の欠如の

構造および人間の安全保障に関する脅威と、前出の「表 3 カンボジアミレニアム開発目標

一覧」（131-134 ページ）とを照合してカンボジアの貧困の構造おこなう。カンボジアの貧

困の構造分析につき、表 3 のカンボジアミレニアム開発目標では改善傾向が見られない項

目として以下の 8 つのターゲットがある。しかしこの 8 つのターゲットは他のどのような

ターゲットから影響を受けることによって改善の進捗が阻害されているのか、また、改善

傾向が見られないターゲットが、他のどのようなターゲットへ影響を与えているのかと、

そのターゲットに関する脅威を分析する必要がある（注 26）。 

表3のカンボジアミレニアム開発目標一覧で“所得貧困”に関するターゲット1-Aの「2015

年までに国家貧困ライン以下で生活する人口の割合を 1993 年の水準の半数に減少させる」

ことについての項目が、現状として“かなり改善が遅い”となっている要因は、両者の各ター

ゲット間の関連と各ターゲットに関する脅威の分析では図 4 であるように“雇用問題”に

関するターゲット 1-B（図 4 では T1-B）の「女性、若者を含むすべての人々に、完全かつ

生産的な雇用、そしてディーセント・ワークの提供を実現する」ことにほど遠いこと、経

済の安全保障（例えば生計手段の非多角化、グローバル経済・金融危機）に関する脅威、

および食料の安全保障（例えば食料不足・食料価格高騰）に関する脅威によるもとなる。

また“雇用問題”に関するターゲット 1-B の（図 4 では T1-B）「女性、若者を含むすべて

の人々に、完全かつ生産的な雇用、そしてディーセント・ワークの提供を実現する」こと

にほど遠いこととは、経済の安全保障（例えば生計手段の非多角化、グローバル経済・金

融危機）に関する脅威によるものとなる。カンボジアミレニアム開発目標ターゲット 1-B

については、表 3 の「カンボジアミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 

“政府におけるジェンダー問題”に関するターゲット 7（図では T-7）の「政府における

男女格差を解消する」ことについての項目が、“かなり改善が遅い”となっている要因は、両
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者の各ターゲット間の関連と各ターゲットに関する脅威の分析では図 4 であるように地域

社会の安全保障・政治の安全保障の両者に関する脅威（例えば女性の役割を軽視するなど）

に関わるジャンダー格差によるものとなる。カンボジアミレニアム開発目標ターゲット 7

については、表 3 の「カンボジアミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 

表 3 でカンボジアの“妊産婦死亡”に関するターゲット 10（図では T10）の「妊産婦死

亡率を削減する」ことについての項目が、現状は“かなり改善が遅い”となっている要因は両

者の各ターゲット間の関連と各ターゲットに関する脅威の分析では図 4 であるように、“リ

プロダクティブ・ヘルス・サービス”に関するターゲット 10-B（図では T10-B）の「2015

年までにリプロダクティブ・ヘルスへの普遍的アクセスを実現する」ことが遅々として進

まないことによることとなる。カンボジアミレニアム開発目標ターゲット 10-A およびター

ゲット 10-B については、表 3 の「カンボジアミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 

表 3 で“リプロダクティブ・ヘルス・サービス”に関するターゲット 10-B（図では T10-B）

の「2015 年までにリプロダクティブ・ヘルスへの普遍的アクセスを実現する」ことについ

ての項目が、現状は“かなり改善が遅い”となっている要因は両者の各ターゲット間の関連と

各ターゲットに関する脅威の分析では図 4 であるように、“所得貧困”に関するターゲット

1-A（図では T1-A）の「2015 年までに国家貧困ライン以下で生活する人口の割合を 1993

年の水準の半数に減少させる」こと、“初等教育”に関するターゲット 3（図では T-3）の

「2010 年までに、全ての子どもが初等教育の全課程を修了できるようにし、2015 年までに

9 年間の基礎教育を修了できるようにする」こと、“高等教育以上におけるジェンダー問題”

に関するターゲット 5（図では T5）の「高等教育およびそれ以降の教育における男女格差

を縮小する」こと等のターゲットを十分に達成できなかったこと、および健康の安全保障

に関する脅威である保健サービスの利用機会の欠如によるものとなる。カンボジアミレニ

アム開発目標ターゲット 1-A、ターゲット 3、ターゲット 5 については、表 3 の「カンボジ

アミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 

表 3 で“環境資源と生物多様性の損失”に関するターゲット 13（図では T13）の「持続

可能な開発の原則を国の政策や戦略に反映させ、環境資源の喪失を阻止し、回復を図る」

ことについての項目が、現状は“かなり改善が遅い”となっている要因は両者の各ターゲット

間の関連と各ターゲットに関する脅威の分析では図 4 であるように、環境の安全保障に関

する脅威である天災、カンボジアの不規則な気象条件によるものとなる。カンボジアミレ

ニアム開発目標ターゲット 13 については、表 3 の「カンボジアミレニアム開発目標一覧」
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を参照されたい。 

表 3 で“土地所有権”に関するターゲット 16（図では T16）の「2015 年までに、土地所

有権へのアクセスをもつ人ロの割合を増加させる(農村、都市)」ことについての項目が、現

状は“かなり改善が遅い”となっている要因は両者の各ターゲット間の関連と各ターゲット

に関する脅威の分析では図 4 であるように、経済の安全保障に関する脅威（資産不足）お

よび政治の安全保障に関する脅威である司法制度の未発達によるものとなる。カンボジア

ミレニアム開発目標ターゲット 16 については、表 3 の「カンボジアミレニアム開発目標一

覧」を参照されたい。 

表 3 で“地雷と不発弾”に関するターゲット 24（図では T24）の「2012 年までに地雷と

不発弾の影響がなくなるようにする」ことについての項目が現状は“かなり改善が遅い”とな

っている要因は両者の各ターゲット間の関連と各ターゲットに関する脅威の分析では図 4

であるように、社会の安全保障に関する脅威すなわちクメール・ルージュによる国の社会

資本の崩壊によるもとなる。カンボジアミレニアム開発目標ターゲット 24 については、表

3 の「カンボジアミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 

上記のカンボジア貧困の構造分析によって得られるカンボジアの貧困の問題点として、

“人間らしい生活”に含まれる項目である、“所得貧困”に関するターゲット 1-A の「2015

年までに国家貧困ライン以下で生活する人口の割合を 1993 年の水準の半数に減少させる」

ことについての項目、“雇用問題”に関するターゲット 1-B の「女性、若者を含むすべての

人々に、完全かつ生産的な雇用、そしてディーセント・ワークの提供を実現する」ことに

ついての項目、“土地所有権”に関するターゲット 16 の「2015 年までに、土地所有権への

アクセスをもつ人ロの割合を増加させる(農村、都市)」ことについての項目のすべてが、 “か

なり改善が遅い”という点である。なぜならば、“人間らしい生活”はこれらの 3 つのターゲ

ットによって構成されているからである。さらに、他の“知識”や“長寿で健康な生活”

などといった領域においては、一部に順調に改善しているターゲットがあり、一定の改善

傾向がみられているのである。カンボジアミレニアム開発目標ターゲット 1-A、ターゲット

1-B ターゲット、ターゲット 16 については、表 3 の「カンボジアミレニアム開発目標一覧」

を参照されたい。 

 このカンボジアの貧困の構造において問題視しなければならないのは、“所得貧困”に関

するターゲット 1-A の「2015 年までに国家貧困ライン以下で生活する人口の割合を 1993

年の水準の半数に減少させる」ことについての項目と、“雇用問題”に関するターゲット 1-B
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の「女性、若者を含むすべての人々に、完全かつ生産的な雇用、そしてディーセント・ワ

ークの提供を実現する」ことについての 2 つの項目である。この理由としては、例えば、“雇

用問題”に関するターゲット 1-B の「女性、若者を含むすべての人々に、完全かつ生産的

な雇用、そしてディーセント・ワークの提供を実現する」項目に対して影響を与える、“HIV/

エイズの蔓延阻止と HIV/エイズの治療”に関するターゲット 11 の「HIV/エイズの蔓延を

減少させる」項目が順調な改善傾向にあるにもかかわらず、“雇用問題”に関するターゲッ

ト 1-B の項目が、“かなり改善が遅い”ためである。他方、“所得貧困”に関するターゲット

1-A の「2015 年までに国家貧困ライン以下で生活する人口の割合を 1993 年の水準の半数

に減少させる」ことについての項目は、“かなり改善が遅い”にもかかわらず、この“所得貧

困”に関するターゲット 1-A の項目が影響を与える、“安全な飲料水”に関するターゲット

14 の「2015 年までに安全な飲料水を継続的に利用できない人々の割合を半減する」ことに

ついての項目と、“衛生施設の利用”に関するターゲット 15 の「2015 年までに改善された

衛生施設を継続的に利用できない人々の割合を半減する」ことについての項目、さらに“乳

幼児死亡”に関するターゲット 9 の「5 歳未満児の死亡率を削減する」ことについての項目

は、順調に改善しているのである。このような改善されている項目の状況は、これらの改

善している項目に対する政府の取り組みや、海外からの大きな協力の存在が考えられる。

他方、“所得貧困”に関するターゲット 1-A の「2015 年までに国家貧困ライン以下で生活

する人口の割合を 1993 年の水準の半数に減少させる」ことについての項目が“かなり改善

が遅い”となっている要因は、“所得貧困”に関するターゲット 1-A に影響を与える、“雇

用問題”に関するターゲット 1-B の「女性、若者を含むすべての人々に、完全かつ生産的

な雇用、そしてディーセント・ワークの提供を実現する」ことについての項目が“かなり

改善が遅い”ということがもっとも大きな原因と考えられる。また“所得貧困”に関する

ターゲット 1-A の「2015 年までに国家貧困ライン以下で生活する人口の割合を 1993 年の

水準の半数に減少させる」ことについての項目と、“雇用問題”に関するターゲット 1-B の

「女性、若者を含むすべての人々に、完全かつ生産的な雇用、そしてディーセント・ワー

クの提供を実現する」ことについての項目は、それぞれ所得と雇用に関わる項目であるの

で、これらは相互に関連している。 

つまり、“所得貧困”に関するターゲット 1-A の「2015 年までに国家貧困ライン以下で

生活する人口の割合を 1993 年の水準の半数に減少させる」ことについての項目と、“雇用

問題”に関するターゲット 1-B の「女性、若者を含むすべての人々に、完全かつ生産的な
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雇用、そしてディーセント・ワークの提供を実現する」ことについての項目の被作用と作

用（影響を受けること、影響を与えること）からわかることは、“所得貧困”に関するター

ゲット 1-A の「2015 年までに国家貧困ライン以下で生活する人口の割合を 1993 年の水準

の半数に減少させる」ことについての項目と、“雇用問題”に関するターゲット 1-B の「女

性、若者を含むすべての人々に、完全かつ生産的な雇用、そしてディーセント・ワークの

提供を実現する」ことについての項目の双方に関する内部に問題があるということが考え

られる。すなわち、“所得貧困”をあらわすターゲット 1-A と、“雇用問題”に関するター

ゲット 1-B に対して影響を与える項目である“HIV/エイズの蔓延阻止”に関するターゲッ

ト 11 が改善しているにもかかわらず、ターゲット 1-A とターゲット 1－B は改善がかなり

遅れているのである。さらに、これら“所得貧困”をあらわすターゲット 1-A と“雇用問

題”に関するターゲット 1－B は改善がかなり遅れているにもかかわらず、ターゲット 1-A

とターゲット 1－B から影響を受ける項目である“安全な飲料水へのアクセス”の改善を目

指すターゲット 14 や、“改善された衛生施設の継続的利用”を目指すターゲット 15 などは

改善傾向にある。各カンボジアミレニアム開発目標については、表 3 の「カンボジアミレ

ニアム開発目標一覧」を参照されたい。 

 カンボジアの貧困の構造分析から読み取れることは、“人間らしい生活”に関する所得貧

困（図では T1-A）と雇用問題（図では T1-B）の要素が、カンボジアの貧困問題とっての

最も警戒すべき脆弱な部分ということである。また、このような分析結果は、従来の国連

開発計画の分析では得られないものである。 

 次節でさらに、カンボジアの貧困の構造における脆弱な部分についての分析を深化して

みることとする。 

 

第 6 節 カンボジアの就業構造と所得貧困 

  第 1 項 カンボジアの実質 GDP 産業別構成比と産業別就業人口 

カンボジアの貧困における脆弱部分は、ベトナムと比較してみても、就業機会と所得の

低さにある（注 27）。そこで、本節では、この雇用問題と所得問題の 2 点に焦点をあてて、

カンボジアの貧困について分析する。 

カンボジアの“雇用”機会の問題に関して、カンボジアの実質 GDP 産業別構成比の推移を

1993 年から 2008 年で見ると表 4 にあるように、農業の比率が 1993 年の GDP 比 45.6%か

ら 2008 年の GDP 比 26.5%へ減少し、製造業の比率が 1993 年の GDP 比 8.0%から 2008
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年の GDP 比 19.8%へと増加している。  

 

表 4 カンボジア実質 GDP 産業別構成比の推移              （％） 

 
1993 1995 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 

農業 45.6 47.5 35.9 34.9 31.5 32.0 28.8 29.4 28.0 26.7 26.5 

鉱業 0.2 0.3 0.2 0.2 0.3 0.3 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 

製造業 8.0 9.4 16.0 17.2 18.3 18.9 20.2 19.6 20.8 20.5 19.8 

電気、ガス、水道 0.3 0.4 0.4 0.4 0.5 0.5 0.5 0.5 0.6 0.6 0.6 

建設業 4.4 6.0 5.2 4.7 5.6 5.8 5.9 6.4 6.9 6.7 6.6 

商業 16.9 16.9 14.4 14.4 14.6 13.0 13.1 13.0 12.9 12.8 13.1 

運輸、通信 6.3 6.9 6.6 6.6 7.1 6.8 6.7 6.8 6.2 6.1 6.1 

金融 8.8 7.1 7.3 7.3 7.5 8.3 9.1 8.7 8.9 9.1 9.1 

行政 2.0 2.9 2.7 2.3 2.2 1.9 1.6 1.5 1.4 1.2 1.2 

その他 4.4 4.6 6.1 6.9 7.2 7.6 8.1 8.5 9.0 9.1 9.6 

出典：Asian Development Bank, 

http://www.adb.org/sites/default/files/KI/2010/xls/CAM.xls 、2013 年 3 月 17 日アクセ

ス、から筆者計算。 

 

次に、カンボジアにおける産業別の就業状況の変化を 1998 年と 2008 年で比較したのが

表 5 である。表 5 にあるように農林水産業の第 1 次産業では、1998 年に就労人口は 367 万

人で全就業人口における構成比は77.4%であった。2008年度は第1次産業の就労人口は126

万人増え 493 万人、全就業人口に占める構成比は 72.1%であった。このように農林水産業

に従事の人口は増えているが構成比は約 5％減ったが依然として 70%台で、第 1 次産業は

カンボジアにおいて最も就業人口が多い産業である。一方、第 2 次産業では 1998 年の就労

人口は 20 万人、全就業人口における構成比は 4.3%であった。2008 年の第 2 次産業に就労

人口は 38 万人増え 58 万人であり、就業人口における構成比は 8.6%であった。このように

第 2 次産業が総就業人口に占める構成比は 10%以下であるが構成比で約 2 倍伸び特に就業

人口の増加率は 1998 年比で 190.1%の増加と増加率は非常に高い。カンボジアのサービス

作業である第 3 次産業の変化をみると就労人口は 87 万人、全就業人口に占める構成比は

18.4%であった。2008 年度をみると第 3 次産業の就労す人口は 45 万人増え 132 万人であ
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り、全就業人口の構成比は 19.3%と、就業人口の増加率は 1998 年比で 51.7%と比較的大き

かった。表 5 のカンボジア産業別就業人口の 1998 年と 200 年の比較を参照されたい。 

 

表 5 カンボジア産業別就業人口の 1998年と 2008年の比較    

 
1998年 2008年 増加率 

  実数（1,000人） ％ 実数（1,000人） ％ ％ 

第 1次産業 3676 77.4 4935 72.1 34.2 

第 2次産業 202 4.3 586 8.6 190.1 

第 3次産業 874 18.4 1320 19.3 51.0 

合計 4752 100 6841 100 
 

出典：Ministry of Planning National Institute of Statistics, “General Population Census  

of Cambodia 2008”, (2010). より筆者作成。 

（注）対象は 15 歳以上の男女で就業している者。 

 

第2次産業と第3次産業の産業別内訳をさらにみてみると、第2次産業では製造業が1998

年に 14 万人、就業人口に占める構成比は 3.1%で、これが 2008 年には 42 万人、就業人口

に占める構成比は 6.2%と、就業人口の増加率は 186.8%と製造業の伸びが高い。第 3 次産

業では卸売・小売業が 1998 年に 33 万人で、就業人口に占める構成比は 6.9%で、2008 年

には 53 万人、就業人口に占める構成比は 7.8%と、卸売・小売業の就業人口の増加率は 61.1%

と高い伸びを示している（注 28）。 

このことからカンボジアでは第 2 次産業と第 3 次産業の就業人口がこの 10 年の間に急速

に増大していることがわかる。今のところは製造業の就業人口は農業 2008 年度で農林水産

業の 493 万人（全産業の構成比で 72%）に対し 42 万人（全産業の構成比で 6.2%）と相対

的に低いが、製造業における衣料縫製業の労働力の大部分は農村部からの若年層の女性を

雇用しており、農業部門から製造業部門への労働力が流出している（注 29）。 

 

 第 2 項 所得貧困による分析 

 カンボジアの 1 人当たり GNI は 2008 年度で年間 430 ドルであり、1 日 1 ドル未満で暮

らす貧困人口は 1990 から 2005 年の平均では 34.1％、同じ期間の 1 日 2 ドル未満で暮らす

貧困人口は 77.7％と高く、ジニ係数も 41.7 と高い（注 30）。次に、カンボジアの人びと

の“所得”について、所得貧困指数を用いて分析する。 
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2009 年の World Bank によると、貧困の境界である貧困ラインを、1 人 1 日当たりで、

プノンペンは 3,092 リエル（0.75 米ドル）、その他都市部は 2,704 リエル（0.66 米ドル）、

および地方農村部は 2,367 リエル（0.58 米ドル）としている。そして、この貧困ラインに

達しない状態にある人びとを所得貧困層と定義している（注 31）。 

カンボジア政府が2010年に発表したカンボジア人の所得貧困層の都市部と地方農村部の

推移を示したのが表 6 である。表 6 にあるように所得貧困ラインを下回る人口の割合は、

全体では 1993/94 年で 39 パーセント、2004 年で 34.7 パーセント、そして 2007 年では 30.1

パーセントと、所得貧困ラインを下回る人口の割合は改善されている。 

 

出典：Ministry of Planning, Labour and Social Trends in Cambodia 2010 , 65.より筆者

作成。 

 

しかしながら、所得貧困の構成比を地域毎でみると、都市部プノンペンでは 1993/94 年

で 3.1 パーセント、2004 年で 1.1 パーセント、2007 年で 0.3 パーセントと改善が顕著に表

れている。その他の都市部でもまた、1993/94 で 10.4 パーセント、2004 年で 7.8 パーセン

ト、2007 年で 7.5 パーセントと改善がみられる。他方、地方農村部では、1993/94 年で 86.5

パーセント、2004 年で 91.1 パーセント、2007 年で 92.3 パーセントとその比率は非常に高

くかつ悪化の一途を辿っている。2007 年で見ると、カンボジアでは地方農村部に住んでい

る人びとの 30 パーセントは所得貧困層であり、これは国内における所得貧困層の 92 パー

セントが地方農村部に居住していることとなる。 

次に世帯主の職業別による所得貧困の出現度と寄与度を表したものが、図 5 である。図 5

表 6 カンボジア貧困層の都市部と農村部の比較とその推移    

 

所得貧困ラインを下回る 

人口の割合(%) 

所得貧困全体における構成比 

(%) 

 
1993/94 2004 2007 1993/94 2004 2007 

プノンペン 11.4 4.6 0.8 3.1 1.1 0.3 

その他都市部 36.62 24.7 21.9 10.4 7.8 7.5 

農村部 43.1 39.2 34.7 86.5 91.1 92.3 

カンボジア 39 34.7 30.1 100 100 100 
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の中の指数は所得貧困の出現度を指数化したもので職業別における貧困ライン未満の支

出水準で生活を送っている人びとの割合である。寄与度とは、貧困全体に対する職業別

の構成比を表している。図 5 にあるように、農業に従事している世帯主の 42.9 パーセン

トが所得貧困ライン未満でありその寄与度は所得貧困層全体の 63パーセントを占めている。

このように農業世帯主の所得貧困ライン未満の割合は、他の職業に従事している世帯主の

場合より極めて高い（注 32）。 

結果としてカンボジアの貧困は、農業従事者の貧困の割合が非常に高い。一方、カンボ

ジアの製造業中心の経済成長は、衣料縫製業の発達によるところが大きいが、都市部の工

場で働く地方の女性達が増加したことで、彼女たちの所得を向上さている。都市部の衣料

縫製産業で働く農村部出身者の若い女性の出稼ぎ労働者の仕送り等で、一部の地方農村部

の所得向上に間接的に貢献しているものの、地方農村部全域を潤すほどの経済的な波及効

果が見られるとは言えない現状をこれらの図で読み取ることができる。 

 

図 5 世帯主の職業による貧困の出現度における寄与度の比較（2004）

 

出典：Ministry of Planning, A Poverty Profile of Cambodia 2004, 66-67. より筆者作成。 

 

 

第 7 節 小括（国連開発計画によるカンボジアの貧困分析と本研究との比較） 

本章では、国連開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビリティ・アプローチとの間
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に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”問題を修正した本研究が提唱する人間開発の概念

による貧困の構造分析の有効性を検証すべく ASEAN 諸国内でも最貧困層の多さに悩むカ

ンボジアを事例研究として取り上げ国連開発計画によるカンボジアの貧困分析との対比に

おいて考察をおこなった。カンボジアを取りあげて事例研究をおこなった。その結果 

1.国連開発計画によるカンボジアの貧困分析は、カンボジアミレニアム開発目標の各項目

に関する数値を推計するモニタリングであり、その貧困分析はカンボジアの貧困分析に

必要な各項目が欠如したままに推計され矮小化されたもので、カンボジアの貧困の構造

は分析されていない。 

 2. 国連開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビリティ・アプローチとの間に横たわ

る貧困に関わる分析の“乖離”問題を修正した本研究が提唱する人間開発の概念による

貧困分析では、カンボジアの貧困における重要な問題は、“人間らしい生活”の脆弱性であ

るということを明確に指摘した。 

 3.カンボジアの貧困における問題点は、多くの発展途上国がそうであるように発展が都市

部に偏在し地方農村部の発展が大幅に遅れていることである。 

 上記の 3 点を総合して得られる本章の結論は、これまでの国連開発計画によるカンボジ

アの貧困分析は、貧困の各要素を数値化し、モニタリングしているだけの分析であり、カ

ンボジアの貧困にとって重要な各要素間のつながり等の問題点が明白ではなかった。それ

に対し、国連開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビリティ・アプローチとの間に横

たわる貧困に関わる分析の“乖離”問題を修正した本研究の提唱する人間開発の概念は、

カンボジアの貧困の構造を明らかにすることができ、その問題点を指摘することができた。

さらに、カンボジアの貧困の構造の脆弱箇所に焦点をおいた分析によって、貧困の構造分

析の細部があきらかになった。これにより、理論的に“乖離”問題を解消した本研究が提

唱する人間開発の概念による貧困の構造分析が、有効であると実証することができたとい

える（注 33）。 
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注 

注1 外務省『2010 年版政府開発援助（ODA）白書 日本の国際協力』文化工房、2011、

41 ページ。 

注2 Asian Development Bank, http://www.adb.org/sites/default/ files/KI/2010/xls/CAM 

xls 、 2013 年 3 月 17 日アクセス。 

注3 日本貿易振興会 [編]『ジェトロ貿易投資白書』JETRO、2006、226 ページ。 

注4 日本貿易振興会 [編]、前掲書（注 3）、230 ページ。 

注5 アジア経済研究所『アジア動向年報』アジア経済出版会、2006、249-266 ページ。 

注6 天川直子「貧しさの度合い」、天川直子・井手直子・上田広美・岡田知子[編]『カンボ

ジアを知るための 60 章』明石書店、2006、339 ページ。 

注7 平野久美子『カンボジアは誘う 』新潮社、2001、48-53 ページ。 

注8 東南アジア調査会[編]『東南アジア要覧』東南アジア調査会、2008。 

注9 岡田知子「平和の島、東洋のパリ」、天川直子・井手直子・上田広美・岡田知子[編]

『カンボジアを知るための 60 章』明石書店、2006、182 ページ。 

注10 岡田知子「革命の理想と現実」天川直子・井手直子・上田広美・岡田知子[編]『カン

ボジアを知るための 60 章』明石書店、2006、186-190 ページ。 

注11 カンボジア共産党(ポル・ポト派)・・・中国が支援。 自由クメール（ソン・サン派）・・・

アメリカなど西側諸国が支援。王党派（シハヌーク派）・・・中国、およびフランス

など一部の西側諸国が支援。 

注12 熊岡路矢「カンボジアにおける人間の安全保障と NGO の役割」、勝俣誠[編]『グロー

バル化と人間の安全保障』日本経済評論社、2007、57-58 ページ。 

注13 熊岡路矢、前掲論文（注 12）、57-58 ページ。 

注14 United Nations Statistics Division,“Official list of MDG indicators” 

http://mdgs.un.org/unsd/mdg/Host.aspx?Content=Indicators/OfficialList.htm 、 

2012 年 02 月 15 日アクセス。 

国連ミレニアム開発目標については第 2 章章末の表 1 の「国連ミレニアム開発目標

一覧」を、カンボジアミレニアム開発目標については、後述の表 3 の「カンボジアミ

レニアム開発目標一覧」を参照されたい。 

また、2013 年１月 17 日において、カンボジア国連開発計画から取得することが

できるカンボジア版のミレニアム開発報告書である、Achieving Cambodia’s 

Millennium Development Goals の 2010 年度が最新版であった。同報告書に記載さ

れているデータの測定年度は 2005 年から 2010 年度となっている。特に、同報告書
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に関する測定年度は2008年度のものが多いのでそれにともない本研究で使用するカ

ンボジアに関するデータも同報告書におけるデータを基準とし、取得可能であるデ

ータは 2008 年度を基準とする。（取得可能でない場合は 2008 年度以前のものを使用

する。） 

注15 CAMBODIA, Ministry of Planning, Achieving Cambodia’s Millennium 

Development Goals, 

http://www.mop.gov.kh/LinkClick.aspx?fileticket=G6I5N%2b%2bIJXY%3d&tabid

=156&mid=676 、7、40、2011 年 8 月 18 日 アクセス。 

注16 UNDP CAMBODIA, What are the Cambodia Millennium Development Goals?,   

http://www.un.org.kh/undp/mdgs/cambodian-mdgs 、 2012 年 11 月 12 日アクセス。 

カンボジアミレニアム開発目標報告書は 2010 年度版以前に、2005 年度版が刊行さ

れている。この 2005 年度版の報告書ではターゲット毎の評価がされていた。しかし

ながら、その評価の評価基準の説明はなされていない。よって本研究では、2010 年

度版において評価されていなかったターゲット毎の評価を、ゴール毎の評価と、指標

毎の評価から相対的に判断して評価することとする。他方、2010 年度版における指

標ごとの評価は、「順調」、「改善が遅い」、「かなり改善が遅い」、の 3 段階で評価され

ており、この「順調」、「改善が遅い」、「かなり改善が遅い」、の判断基準は、基準年

度の基準値から目標年度（2015 年）の目標値の間より割り出された各年度（測定年

度）の測定年度目標と、測定年度の実測値の差異から判断される。その判断基準は、

「順調」は差異が 5 パーセント以内、「改善が遅い」は差異が 5 パーセント以上 25

パーセント以内、「かなり改善が遅い」は差異が 25 パーセント以上となっている。 

CAMBODIA Ministry of Planning, Achieving Cambodia’s Millennium 

Development Goals, 

http://www.mop.gov.kh/LinkClick.aspx?fileticket=G6I5N%2b%2bIJXY%3d&tabid

=156&mid=676 、51、2011 年 8 月 18 日 アクセス。 

注17 以下、引用部について、国連ミレニアム開発目標については表 1 の「国連ミレニアム

開発目標一覧」を参照されたい。また、カンボジアミレニアム開発目標については表

3 の「カンボジアミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 

注18 CAMBODIA Ministry of Planning, Achieving Cambodia’s Millennium 

Development Goals, 
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http://www.mop.gov.kh/LinkClick.aspx?fileticket=G6I5N%2b%2bIJXY%3d&tabid

=156&mid=676 、51、2011 年 8 月 18 日 アクセス。 

また、この項目の重要性については、筆者が現地に赴きヒアリング等によって確認

をおこなった。 

2008 年 8 月 24 日～8 月 30 日：シェア＝国際保健協力市民の会（カンボジア事務 

所）のスタッフ（現地駐在日本人・カンボジア人スフ）からの 

ヒアリング(プノンペン) 

8 月 25 日：国立母子保健センター訪問による観察（プノンペン） 

8 月 26 日：農村散策による観察および地域住民からのヒアリング（プレ 

イベン） 

8 月 27 日：プレイベン郡保健行政局職員からのヒアリング（プレイベン） 

8 月 29 日：アンコール小児病院訪問による観察および、アンコール小児 

病院看師、赤尾和美氏からのヒアリング（シェムリアップ） 

2011 年 7 月 25 日：トラムクナー中学校、ソバンキリ中学校訪問による観察および 

ヒアリング（プノンペン） 

7 月 26 日：トゥールポンロー小学校、アピワット小学校訪問による観察お 

よびヒアリング（バンテンミンチェイ） 

7 月 28 日：ポイペト地区教育事務所からのヒアリング（バンテンミンチェ 

イ） 

7 月 28 日～7 月 29 日：アピワット小学校教員住宅でのホームステイによ 

る観察 

7 月 29 日：バンテンミンチェイ州立大学、教員養成学校訪問による観察お

よびヒアリング（バンテンミンチェイ） 

注19 また、この新しく設定したカンボジアミレニアム開発目標の 2 つのターゲットに関し

て、ターゲット 1-B は、「女性、若者を含むすべての人々に、完全かつ生産的な雇用、

そしてディーセント・ワークの提供を実現する」とされている。よって本研究では、

「すべての人びと」、「完全かつ生産的な雇用」、そして「ディーセント・ワークの提

供の実現」に着目して、「労働年齢人口に占める就業者の割合」の 2015 年度の最終

目標は 100 パーセントと設定し、「1 日 1 ドル（購買力平価）未満で生活する就業者

の割合」の 2015 年度の最終目標は 0 パーセントと設定する。この設定を判断するに
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あたって、たとえばターゲット 3 の「2010 年までに、全ての子どもが初等教育の全

課程を修了できるようにし、2015 年までに 9 年間の基礎教育を修了できるようにす

る」においても、「初等教育の就学率」が 100 パーセントと設定されており、また、

6～14 歳の退学率も 0 パーセントと設定されていた。引用部については表 3 の「カン

ボジアミレニアム開発目標一覧）を参照されたい。 

注20 ターゲット 10-B は、「2015 年までにリプロダクティブ・ヘルスへの普遍的アクセス

を実現する」であり、カンボジアミレニアム開発報告書では、「医師・助産婦に 2 回

以上出産前健診を受けた妊婦の割合」の最終目標が 90 パーセントと設定されている。

これは“完全普及”を 100 パーセントと考えた場合、“普遍的アクセス”はその 9 割と考

えられる。そこで、本研究では、「避妊具普及率」と「家族計画の必要性が満たされ

ていない割合」もまたそれぞれ最終目標を、「避妊具普及率」が 90 パーセント（この

場合の完全普及率は 100 パーセントであると考えられるから）、「家族計画の必要性が

満たされていない割合」を 10 パーセント（この場合、家族計画が完全に満たされた

場合の、家族計画が満たされていない割合は 0 パーセントであると考えられるから）

と設定する。なお、青年期女子による出産率においては、2015 年度の目標（適正な

出産率）を判断することが困難であったので、本研究では棚上げにすることにし設定

していない。引用部については表 3 の「カンボジアミレニアム開発目標一覧」を参照

されたい。 

注21 既存のカンボジアミレニアム開発目標では、ターゲット 10-A に、「医師・助産婦に 2

回以上出産前健診を受けた妊婦の割合」があるが、これは本来であればリプロダクテ

ィブ・ヘルスにあたるので、本研究では新たに設定したターゲット 10-B に設定する

ことにする。 

注22 以下、引用部について、国連ミレニアム開発目標については表 1 の「国連ミレニアム

開発目標一覧」を参照されたい。また、カンボジアミレニアム開発目標については表

3 の「カンボジアミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 

注23 佐藤奈穂「カンボジアにおける土地登記の進展と女性の権利」、『アフラシア研究 No.4』

龍谷大学アフラシア平和開発研究センター、2007、1 ページ。 

注24 The World Bank, MANAGING RISK AND VULNERABILITY IN CAMBODIA: 

An Assessment and Strategy for Social Protection, 2006. 

http://www.socialsecurityextension.org/gimi/gess/RessFileDownload.do;jsessionid
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=25d300f24f3593051ebf7ba717cc87f4c20ac855a54af39c1d89a4db0f77c35c.e3aTb

huLbNmSe3qLbi0?ressourceId=10930 、2012 年 10 月 9 日アクセス。 

注25 この社会の安全保障に関する脅威は、カンボジアの人間の安全保障に関する脅威のす

べてに今でも影響をあえているが、その中でも特に地雷問題に影響を与えている。し

たがって、本項では、社会の安全保障に関する脅威は特に、カンボジアミレニアム開

発目標ターゲット 24 の「2012 年までに地雷と不発弾の影響がなくなるようにする」

に影響を与える脅威として捉えることとする。 

注26 以下、カンボジアの貧困分析をおこなう際の各ターゲットについての引用は、前出の

表 3 の「カンボジアミレニアム開発目標一覧」を参照されたい。 

注27 カンボジアの所得の低さについては、表 2 の「カンボジア、ラオス、ベトナムの基礎

指標」の比較において既に述べてある。さらに、正規雇用の総雇用に占める割合

(2000-2008)はカンボジアで 13.1 パーセントであり、ベトナムの 26.1 パーセントと

比べると極端に低かった。United Nations Development Programme, Human 

Development Report 2010  (Tokyo: UNDP Tokyo Office, 2011）. （国連開発計画『人

間開発報告書 2010』阪急コミュニケーションズ、2011、214 ページ。） 

注28 CAMBODIA National Institute of Statistics, Ministry of Planning, Labour and 

Social Trends in Cambodia 2010  (Phnom Penh : National Institute of Statistics, 

Ministry of Planning ,2010), 70-71 より筆者計算。 

注29 また、カンボジアの 170 万人の人々が衣料縫製業に直接的、間接的に依存している。 

http://siteresources.worldbank.org/INTCAMBODIA/Resources/293755-115877979

0762/Women&Work-in-factory.pdf 、2010 年 9 月 26 日アクセス。 

注30 United Nations Development Programme Human development report 2007/2008 

(New York: Palgrave Macmillan, 2008), 283. 

注31 World Bank, Poverty Profile and Trend in Cambodia 2009, “Table5”,ⅲ,12,  

同報告書によると、1 米ドル＝4,115 リエル（2007 基準年）。 

注32 2009 年度の同上報告書では、「世帯主の職業による貧困の出現度」についての分析は

なかったため 2004 年度のものを使用した。また、前述の所得貧困の推計結果にあっ

たように、カンボジアの所得貧困者全体における農村部の所得貧困者の構成比が

2004 年度の 91.1%よりも 2007 年度は 92.3%と悪化しているので、農業従事者の貧

困の出現度は 2007 年度が 2004 年度より同等以上であると推察できる。 
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注33 本研究は、事例研究の一例としてカンボジアを取り上げた。その結果として、本研究

の唱える“乖離”問題を修正した人間開発の概念による貧困分析の有効性は実証され

たものの、他国でも同じような分析結果が得られるかについての検証（追試研究）が

必要である。 
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結  論 

 

第 1節 副問に対する解答 

本研究では、国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリティ・

アプローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”を解消する方法はいかなるもの

か、という独自の問題を提起した。この主題（テーマ）を解明するために、第 1副問と第 2

副問の 2つの副問を提示した。 

(第 1副問) 国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリティ・アプ

ローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”は、いかにして解消す

ることができるか（理論的研究） 

（第 2 副問）国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリティ・ア

プローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”問題を修正した本研

究が提唱する人間開発の概念は、果たして貧困分析に対して、現実にどの程

度有効か（実証研究） 

 

第 1 副問への解答として第 1 副問の分析の結果、人間開発の概念とケイパビリティ・ア

プローチの“乖離”は、いったんケイパビリティ・アプローチの本質に回帰する必要があ

る。すなわち、国連開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビリティ・アプローチの両

者には、貧困を構成する要素が多様であるとの認識においては、両者は一致している。し

かしながら、従来の国連開発計画の貧困分析は、貧困を構成する諸要素の欠如状態を示す

指標をモニタリングすることに留まり、貧困の構造を十分に分析したとはいえないもので

あった。またセンの貧困の構造分析は貧困の各要素の欠如のつながり等を重視した分析で

あった。そのため両者の間には貧困に関わる分析に乖離が生じている。しかしこの“乖離”

問題に関して、センの貧困の分析方法は必ずしも明確化されたものではなかった。これに

対し、本研究が提唱するところの両者の貧困に関わる分析の“乖離”問題を解消した人間

開発の概念では、センによって明確化されていなかった諸要素間の系統的流れや連携を図

式化しこれらを国連開発計画の人間開発の概念と人間開発に関わる諸概念に当てはめ修正

を加えることで、両者の間の貧困に関わる分析の“乖離”を解消した。 

 

第 2 副問への解答としてカンボジアを事例として実証研究をおこなった。その結果、

一事例としてカンボジアという後発開発途上国を分析した限りにおいては、相当程度に有

効であることが実証できた。これまでのカンボジアについての国連開発計画の分析は、各

国レベルにおける貧困を構成する諸要素の統計データのモニタリングであった。その点で、

改善の遅れている貧困を構成する要素のおのおのについて、その改善の遅延となる諸要素

の欠如や不足を指摘することに留まっていた。 



-159- 

 

 これに対し、国連開発計画の人間開発の概念とセンのケイパビリティ・アプローチとの

間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”問題を修正した人間開発の概念は、貧困を構成

している諸要素の欠如や不足が、他の要素にどのように影響を与え、さらにそこにどのよ

うな“脅威”があるのかを明らかにし、カンボジアの貧困の全体像を浮き彫りにすることがで

きた。貧困の各要素間の相互関係や因果関係を重視する構造分析を明らかにすることがで

きた。特にカンボジアの貧困問題の核心を指摘することができた。 

 

第 2節 主題に対する解答 

 本節では、主題（テーマ）に対する解答を総合的に述べる。 

 本研究の主題は国連開発計画の人間開発の概念とアマルティア・センのケイパビリテ

ィ・アプローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”を解消する方法はいかなる

ものか、という問題提起であった。 

解答として、これまでの国連開発計画による人間開発の概念では、貧困における欠如の

推計などの表面的（現象的）な貧困分析をおこない、貧困の構造を分析することに有効で

なかった。しかし、本研究が提唱するところの国連開発計画の人間開発の概念とセンのケ

イパビリティ・アプローチとの間に横たわる貧困に関わる分析の“乖離”問題を修正した

人間開発の概念は系統的に図式化することで、人間開発を構成する要素のあらゆる要素間

の相互・因果関係と、さらにその各要素を危機的状況においやる危険、すなわち、各要素

における人間の安全保障に対する脅威が形成する貧困の構造を浮き彫りにして、分析する

ことできた。これにより、貧困の構造の全体を総合的に分析するという複眼的な貧困分析

が可能となり、より有効な概念になったといえる。 

さらに、理論研究で得られた理論的な分析手法の妥当性を現実に即して実証するために、

カンボジアを事例にして、これまでの国連開発に対して、本研究が提唱する両者の貧困に

関わる分析の“乖離”問題を修正した人間開発の概念による分析をおこなった。修正の理

由としては、まずこれまでの国連開発計画は、例えば、食糧貧困ライン以下の人口の割合

が高いことや、中等教育の就学率が低いことなどの、毎年度の継続的な観測値の注視をも

って貧困分析とし、それ以上の貧困の構造分析は不十分なものであった。一方、センの貧

困に対する貧困の構造分析は各種貧困要素の要素間のつながりは必ずしも明らかになって

いなかった。 

これに対し、本研究が提唱するところの両者の貧困に関わる分析の“乖離”問題を修正

した人間開発の概念では、次にあげるような分析結果を得ることができた。すなわち、カ

ンボジアの貧困問題において、国家貧困ライン以下で生活する人口の割合を減少させるこ

との改善がかなり遅いことが、最重要課題であることが判明した。さらにこの原因は、も

とより長期の戦乱などにより就業機会が不足しているにもかかわらず、1990 年代後半から

の経済成長の恩恵が都市部に集中しためであり、その結果、地方農村部が国の成長の過程

から取り残され、都市部と地方農村部の格差が拡大したのであると、カンボジアの貧困の“構
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造”が明らかとなった。その点で本研究は、この両者の貧困に関わる分析の“乖離”問題を

ただ単に解消しただけでなく、本研究が提唱するところの“乖離”問題を修正した人間開

発の概念は、これまでの貧困研究の方法に対して 1 つのより有効な知見を提供したといえ

る。 
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